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 序論一節  本報告の目的と経緯（糸長） 

糸長浩司（日本大学） 

 

東日本大震災 原発災害 長期放射能汚染 

検証と提言 建築学会の提言 震災シンポ 

 

1.本報告の目的 

 東日本大震災から 10年目となる中で、原発事故による放

射能に汚染された地域は安心して居住し、農林業等が行わ

れる状況には残念ながらない。ICRP（国際放射線防御委員

会）は 2019年夏の新勧告案では、復興期にある地域を長期

放射能汚染地域と定義している。長期的な放射能汚染地域

における居住・生活実態の把握、居住システムや建築・居

住環境計画デザイン、土地利用計画制度（土地利用規制を

含む）等に関して、新たな提案が建築学分野からも求めら

れている。 

2021 年 3 月の震災 10 年シンポでの当初企画段階では上

記の原発災害対応について明確に提示されていなかったの

で、新たに本テーマを設定させていただき、この問題に対

する建築学での検証と提言を検討することした。原発災害

による放射能の長期汚染状況下での建築・都市・農村のあ

り方、対処の計画論、あるいは長期的復興計画と施策に関

して追及することを目的とした WG を組織した。 

本 WG はシンポのための WG4 として組織したが、2020 年

度で終了することなく、2021 年度も活動予定である。本報

告は 2020年度における本課題の検証と提言案に関する中間

報告としての位置づけとなる。 

WG のメンバーは下記である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.ＷＧ４活動の経緯 

 活動経緯は下記である。ほぼ、１か月に１回の割合で

zoom 会議を開催した。当初は地球環境委員会内に新たに放

射能対策 WGを設置しスタートをし、その後 WG4として委員

会を開催してきた。 

2020/6/9  地球環境委員会 WG 

目的、進め方、委員紹介等 

2020/6/30 第１回 WG 

 委員のアンケート結果報告、問題・検証・提言の討議 

2020/7/28 第２回 WG 

 継続討論、報告書目次案の提示と討議 

2020/9/3 第３回 WG 

 中間報告書内容の検討 

2020/9/24 震災シンポ実行委員会ミニシンポ参加 

  中間報告・今後の方針 

2020/10/5 第４回 WG 

 共通課題の検討、報告書内容の検討と分担 

2020/11/2 第５回 WG 

 共通課題の検討、報告書内容の検討 

2020/12/4 第６回 WG 

 共通宿題の再検討、公開研究会、３／６の WS の進め方 

2021/1/14 学術会議防災連携体での報告（川崎、糸長）    

2021/1/18 第７回 WG  

第 1 回公開研究会（WG４委員、糸長・中村・井本の報告

と討議） 

2021/2/12 第８回 WG 

 第 2 回公開研究会（WG４委員、川崎・吉野・窪田の報告

と討議）、 

2021/2/20 第９回 WG 

 第３回公開研究会（被災者と支援者（菅野・國分・原

田・森山）の講演と討論、提言案の検討 

2021/3/6 公開 WS（WG の成果報告・提言案の検討）予定 

 2020 年度は新型コロナ禍であり、当初予定していた福島

現地視察と住民との討議等ができない状況下で、2021 年に

なって 3 回の公開研究会を開催した。下記が 3 回の公開研

究会の構成である。全て zoom 開催である。 

1 回目 2021 年１月 18 日（月）17 時～18 時半 

１．ＷＧの主旨、原発災害の長期的汚染実態及び復興

事業の検証と提言に向けて      糸長浩司 

２．福島原発事故被災地及び被災住民の復興の課題 

中村勉 

 ３．福島避難自治体での「学校」の再編成について 

                    井本佐保里 

2 回目 2021 年２月 12 日(金)17 時～18 時半 

 ４．原子力被災自治体の再生戦略の課題と展望   

川崎興太 

 ５．住宅汚染と防御のためのシュミレーション開発 

吉野博 

 ６．災害後をどう理解できるか？ 

                     窪田亜矢 

３回目  2021 年 2 月 20 日（土）15 時～18 時 

原発事故被災者及び支援者に聞く（震災後の活動、思い） 

 菅野哲さん（飯舘村）、國分富夫さん（南相馬市小高）、 

 原田雄一さん（浪江町）、森山貴士さん（南相馬市小高） 

 自己紹介、震災後の活動、今後の復興への思い・期待 

幹事 糸長　浩司 地球環境委員会委員長、日本大学特任教授

委員 井本佐保里 建築計画委員会、日本大学助教

川﨑　興太 農村計画委員会、福島大学准教授

吉野博 地球環境委員会、東北大学名誉教授

中村勉 地球環境委員会、ものづくり大学名誉教授

外岡豊 地球環境委員会、埼玉大学名誉教授

塚本由晴 地球環境委員会、東京工業大学教授

窪田亜矢 地球環境委員会、東京大学特任教授



 参加者との質疑応答 

 ・被災地の復興について、復興計画の問題 

・戻れない人たちの生活・生業再建、コミュニティ再 

建について 

特に最後の第 3 回公開研究会では被災住民３名と被災地

に移住した住民１名で、帰還政策の問題点、二つのふる

さとづくり、復興計画・事業の問題等が指摘され、提言

案づくりにとって貴重な公開研究会となった。公開研究

会の詳細については後日報告をする予定である。 

 

３．本WGの当初の問題意識について 

本 WG の構成メンバーは発災当時から深く被災地の住民

に関わり協働行動をしてきた者、あるいは被災自治体の

復興計画策定に関わってきた者、被災自治体での避難行

動や復興活動について調査研究をしている者、原発災害

に関しての問題意識のある者等、多様な立場と本災害に

関しての関わりの濃淡を含めて多様な研究者が集合した。 

第１回地球環境委員会内に設置した WG で参加委員の課

題意識を抽出し構造し（図 1）、問題意識の共有化を図っ

た。原発事故は未曽有のものであり、10 年経過して「問

題化」されていないことも多くある。汚染されたまま放

置されている河川や森林、汚染森林での伐採による建材

の生産と流通問題、汚染樹皮を利用したバイオマス発電

所建設問題、戻ることのできない被災者の人達にとって

生活再建や分解してしまったコミュニティの再生をどこ

で図るのか、復興事業による膨大な公共事業は誰のため

に行われてきたか、除染の効果と限界、帰還した住民の

放射能防御的な生活行動はどうなっているのか等数多く

指摘された。 

その後の WG では、現在進行中である原発災害の問題を

明確にし、かつ汚染実態や課題、復興事業の検証を行い

し、必要な提言について検討することとした。疑問点の

検証を進め、その上で提言を生活環境創造のための建築

学の立場から出すべきであり、そのことにより新たな建

築学の創造にもつながる必要が指摘された。 

また、９月に実施した震災シンポ実行委員会でのミニ

シンポの結果として WG1～WG5 に共通シート作成が合意さ

れ、①東日本大震災の教訓、②建築学会第二次提言「建

築の原点に立ち返る－暮らしの場の再生と革新－東日本

大震災に鑑みて」（2013 年 10 月 10 日）の評価、③提言の

3 テーマでのシート、及び④検証と⑤提言のシートの作成

について討議し、それ討議の深めるなかで、WG4 としての

中間報告書の作成と提言案づくりを進めてきた。 

 原発事故後 10年経過した現在でも、森林汚染を始め被災

地は災害中であるという認識の上で、何が課題か、どんな

復旧・復興があるべきか、また、被災者やコミュニティの

生活再建はどうあるべきか、汚染地域に帰還した人たちの

住生活や農的生活での放射能防御はどうあるべきか、汚染

森林から生産される木材をどう扱うべきか等複雑で多様な

課題が抽出された。また、今後、原発立地地域での原発事

故災害が起きた場合の避難と再生・復興に向けた施策に関

する提言の必要性が指摘された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 第 1 回地球環境委員会ＷＧでの委員の問題意識の構造 
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 序論二節  原発災害に建築学はどう向き合い、新たな学をどう構築していくのか 

糸長浩司（日本大学） 

 

人新世 パンデミック 破局 

脱成長 社会的共通資産 災害建築学 

 

1.はじめに 

 原発災害は長期化することは明確となってきている中で、

放射能汚染が長期化する状況下での住まい、建築、土地利

用計画（規制）をどのようにすべきかについて、空間、環

境を扱う幅広い建築学の革新が必要であると考える。2011

年の原発災害は日本では低成長時代に突入した時に起きて

おり、また、近代的な成長経済神話では地球環境との亀裂

が厳しくなるという認識が深まる中で起きた重大災害であ

ると認識している。自然災害は多々あり、それに対しての

建築学は耐震、防災、適正な避難行動計画等分野で貢献し

てきたことは確かであるが、原発災害、長期放射能汚染災

害下での住宅、建築、都市農村計画、更に復興計画等を含

めて「災害建築学」とでもいえるような学の革新が必要で

ないかと考えている。本中間報告の最終章でその点に関し

て、「破局時計画論」として触れるが、その前段として、

今日的な時代背景を踏まえた問題意識を述べることとする。 

 尚、本稿は 2011年の発災後、農村計画学会誌に連続的に

掲載して拙稿を修正追記したものである。 

 

2.原発災害と不安定時代の脱経済成長社会 

 2011 年の原発激甚災害を受け、日本人、日本という国民

国家の有り様はどうあるべきか。その転換が必至であると

いえる。この激甚災害の前でも政策の迷走は、近代民主主

義、国民民主主義の有り様を根本的に問い直そうとしてい

るかのようでもあった。災害後の復興計画と事業を見ても

経済成長継続路線の思考が強く、エネルギー多投型で、か

つ、グローバリゼーション経済対応型の継続的復興がイメ

ージされている。イノベーションー構想等での被災地域で

の自然エネルギー活用の環境都市・農村計画が提案されて

いるが、その復興理念の根本は、経済成長一元主義的なも

のと言わざるを得ない。津波地域においては地域の風土・

文化・ランドスケープを考慮し、災害住民の協働参画によ

る、肌理の細かい、復興プランの構築や、今の避難暮らし

そのものの改善や再生・復興につなげるビジョンとアクシ

ョンが必要である。また、原発被災地では長期汚染で帰還

もままならない被災住民が数多くいる中で、被災地での膨

大な予算を投入したハード型産業復興は被災住民に寄り添

ったものではない。被災者目線で、地域コミュニティ目線

での、地道で、経済成長一元価値ではない、これらの地域

の多元的価値と文化、暮らしと生業の価値の再考による地

道な復興計画と事業展開が求められる。 

 この危機的状況下において、閉塞感を伴う課題に直面し

ている根本的理由は何か。この問いに対する答えの一つと

して、ラトゥーシュが主張する「脱成長（デクロワッサ

ン）」論がある。「脱成長はある特定のオルタナティブの具

体例ではなく、オルタナティブの原型である。脱成長は、

ヨーロッパ、サブサハラ・アフリカ、ラテンアメリカの間

では異なる展開を見せるだろう。重要なことは、多様性と

多元主義を蘇らせるために、一次元的な合理的経済人（ホ

モエコノミックス）というパラダイム－地球の単一化と文

化の自殺の主要な源泉－を抜き出すことである。本書が、

日本固有の脱成長の道を発明し、根源的に民主主義的でエ

コロジカルな社会の創設へ貢献することを願いたい。」１）

と、近代経済価値の一元化を避け、地域風土文化に即した、

再ローカリゼーション的な多元的価値、多様なステークホ

ルダーの参画による地域社会構築に期待している。原発災

害での復興の理念、「災害建築学」の基本的視点もこの視

点が重要と考える。 

彼の日本語版の序論では、本誌でも紹介しているパーマ

カルチャー、トランジション、レジリエンスの概念の重要

性を指摘している。彼は、脱成長ユートピアを目的とした

地域社会再生のための八つのプログラム、①再評価する

（利他的価値へ）、②概念を再構築する、脱構築する、（希

少性、経済的価値からの自然の豊穣性への脱構築）、③社

会構造を組み立て直す（生産装置と社会関係を調整し直

す）、④再分配を行う（南北不平等、自然資源の再分配）、

⑤再ローカリゼーション、⑥削減する、⑦再利用する、⑧

リサイクルする、を提示する。そして、それらを用いて、

「地域に根ざしたエコロジカルな民主主義の創造」により、

「地域経済の自律性の再発見」と地域イニシアティブの確

立により、経済成長社会ではなく、今までの指標であった

経済指標では縮退の経済社会という、オルタナティブな地

域社会の構築を提示している。 

 現在の地球的課題、地球的自然と人間の関係性の非永続

性の根本的原因に、西欧的な成長神話、特に、産業革命以

後の西欧的近代化、科学と技術による合理性、普遍性信仰

による、自然を人為的に無限にコントロールし活用すると

いう人間本意的な思考とその社会経済的実践がある。その

指標としての経済指標ＧＤＰ等による、人類の幸せ、ある

いは、近代的国民の幸せの評価という仕組み、そのものを

疑うことも必要となってきている。我が国の建築学の発展

は真にこの経済成長を支える器としての建築、都市構築の

ための学として役割を果たしてきたことは歴史的事実であ

る。この事実をどう反省し、どう革新していくか、社会経

済における建築存在意義の革新のための建築哲学の再構築

が必要となっている。 

 

 



3.物質循環の亀裂を巨大化する建築・都市創造という行為 

 住宅、建物の創造、その集積体としての都市は、人間の

社会経済を支える空間であり、基礎構造である。そして、

その創造は経済行為として行われ、その激しい経済構造が

地球環境に対して負荷を与え、かつ、大量な地球資源を使

用し廃棄する。この経済行為としての建築創造は資本主義

的な経済行為として行われている。 

 今日の世界的な資本主義は「中国的共産圏」も含めた原

理となった。販売を目的とした商品生産（建築生産も商品

生産の一つである）を前提とした資源発掘・生産・流通・

消費・破棄の経済原理である。人間及び社会が生きる上で

必要な全てのモノが商品化される、あるいは商品化せざる

を得ないシステムである。「売ることを前提とした、ある

いは売れることを期待した物の生産システム」、「生産して

売れなければ破棄する。市場価値を高めるために、商品を

破棄する」という原理である。狭い地域、国を超えて世界

市場に拡大し、無駄な生産と破棄も世界規模で大量に起こ

る。地域の誰かのために物を作るのかではなく、地球上の

誰が使用するかもわからないまま、大きな交換価値を生み

出す商品として物を大量に生産する。人と人との関係性が

物と物との関係性として、物象化として現れる。150 年前

にマルクスが資本主義の本質と明言した。 

マルクスとエンゲルスは、自然資源の無限性、無報酬性

を条件として科学技術の進化で生産性をあげることで、未

来の共産主義社会が成立すると予想した。しかし、その思

想は生産至上主義であり、自然のエコロジーを無視してき

たと批判された。ただ、近年、マルクスが資本論の完成の

ための作成した読書ノートの解析が進み、ドイツでのマル

クス新解釈や、斉藤幸平らの研究成果により、マルクスに

対する生産至上主義的批判は過ちであると指摘されてきた。

マルクスは資本主義が自然界の物質代謝に亀裂を生じさせ

ることを資本論で指摘したことが近年再評価されている。 

マルクスは、労働過程は人間と自然との物質代謝の関係

であり、資本主義はこの物質代謝を大規模に地球的規模で

攪乱させてきたという。マルクスの時代には、まだ、ヘッ

ケルが造語したエコロジー概念は一般化されていない。自

然を資源として加工し、人間生活のための物として加工し、

人間がその物を使用し、廃棄するという一連の流れは、自

然における物質代謝の一環として、自然のシステムの中に

良好に収まれば何の問題も生じない。しかし、自然再生で

きないほどの自然資源の採取、物質代謝では処理できない

ほどの大量な生産と破棄が起きると、物質代謝は攪乱され

亀裂を生じ、自然界に大病が発生する。マルクスの時代か

ら 150 年経ち、その物質代謝、自然と人間の物質代謝の規

模、広がり、スピードは、何百倍にも肥大化した。さらに

世界の一割の金持ち層が、全世界での総温室効果ガスの半

分を排出しているという貧富の拡大による地球環境負荷の

偏重がある。そしてその地球病理が地球温暖化であり、気

候非常事態という地球的症状を発現させた。 

商品化を自己目的としない生産とは何か。狭い範囲での、

その土地での、自給自足性の高い生産である。売ることを

前提としない人と自然の物質代謝の関係である。交換価値

による生産と消費の流れではなく、使用価値による生産と

消費の流れである。このような地域に即した物質代謝にお

いては巨大化、過剰化は起きず、環境との親和性は持続す

る。自然と人の物質代謝という生産が、身近な消費に直接

つながり物質代謝の亀裂は生じない。強大な資本蓄積のな

い、限定的物質代謝による生産である。資本蓄積のための

地球的巨大な物質代謝という地球的人類病が深刻化する中

で、その処方箋は、大胆な社会・経済変革しかないそれを

建築創造という経済行為においても然りである。その変革

を本気で人類が決意するかはまだ分からない。地域的規模

での、小規模で、健全な物質代謝のシステム、それを支え

る経済、そして、その経済で成立する社会の構築が必至で

あると考える。 

 

4.社会的共通資産としての建築・都市・農村 

 建築・都市・農村（集落居住地、農耕森林地）は人間生

活を支える空間である。宇沢弘文は社会的共通資本と定義

したが、資本ではなく、資産という表記の方が適切である

と筆者は判断し、社会的共通資産という表記とする。自然

資産を変革・活用して、人間社会のための共通資産として

構築してきた。その構築の経済的システムが地球環境に対

して亀裂を生じさせているとすれば、その資本主義的、グ

ローバリゼーション経済の組み直すことが求められよう。 

 ラ ト ゥー シュ は 、仏 の MAUSS （ Mouvement Anti-

Utilitariste dans les Sciences Sociales：社会科学にお

ける反功利主義運動）の一翼を担う。ラトゥーシュの原点

的な思想として、アラン・カイエの『功利的理性批判』か

ら考えてみる。『贈与論』のマルサス・モースは、人間は

経済的動物であったわけではないという。「反功利主義運

動は、まず「反経済中心主義運動」を意味していた。・・

人間のうちに、ホモエコノミックスしか見ようとしない単

純主義的な功利主義人類学の批判としてもっとも重要なの

は、もちろん有名な『贈与論』である。『贈与論』が証明

しているのは、アルカイックな社会ないし伝統的な社会は

商品交換や売買や＜ギブアンドテーク＞や契約ではなく、

モースが＜与える・受ける・返す＞の三重義務と呼んでい

るものに依拠している」2)という。そして、「贈与と承認の

パラダイム」を強調し、「さまざまな反功利主義的テーゼ

の中心核は、・・・・獲得し所有したいという欲望（これ

は経済学の土台となる原則である）ではなく、承認された

いという欲望、存在したい－つまり実存したい－という欲

望である。」2)という。 

地域社会の維持と継続の根拠には、贈与とそれに伴う社

会的承認という意識相互の交換・交流がある。経済人類学

が明らかにするポトラッチ的行為、広義の経済の存在であ

る。産業革命以降の近代経済システム、市場経済システム

のみが、物とサービスの交換の一元的経済手段として位置

づけ、かつ、資本主義的市場経済としての一元化がグロー
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バルに進み、それのみに収斂されてきた今日の経済の狭義

性の問題点を指摘する。 

 一方で、単純に反功利主義一辺倒での社会構築論ではな

く、「あらゆる社会は、機能的有効性、科学技術的合理性、

経済的成功を重視する功利主義的タイプの諸価値と、連帯、

義務、名誉、あるいは単に、自己自身と自然と他者たちと

調和して生きるすべに力点を置く反功利主義タイプの諸価

値との混合－あるいはむしろさまざまな混合の全体－によ

って特徴づれられる」2)と、多様な経済価値のバランス経

済社会の構築の展望を語る。社会的承認としての建築のあ

り方がより求められている。 

 

5.人新世時代、パンデミックの時代の建築学を問う 

 「近代の超克」は大きなテーマである。地球生態系の限

界を超える、あるいは、人間の営為には限界がないという

集団的合意で突き進んできた。巨大な都市圏域を形成し、

富の集中化をはかってきた。しかし、この地球資源争奪と

その無節操な利用の継続の不可能性が、地球温暖化、化石

エネルギーの将来的枯渇、ピークオイル論として提示され

てきている。巨大なシステムを維持するための巨大なエネ

ルギーを使用しつづけることの限界が露呈してきている。

その一方で、成長なき、経済成長なき、安心と安全で、将

来の世代への期待も含めて、今の暮らしと生産、営み、社

会経済行動のあり方をデザインし行動していきたい思う人

達も出てきている。 

近年、地球環境と人間の危機的関係性を提示する言葉と

して「人新世」が使用されている。人間営為が地球自然環

境を改変しすぎた結果として、完新世は終わり人新世が到

来し、不安定な地球環境との継続的付き合いが始まるとい

うものである。完新世の時代、落ち着いた温暖的地球環境

の時代は終焉し、異常気象が不定期的に起こる、寒暖の差

が極端に起きる、海面上昇が進む。主に地球大気圏の異常

がその主要な原因となり、大気、対流、海流の不安定な状

況が継続化するという地球環境不安定の時代に突入した。 

この地球環境的な時代的認識は、今まで人間生活、社会

生活、社会経済行為を支えてきた地球自然を当たり前の存

在として認識していた、あるいは無視したことからの離脱

を要求する。「人間がその目的を行う対象として、素材と

しての自然」は、有効に活用できる自然を超えて、人間生

活、人間行動に影響をより深く、長く及ぼすものとなりつ

つある。多少の無理を人間が行っても、それを受け入れ、

人間の吐く毒を浄化してくれる「母なる地球」は、人間の

行為により病み、人間のワガママナ行為を受け入れがたく

なってきている。結果として、今までの完新世の時代に人

間の行為が許されなくなってきている。地球温暖化等の問

題の深刻さは、ここまできているという認識が、人新世の

概念提示にはあるといえる。この認識を哲学者のブルー

ノ・ラトゥールは「地球に降り立つ」と表現する。 

過去 3世紀の間に人口は３倍、家畜の数は 14億、市街地

は過去 1 世紀の間に十倍、人類の数世代の間に数億年で地

球が蓄積し化石資源を燃焼し二酸化炭素の排出、その量は

一年間で 160 テラグラム、それは海からの自然放出の 2 倍、

地球上の地表の 30～50%は人間活動で変容し、地上のエコ

システムで固定される窒素の量より化学工場で生産される

窒素肥料の量の方が大きい、熱帯雨林の種の絶滅率を千か

ら一万倍に増大させ、二酸化炭素は 30%以上、メタンは

100％以上増加したとパウルは指摘する 3)。 

地球温暖化による異常気候による山火事や乾燥化、集中

豪雨等の自然環境の急激な変化により、野生動物の生息環

境が狭められ、また、人間の農林業生産活動、居住地拡大

化により、自然の人間化により野生動物エリアが狭められ、

野生動物と人間の接触機会の増加した結果としてウイルス

の伝搬が起きる。地球温暖化による乾燥化、伐採による急

激な開発や過激な焼き畑化等を原因としての山火事が、ア

マゾン、オーストラリアの長期的で大規模な山火事を起こ

している。それ自体による人間生活への多大な被害を及ぼ

しているだけでなく、野生動物の生息環境が奪われている。

その結果として、野生動物の生息環境に対するストレスの

より体内に保有していたウイルスが突然変異してより病原

性の強いウイルスに変化すること、新たな生息地を求めて

人間エリアにより接近すること等により、野生動物を宿主

とする病原ウイルスが人間に感染するリスクが高まる。現

在も世界的な猛威を奮っている新型コロナ禍は、まさにこ

のシナリオであり、かつ巨大な人間の移動を伴うグローバ

リゼーションがそれに拍車を掛けている。 

【地球温暖化→異常気候・乾燥化→山火事→野生動物の

生息環境の縮小→人間居住環境との近接化→野生動物から

のウイルスの人間への伝搬→人間の世界的な大量移動→人

間のウイルス疾患によるパンデミック】のリスクシナリオ

を描くことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１ 地球温暖化と新型コロナパンデミックの関係図 

 IPBES の 2020 年 10 月の緊急報告では次のような厳しい

指摘をしている。 

・パンデミックは、自然界に見られる微生物の多様性から

生まれる。 

•現在発見されていない推定 170万のウイルスが、哺乳類お

よび鳥類の宿主に存在し、内 631,000～827,000は人間に感

染する能力を持つ可能性がある。 



・人間の生態系の混乱、および持続不可能な消費がパンデ

ミックのリスクを促進している。 

・人間の生態系の混乱、および持続不可能な消費がパンデ

ミックのリスクを促進している。 

•毎年 5つ以上の新しい病気が発生し、うちの 1つがパンデ

ミックの可能性がある。 

・パンデミックのリスクは、人為的変化を指数関数的に増

加させることで引き起る。 

•土地利用の変化、農業の拡大と激化、野生生物の取引と

消費等。 

•気候変動は、病気の発生に関係し、人々の動きを促進す

ることにより、将来的にパンデミックのリスクを引き起こ

す可能性がある。 

•景観の変化に伴う生物多様性の損失は、新興感染症のリ

スクを高める可能性がある。 

と指摘し、地球環境異変とパンデミックの関係が今後とも

継続する可能性が高いと警鐘を鳴らした。 

原発事故による放射能汚染も人間のエネルギー開発に伴

う地球環境改変への大きな打撃であり完新世では想定でき

ないものであり、より長期的な汚染・リスクを大地に及ぼ

している。人新世時代は、完新世時代と比較するとより厳

しい破局的局面に至る時代であり、完新世の安定的な気

象・大気条件や人間が適応できる安定し安心できる大地と

いう人間条件（人間生存条件）が厳しい時代ともいえる。 

完新世の時代の建築学の反省をした上で、人新世の時代

の建築学を建築哲学の再構築を含めて構築する必要がある。 

平常時の建築学から非常時の建築学、あるいは破局時の建

築学の構築ともいえ、ここでは「災害建築学」とでも命名

したい。それは建築学だけでなく、他の学術技術分野にお

いて然りである。 

 

6.下降・破局的時代のシナリオを問う 

 地球環境の課題、地球温暖化とピークオイルの二重の課

題に対する人類の未来に対する大胆なシナリオを、デビッ

ト・ホルムグレンは著書『未来のシナリオ』で描いた。こ

の翻訳本（翻訳者リック・タナカ）に筆者は、その日本語

版に寄せて、「脱成長時代の未来に向けた行動のメッセー

ジ」のタイトルで書いた。少し長いが下記に紹介する。 

 「ピークオイル後、地球温暖化の進む未来での、技術信

仰型から破滅型の４つのシナリオを語り、その中でエネル

ギー下降のシナリオがもっとも妥当なものであり、そのエ

ネルギー下降を前提とした時の、更なる４つのシナリオを

述べています。非常にトップダウン的なものから、生き残

りをかけたサバイバル的シナリオがあります。その根底に

は、今世界で語られているサステナビリティ（持続可能性）

という中途半端な概念を超えるシナリオの想定と、そのシ

ナリオに対する解決の道と理念が必要であることを示して

います。この意味で衝撃的なシナリオを語ります。サステ

ナビリティは現在も未来も、ある恒常状態を想定していま

すが、その恒常状態のレベルが今の状態で維持していくこ

とを暗黙裏に認めている感があります。そんな現在の身勝

手な状況が化石エネルギーの減少と地球温暖化の進む時に

許されないことは明白です。人類史上初めてといえる、非

成長、下降という未来シナリオでの解決策が求められてい

ます。・・・・本書は楽観的な未来のシナリオを想定して

いません。破滅的、権力的、直接民主的、創造的な考えが

重層とした未来のシナリオを描いています。一つの理念と

手法だけで解決できるほど、地球と人間社会の再生の課題

は単純ではなく、複雑系です。人類に獲得してきた叡智、

個々の歴史文化で獲得した叡智を総動員し、かつ、パーマ

カルチャーのような新しいつなぐ叡智を育てることで、こ

の人類史的な課題に挑戦しようとエールを送る本です。デ

ビッドは日本に二度訪れ農村や里山の良さと課題を認識し

ました。本書の日本語訳向けのメッセージでも、人口減少

と低成長社会の日本は、世界の特異な存在であり、エネル

ギー下降時代のモデル的社会を築く国として期待されてい

ます。地球と調和し、日本の地の特性と歴史文化を生かし、

本当の意味で豊かなで人間的暮らしの創造に向けて皆さん

が行動する時の、良き導きの書になると思います。」4) 

パーマカルチャーの創始者の一人のデビット・ホルムゲ

ンは、この本において、破局（カタストロヒ）のシナリオ

における、トラヤージ（戦場の識別）を提示する。福島原

発による長期的放射能汚染地での計画論は、一部、トラヤ

ージ的計画論として展開する必要性もある。不幸なことに

彼が描いたシナリオは原発事故前であった。原発事故、そ

して新型コロナパンデミックの現在、我々はさらに厳しい

シナリオを描き、それに対処するための建築の創造に向か

わねばならない。 

今の東日本の大災害は進行中であり、災害非常時が常態

化する心配がある。東京福島第 1 原発事故が収束できない

でいる状況、放射能物質が日常的に大気に排出されている

状況は異常である。しかし、この執筆時でも日常化してい

る。これは非常時の日常化である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 東日本大震災以後のシナリオ図 

 

 

 



7 

 

7.「生空間」で生き続けるための災害建築学の構築 

 ３１１東日本大震災は、火山列島、多数の大陸プレート

の衝突する日本の大地が活性期に入り、列島に生きる日本

人には大地の不安定な状況と長く付き合う覚悟がいる時代

に突入したともいえる。この不安定期に、生き残り、生き

つづけ、より豊かな「生空間」を創造し維持していくため

の建築学、「災害建築学」の構築が求められている。 

この時に重要な視点は、「生空間」の主体をどう意識し、

構築するかではないか。建築の主体、計画の主体、実践の

主体多元的な育成に他ならない。今回の大震災での対応と

して、国、県、市町村という行政の上意下達的、縦割り的

な仕組み、既存のガバメントシステムが、緊急時での迅速

な対応に機能不全を呈している。災害に直面している人達

自身での下からの、現場での災害対応ガバナンス（協治）

が求められている。災害対応コミュニティの創造である。

災害後に売れている本に、『災害のユートピア』がある。

災害時に突発的に、必要に応じて創造されたコミュニティ

である。 

 行政ガバナンスと異なり、権限が付与されていない限界

はあるが、災害当事者とボランティアを含めた多様なステ

ークホルダーが一同に介して、的確で迅速な災害対応での

コミュニティの構築である。このコミュニティの基準は、

経済ではない。助け合いであり、相互扶助であり、悲しみ

と喜びの共鳴である。共同で堪え忍び、少しでも明るい今

と未来を共同で寸時でもよいから獲得することを目的とし

た、コミュニティである。 

 そこには、経済効率性や経済思考はない。災害時という

非常時での、脱経済成長の農村計画の主体構築であり、今

後の脱経済成長の農村計画の主体構築論を考える上でも大

きなヒントがある。天災災害、人災も含めて、多様で複雑

な課題が、今後引き続き農村地域に襲いかかることは確か

である。今も、津波で壊滅的に破壊された農村地域、放射

性物質に汚染された広域な農村地域の環境の中で、どう住

み、働き、伝統的な農村文化、社会を継承していくのか、

そして、再生していくのかが問われている状況下で、農村

再生の主体構築に関して、的確な農村計画論を展開するこ

とが求められている。その解答の一つに、この非常時の災

害対応ガバナンスという多様なステークホルダーのガバナ

ンスの仕組みづくりがあるといえる。 

 大災害の復興には長い時間がかかる。その長い期間も

人々は生き、暮らし続けなければならない。避難暮らし、

非常時の暮らしだと言って非常時の我慢を強いることは意

味がない。非常時であっても、そこに常時的に暮らしと生

業の安定、安らぎも獲得したい。筆者は仮設村を提案して

いる。単なる仮設住宅団地として構築するのではなく、そ

こに、共同農地があり、工場があり、集会所、居酒屋、共

同市場のある、「仮設エコビレッジ、仮設エコタウン」が

創造されないといけない。非常時の時こそ、継続されたき

た常時に近いの生活・生産・交流・憩いの行為が確保され

ることが必要である。そのための災害対応農村計画学の提

案と実践が求められている。 
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 一章一節  放射能汚染の実態と除染の限界 

糸長浩司（日本大学） 

 

東京電力福島原発事故 放射能汚染 除染 

空間線量率 自然低減 飯舘村 

 

はじめに 

 筆者は発災以前の 1993年頃から福島県飯舘村のエコロジ

カルで住民参画の村づくりを支援してきた。その村づくり

の絶頂期ともいえる時期に原発事故が起きた。事故後から

の放射能汚染の実態調査や村民支援、試験栽培、村民の裁

判闘争での資料作成等の支援を続けてきている。 

本章では飯舘村での放射能汚染実態とその推移、除染の

効果と限界について実測データを含めて解説する。併せて

筆者と IISORA（飯舘村放射能エコロジー研究会）の共同世

話人である今中哲二らの測定解析結果も利用する。 

 

1．飯舘村の初期放射能汚染実態 

3 月 15 日午前中に発生した福島第一原発 2 号機の格納

容器の爆発で、大量に大気中に放出された放射性物質は

北西に流され、夕刻に飯舘村で観測された雨や雪ととも

に降下したと考えられている。東京電力福島第一原発か

ら 39km にある役場庁舎付近のモニタリングポスト（地上

1m）では、同日の 18:20に最高値（44.7μSv/h）の空間線

量が観測されている。その後、大きな爆発事故は起きて

おらず、3 月 15 日以降は漸減傾向にあることから、現在

観測されている放射線量はこの時に地表に沈着した放射

性物質が発しているものと考えられる。5 月 10 日の 17 時、

同地点では 3.11μSv/h が観測されている。一見、環境改善

したように見える劇的な数値低下が、住民の判断に影響

を及ぼした。 

 

図１ 役場周辺の空間線量・γ線の変化（3 月 14～29 日） 

なお、水道水からは 3 月 20 日に 965Bq/㍑の I-131 が検

出され、同日に深谷地内で採取した土壌からは I-131 が

117 万 Bq/kg、Cs-137 が 16.3 万 Bq/kg が検出され、汚染の

深刻さが浮き彫りになった。2011 年 3 月 28 日の 12:00 前

後の村内 6 地点における空間線量について見ると、3.6～

25.0μSv/h と開きがあり、概して南部の汚染が大きいこと

が分かる。筆者らは、村役場の協力を得て 29 日の京都大

学原子炉実験所・今中助教らと調査を実施したが、ほぼ

同じ測点であってもアスファルト、土、牧草地、森林等

の地表状態の差で放射能汚染に差が生じていることが明

らかになった。一つの村、集落、さらには屋敷地内であ

っても汚染度は異なっており、肌理細かな対応が必要と

考えられた。 

表１ 飯舘村内各地の空間線量（3月 28日，12時前後） 

 

 

 

 

 

 

 

今中チームの 3 月末の村内全域での放射能調査では、特

に、南部の長泥、比曽、蕨平地区での線量が高く、20μ㏜/

ｈを超える状況であり、長泥の農地から採取した土壌には、

Ｉ-131＝324.4 万 Bq/m2、Cs134＝187.3 万 Bq/m2kg、Cs137＝

218.8 万 Bq/m2の放射性物質を含む厳しい状況であった。ち

なみに、チェルノブイリでの強制避難区域は 55.5 万 Bq/m2

であり、その６倍以上の状況下での避難指示が出なかった

ことは問題で、緊急的な避難の必要性を筆者らは村当局に

も働きかけたが、明確な的確な避難行動には至らず、その

後多くの課題を残すこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 今中チームが測定して開示した飯舘村内の放射能汚染

分布図（広大遠藤教授作成，2011 年 4 月 4 日開示） 

飯舘村が放射能汚染された以後、筆者らも村内汚染状況

調査を実施しているが、今中らが測定して推計しているも

のが参考になる。ヨウ素 131 が大量に降ったが、半減期が

8 日と短いのでその後の影響はなく、セシウム 134 とセシ

ウム 137 が同量程度降下したが、134 は半減期が 2 年であ

り、2013 年現在から将来では、セシウム 137 の影響が大き
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比曽 14.7 13:25

長泥 25 11:31

二枚橋 3.6 11:32

深谷 9.6 12:33

八木沢 7.7 12:43
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い。セシウムは主に粘土層にキャッチされており、農地、

水田等での流出は少なく、道路では雨等で流出する傾向に

ある。 

 

２．宅地及び周囲での空間線量率の変化と除染の効果と限界 

飯舘村内の住宅内外での空間線量率、土等が含む放射

性セシウム量の測定を東日本大震災直後から継続してき

ている。また、IISORA のメンバー達も継続的に全村での

空間線量率の測定をしてきている。本章では、主に住宅

地における空間線量率、及び放射性セシウムの残存状況

を解析する。 

(1)飯舘村内全域での空間線量率の減少評価 

今中哲二達が、飯舘村全域での道路での継続的空間線

量調査を 2011 年～2019 年まで継続的に実施し、８年間で

の空間線量率低減傾向を明らかにしている。その報告で

は 2018年 3月末時点では、自然減衰で 90%減、除染５％減

の低減傾向が推察されている。除染効果は村全体での空

間線量率の減少を見ると微小であり、自然減衰効果が明

確である。 

図 3 飯舘村の全村空間線量率（2019 年 3～6 月、IISORA 今中チーム） 

今中らによる、継続的な飯舘村内での道路沿いでの空

間線量率検査結果について解説する。震災直後から村南

部の帰還困難区域である長泥での空間線量率が高く、そ

こを拠点としたように空間線量率が相対的には低下する

傾向にある。当初は Cs134の影響が大きかったが、半減期

が２年のため急激に低下し、現在では Cs137からのガンマ

ー線による影響となっている。2019 年現在では、全村で

みると低い個所は 0.2μSv/h以下になっている個所もある

が、高い個所は帰還困難区 

域の長泥での 2μSv/h 前後の値を示している。 

2011 年から 2019 年 5 月までの全村での平均的な空間線

量率の推移を、今中たちの調査結果からみると、概ね、

Cs の自然減衰にともった減少を示している。ただ、道路

沿いでの測定の影響もあるのか、道路からの流出も含め

ての環境半減的な効果もあるのか、計算値より低い傾向

にある。全村での平均値では、2011 年は 10.8μSv/h で、

8 年経過した 2019 年は 0.49μSv/h となっている。それで

も原発事故前の自然の空間線量率は 0.05μSv/h とすると、

約 10 倍の空間線量率の村となっている。現在、残存して

いる放射性物質は Cs137（半減期 8 年）であり、減衰はゆ

っくりと進むことになり、飯舘村の空間線量率は当面は

高い値を推移することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 IISORA 今中チームによる 2011 年から 2019 年の飯舘村    

の平均空間無線量率の推移と自然推移の変化図 

 

 

３．宅地周囲での空間線量率と放射性セシウム残存実態 

 筆者は、飯舘村内（一部村外の川俣町、浪江町）の住宅

の宅地、住宅内の空間線量率を継続的に測定してきた。

福島県飯舘村、川俣町山木屋地区、浪江町の 12 軒での住

宅内外の放射線量率調査と宅地、裏山の土壌 30cm 深での

Cs 量の測定を 2014 年 5 月～7 月と 2017 年 7 月に実施し

た。放射線量計は［ALOKA PDR-111］を使用した。Cs 量は

日本大学生物資源科学部内に設置された RI 室のゲルマニ

ウム半導体波高測定器（キャンベラ製）で測定した。 

(1)住宅内の空間線量率の特徴 

2017年の調査では、除染済の住宅内の空間線量率は 1階

では床面が最も低く、次いで 1m 床上、天井の順となり空

間上部が高い。二階も同様である。この傾向は、2014 年

の除染前の測定結果と同様である。室内空間線量率が放

射線管理区域基準（0.6μSv/h）を超える個所は、天井付

近に限られ、床上 1mは平均で 0.34μSv/h であり、自然線

量率の７倍近い被曝量で、室内に常時居住しても法令の

一般公衆線量限度年 1m ㏜を超える汚染状況である。裏山

に接する部屋の線量率が高い。 

飯舘村佐須地区で 2015 年に除染された宅地とその裏山

での空間線量率図を作製した。宅地は除染され、その周

囲の裏山も宅地から 20m範囲は落ち葉除染がされていた。

除染した宅地と周囲の農地の線量率は低下しているが、

周囲の裏山の線量率は高いまであり、除染済宅地・農地

がクールスポットであり、周囲の里山はホットゾーンで

汚染されたままで継続していることは明確である。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 飯舘村の除染済の宅地と森林の空間線量分布図（2015 年作図） 

(2)除染宅地、裏山での表層土の Cs 残存量（2017 年） 

 除染済の宅地と裏山（20m 以内の除染裏山も含む）の土

壌を採取し 5cm層単位で Cs量を測定した。Cs134と Cs137

の比率は発災当初は 1:1が、6年後 2017年時点で概ね 1:8

であり、Cs137の影響が大きい。宅地の深度 5cm土壌は 89

～6,844Bq/kg と幅があるが除染済でも汚染状態は継続し

ている。裏山表層 5cm の最大値は林道土壌は 29,127Bq/kg

で、表層 5cm の平均値は、宅地で 2,919Bq/kg、裏山で

17,736Bq/kg と 6倍である。震災後、80倍に設定された放

射能汚染対策基準値の 8000Bq/kgを 2倍超える汚染土壌が

裏山の表層土壌に残存する。このような状況で生活再建

を許可する避難解除は非常に理不尽なものである。 

(3)深度別での C 放射性セシウム残存特性（2017 年） 

宅地の表層 5cmで 39%、5～10cm層に 37%残存し、除染前

は表層 5cmに 90%近く残存していたが、深さ 10cmまで汚染

が浸透している。高い数値では、宅地で 5～10cm 層 13、

000Bq/kg を超え、裏山では 40、000Bq/kg を超える個所も

ある。裏山では、表層 5cm で約 80%残存し、5~10cm 層で

15%あり、宅地と比較して表層 5cm に残存傾向である。 

 

４．避難解除区域の除染済 K宅地における空間線量率と放

射性セシウムの汚染実態    

 

図 6 飯舘村等の宅地と裏山の深度別 Cs 量（2017 年） 

 

図 7 除染済宅地の土壌深度 5cm 層別 Cs 残存量（2017 年） 

2019 年に飯舘村内での除染済宅地の放射能汚染実態を 

明確にするために測定した。飯舘村内の草野地区のＫ宅

地である。 

(1)宅地の空間線量率 

 Ｋ宅地は旧居住制限区域であり、2017 年 4 月に避難解

除されている。その間に宅地除染はされている。2019年 5

月の測定時点では、Ｋ宅の居住者はおらず、定期的に持

ち主が管理している状況である。Ｋ氏は原発事故による

損害賠償裁判の原告人の一人であり、裁判資料として K宅

の空間線量率と Cs の残存量を測定することとした。 

 Ｋ宅地の南側には里山があり、宅地の西側には小規模

な防風林があり、比較的開放的な宅地である。宅地の南

側の前庭は除染後にコンクリート舗装されている。10 か

所の空間線量率を測定した。地上の線量率は 0.21～1.3μ

Ｓｖ/ｈの範囲であり、地上１m の高さでは、0.21～1.05

μSv/h であり、除染後であるが、まだ高い空間線量率が

宅地及びその周囲の森林にはある。宅地前の森林部の空

間線量率が、地上で 1.3μSv/h、地上 1m で 1.05μSv/h と

最も高い。コンクリート面は低く、防風林のある箇所は

比較的高くなる傾向にある。土壌及び樹木にまだ Cs が残

存している影響と思われる。南庭の端にある桜は伐採さ

れておらずその周囲の地面は除染されたというが、直下

の地面では 1.08μSv/h と樹林地レベルの高い空間線量率

となっている。玄関から 4～5m 行った場所である。 

(2)宅地周囲における放射性セシウムの残存量 

 宅地周囲の森林と宅地の土壌中、及び桜の樹皮の放射

性セシウムの残存量を測定した。除染した箇所です。森

林の土壌は最も高く、表層 5cm にはまだ Cs137 が

15,000Bq/kg残存している。特措法の基準値 8,000Bq/kgの

倍近い値である。その下の 5～10cm 層は 366Bq/kg と低下

し、更に 10～15cm 層は 1,40Bq/kg と低下する。森林土壌

の 5cm層に蓄積していることが分かる。防風林のある庭の

土壌では、表層 5cm で Cs137 は 1,783Bq/kg である。除染

して表層の Cs は撤去されているはずであるが、これだけ

の量が残存していることになる。北側の除染済宅地の表

層 5cm の砂混じりの土壌も Cs137 は 3,047Bq/kg 残存して

いる。さらに土壌中の Cs が高い値を示すのは、南庭先の

桜の木の下の土である。表層 5cm層で Cs137は 4,370Bq/m2
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が残存している。除染済の宅地の表面土壌は Cs で汚染さ

れたままである。また、桜の樹皮で Cs137 は 10,561Bq/kg

と高く、面積換算すると、Cs137 は 16,370Bq/m2 となる。

ただし、若葉は 32Bq/kg と比較的低い値であった。 

放射線障害防止法では、放射線施設内で常時人が立入

る場所では、人が触れる物の表面の放射性同位元素の表

面密度限度はα線を放出しない放射性物質の場合（Cs137

もあてはまる）40Bq/cm2 で管理区域からの持出物の表面

密度限度はこれらの値の 10分の１.4Bq/cm2(40,000Bq/m2)

なっている。これを K 宅地周辺での Cs 量を当てはめてみ

ると、桜の木の下の土の汚染表面密度は 38,9581Bq/m2 で

あり、持ち出し基準の 10 倍、管理区域内で人が触れては

いけない規準に近い汚染実態である。また、里山の表面

土は、563,438Bq/m2 とより高い汚染実態である。除染済

の 宅 地 の 西 側 の 土 も 、 14,4415Bq/m2 、 北 の 土 も

15,8418Bq/m2 であり、放射線管理区域内の汚染状況にあ

ることは明確である。これは、半減期が 30年である Cs137

による放射能汚染であることから、当面は居住する場所

として不適格な場所といわざるを得ない。あるいは非常

に法的にもリスクの高い場所といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 飯舘村 K 宅地の土壌等放射性セシウム測定個所（2019年 5 月） 

５．帰還困難区域の長泥での宅地周囲の空間線量率と放

射性セシウムの残存実態 

(1)長泥地区の汚染概要 

 長泥地区は飯舘村の最南端に位置し、東京電力福島第

一原子力発電所より 30km 圏内のエリアにある。地区の北 

表 2 飯舘村 K宅地の土壌等放射性セシウム量（2019年 5月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端の見晴台からは、晴天時は原発が見える位置である。

国道 399線が走り、その道路に沿って放射性ブルームが到

達した。震災直後、白服を着た調査員が地区の中心地の

十文字交差点で放射能測定をしていたともいわれている。 

 震災直後の 3 月 30 日の今中らの全村調査した時の長泥

地区での空間線量率は 30μSv/h を超える個所もあり、原

子力研究者も脅威を感じる汚染実態であった。今中哲二

の計算では、長泥の曲田の積算空間線量値は、沈着後 200

日で 100ミリシーベルトを超える値であった。被曝による

癌の発生が確実視されるオーダーの積算被曝量となる。

飯舘村は 4 月 22 日に計画的避難地域に指定され、その後、

長泥は、年間で 50 ミリシーベルトを超える地区として帰

還困難区域に再指定され、地区の入り口３か所にはゲー

トが設置され、今日に至っている。 

長泥の曲田での土壌表面には、2011 年 3 月 29 日時点で

は、ヨウ素 131 は 362.2 万 Bq/m2、Cs137 は 221.7 万 Bq/m2

あり、チェルノブイリ事故の際には強制避難地域となっ

ている値で汚染されていたことになる。長泥の曲田での

土壌表面には、2011 年 3 月 29 日時点では、ヨウ素 131 は

362.2 万 Bq/m2、Cs137 は 221.7 万 Bq/m2あり、チェルノブ

イリ事故の際には強制避難地域となっている値で汚染さ

れていたことになる。 

(2)宅地周囲の空間線利用率と放射性セシウム残存実態 

 長泥では除去土壌再利用の実証実験が 2018 年９月より

開始されている。長泥地区のリーダーに依頼し、その実

証実験地の周囲の住宅、農地、農道での空間線量率と Cs

の残存実態を測定した。実証実験地は除染されつつある

状況であるが、住宅は除染されないままの状況です。測

定した箇所は全て除染されていない場所である。地表空

間線量率は、水田で 2.68μSv/h、農道で 2.33μSv/h、宅

地で 3.35～4.33μSv/h、宅地裏山は 2.48～4.7μSv/h と

非帰還困難区域の除染地区と比較すると極端に高い。 

 土中 30cm のコア抜きをして Cs の残存量を測定した。

Cs137 の残存量は水田の表層 5cmで 18,321Bq/kg、5～10cm

は 6,925Bq/kg で 5cm 層に 64%残存している。農道の表層

5cmで 9,693Bq/kg、5～10cmは 1,011Bq/kg で 5cm層に 89%

残存している。水田は水分があり表層下への浸透が推察

される。宅地では Cs137 は、宅地Ａでは表層 5cm で

24,626Bq/kg、5～10cm 層は 849Bq/kg で 5cm 層に 96%残存

し、宅地Ｓでは表層 5cm で 30,475Bq/kg、5～10cm 層は

803Bq/kg で 5cm層に 94%の残存率である。宅地裏の山の土

壌は、宅地Ａの裏山は、表層 5cmで 15,332Bq/kg、5～10cm

層は 9,547Bq/kgで 5cm層に 58%の残存率である。宅地Ｓの

裏山は、表層 5cm で 33,093Bq/kg 、 5 ～ 10cm 層は

1,105Bq/kg で 5cm 層に 95%の残存率である。 

土比重から表面 5cm でのＣｓ137 の量を算定した。水田

は約 137 万Ｂｑ/ｍ2、農道は約 73 万Ｂｑ/ｍ2、宅地は約

185 万～約 229 万Ｂｑ/ｍ2、裏山は約 115 万～137 万Ｂｑ/



ｍ2 の表面汚染になる。放射性管理区域の表面汚染規制値、

4 万Ｂｑ/ｍ2 の 30 倍～60 倍近い汚染実態が継続している

ことになる。当然のことであるが、地面の空間線量率と

表層 5cm の Cs 量は、Ｒ2 は 0.9411 と高い相関を示した。 

表 3 長泥の採取土壌中セシウム量（2018 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 飯舘村長泥の土壌表面線量率と表面 5cm 土壌セシウム量の相関    

（2018年 10） 

 

６．奇妙な飯舘村による除染効果検証報告 

除染効果検証結果報告書を飯舘村は 2017年 6月 23日に 

公表している。除染効果の評価としては奇妙な報告書で

あると言わざるをえない。筆者の調査結果等と比較して、

問題点を指摘しておく。今後の飯舘村内での農的生活を

営む上で、政策的視点からの見直しをする必要がある。 

「初回の測定と、5 年 8 ヶ月を経た平成 28 年 12 月の測

定結果を対比すると、すべての地点の減少率は 86％以上

で、ほとんどの場所で 90％を超えます。観測地点の周囲

が未除染である長泥行政区の定点測定においても、農地

では 83％、宅地では 94％の減少がみられています。」と解

説している。非除染の帰還困難区域の長泥地区の自然減

少率の多さを指摘する解説であり、除染の効果は示され

ていない。 

この検証報告書では、猪の土壌攪乱により Cs が土中深

く浸透した結果として表層 5cmだけの除染の限界も指摘し

ているが、土中の Cs 測定をすることを提案していない。 

「飯舘村の農地の除染は、ほとんどが表土削り取りに

よる除染手法を採用し、効果的に放射性セシウムを除去

することができました。行政区ごとの値は異なるものの、

除染後の 5点による平均値は 5,000Bq/kg を下回りました。」

とする。除染済農地の平均値の目安を 5,000Bq/kg と意識

的に高くしているとしか考えられない。除染したにも関

わらず 5,000Bq/kg もの Csが残存している農地での農作業、

農的な暮らしをあたかも推奨するような文面である。筆

者の村内の除染済農地の Cs 測定では平均しても

5,000Bq/kg の高い数値にはならない。 

除染したのだから 5,000Bq/kg 程度の汚染での農的暮ら

しは仕方ないとでもいうように、帰村後の除染農地での

営農再開を誘導していると推察せざるを得ない。非常に

危険な行政指導が行われようとしていると危惧する。 

 

図 10 除染後に地中に Cs が残る理由 （文献 4）より） 
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 一章二節  放射能汚染と除染と教訓 

川﨑興太（福島大学） 

 

放射能汚染 除染 中間貯蔵 

最終処分 再生利用 教訓 

 

1. 除染を復興の起点かつ基盤とする復興政策 

福島原発事故の発生後に構築された福島復興政策は、

“除染なくして復興なし”との理念のもとに、除染を復

興の起点かつ基盤として位置づけた上で、避難指示区域

内では「将来的な帰還」、避難指示区域外では「居住継続」

を前提として、「被災者の復興＝生活の再建」と「被災地

の復興＝場所の再生」を同時的に実現することが可能な

法的・制度的状態を創造する政策である。大量の放射能

が広範囲に拡散した原発事故の先例としては、チェルノ

ブイリ原発事故が存在するが、旧ソ連諸国では「移住」

を基本とする復興政策が実施されたので、除染によって

帰還または居住継続が可能な法的・制度的状態を創造す

るという福島復興政策は、世界的にも前例のないもので

あった。 

除染を実施するために、2011 年に放射性物質汚染対処

特措法（以下、除染特措法）が制定された。除染は、年

間追加被曝線量が 1mSv（空間放射線量が 0.23µSv/h）以上

となる地域を対象として、国が主体となる除染特別地域

と、市町村が主体となる汚染状況重点調査地域に分けて

実施するものとされた。福島県では、除染特別地域は避

難指示が発令された 11 市町村に指定され、汚染状況重点

調査地域は 41 市町村に指定された（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 福島県における除染特別地域と汚染状況重点調査地域 

（2018 年 3 月末時点） 

 

2. 除染の実績と問題点 

除染は、2012 年から本格的に実施され始め、除染特別

地域では帰還困難区域を除いて 2016 年度末に、汚染状況

重点調査地域では 2017 年度末に、すべての市町村で完了

になった（厳密には面的除染が完了）。実績は、除染特別

地域では、宅地が 3,075ha、農地が 8,390ha、生活圏森林が

5,896ha、道路が 1,422ha であり、汚染状況重点調査地域で

は、住宅が 310,946 戸、公共施設等が 10,108 施設、道路が

12,224km、農地が 31,061ha、生活圏森林が 4,478ha である。

4 兆 6 千億円の予算のもとに、3,000 万人の作業員が従事

した結果である。 

除染の実績に関して、いくつか問題点を指摘すること

ができる。一つは、除染の実施範囲に関することである。

図 2 は、汚染状況重点調査地域に指定された福島市の大波

地区の写真に、除染の実施箇所を記したものである。除

染が実施されたのは、ごくわずかな範囲にすぎず、広大

に広がる森林は、ほとんど手つかずのままである（田と

畑は住民の意向により未除染）。福島県の県土面積の 7 割

は森林なので、これは典型的な福島の風景と除染の実施

箇所を示すものだと言ってよい。 

なぜこうなるのか？ 除染特措法は放射線防護を目的と

する法律だからである。放射線防護を目的とするため、

除染特別地域内や汚染状況重点調査地域内のすべての土

地・建物が対象とされたわけではなく、森林、河川、た

め池などは、健康や生活環境に影響を及ぼす場所ではな

いとして、基本的に対象外とされたのである。しかし、

水や緑は暮らしの基盤であり、これらの安全性と安心性

の回復なしには、生活の再建も場所の再生もありえない。

除染特措法に基づく放射線防護のためのシーベルト（Sv）

単位での除染は完了になったが、今後は環境回復を目的

とする森林や河川・ため池などのベクレル（Bq）単位で

の“除染”の実施が必要である。 

図 3 は、2020 年に福島県内の全 59 市町村を対象として 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 除染の実施箇所（福島市大波地区） 

注：着色した部分と破線で囲まれた部分が除染の実施箇所であ
る。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 市町村の除染に関する課題認識 

 

実施したアンケート調査（回収率100％）の結果の一部で

あり(1)、市町村の除染に関する課題認識を示すものである。

これによると、全体では、「仮置場の原状回復」が23市町

村（49％）で最も多く、次いで、「森林の除染」が22市町

村（47％）、「中間貯蔵施設への除去土壌等の搬出」が11

市町村（23％）で多いが、除染特別地域市町村では、「森

林の除染」が11市町村（100％）で最も多く、汚染状況重

点調査地域市町村でも、「森林の除染」が14市町村（35％）

で2番目に多くなっている。具体的な内容としては、林縁

部から20m以内の生活圏森林以外の森林が放置されている

ことを背景として、林業再生の困難性、キノコや山菜な

どに蓄積される放射能の問題や出荷制限の問題などが挙

げられており、森林全体の除染が必要だとの指摘が見ら

れる。 

なお、森林については、森林整備と放射能対策を行う

ふくしま森林再生事業などを通じて、少しずつ“除染”

が進められている。この事業によって発生した間伐材は、

除染によって発生したものとは異なり、公的な管理なし

で木質バイオマス発電の燃料として民間事業者間で売買

されている。放射能を拡散することにならないか、注視

する必要がある。 

 

3. 除去土壌等の中間貯蔵と最終処分と再生利用 

除染等に伴って発生した除去土壌等は、仮置場または

除染現場で保管した後に、中間貯蔵施設に搬出されるこ

とになっている。除染の完了後に国が注力しているのは、

この除去土壌等の搬出である。福島県内における除去土

壌等の総発生見込み量は、1,330 万 m3である（東京ドーム

の 11倍）。環境省は、2021年度までに除去土壌等のおおむ

ね搬入完了をめざしている。 

除去土壌等の搬出の進展に伴って、仮置場の原状回復

が大きな問題となっている。原状回復は、仮置場の土地

を借地した時点の状態に、実現可能で合理的な範囲・方

法で復旧するものとされているが、仮置場が設置された

土地のほとんどは農地であるので、農業生産性が回復す

るのか、今後調査する必要がある。 

また、除染等に伴って発生した除去土壌等は、中間貯

蔵・環境安全事業株式会社法において、「中間貯蔵開始

後 30 年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必

要な措置を講ずる」ことが国の責務として明記された。

しかし、県外最終処分の実現の見通しは、今なおまった

く立っていない。 

県外最終処分の見通しが立っていない中で進められて

いるのが、除去土壌等の減容化・再生利用である。減容

化・再生利用とは、最終処分が必要となる除去土壌等の

量を減少させるために、前処理や分級等の物理処理を実

施し、8,000 Bq/kg 以下の除去土壌等を再生資材として公

共事業に利用するものである。これまでに、南相馬市の

小高区の仮置場で再生資材化実証試験と試験盛土が行わ

れており、飯舘村の長泥地区で農地造成の実証事業が行

われている。 

除染に伴って発生した除去土壌等は、すべて中間貯蔵

施設に搬出する方針のもとに除染が進められてきた。し

かし、再生利用は除去土壌等を中間貯蔵施設から再び福

島県内の各地に分散させる政策である。前述の 2020 年に

実施したアンケート調査によると、ほとんどの市町村は

再生利用を進めたくないと回答している（図 4）。その主

な理由として、除染を実施する際に、除去土壌等はすべ

て中間貯蔵施設に搬出することを住民と約束したので、

再生利用に関する住民の理解を得ることが難しいこと、

完全に安全性を担保することは困難であること、新たな

風評被害を生み出しかねないことが挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 市町村の除去土壌等の再生利用に関する意向 

 

4. 除染を起点かつ基盤とする福島復興政策からの教訓 

以上において、福島原発事故が発生してから 10 年後の

復興の到達点について除染の観点から整理したが、最後

に教訓を 2 つ提示する。 

(1) 除染を放射線防護手段の一つとして位置づける放射

線防護政策の確立の必要性 

本来、除染は、健康管理や食品管理などと並ぶ放射線

防護手段の一つにすぎないが、福島復興政策では、放射

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中間貯蔵施設の整備・完成

中間貯蔵施設への除去土壌等の搬出

仮置場の確保

仮置場の維持管理

仮置場の原状回復

現場保管の促進

除染方法・技術の見直し・改善

住宅・住宅地の除染

農地の除染

森林の除染

道路の除染

河川や水路等の除染

除去土壌等の減容化・再生利用

フォローアップ除染（再除染）

住民の合意形成

行政職員の充実

請負事業者の確保

住民による除染活動への支援の充実

その他

全市町村（n=47）

除染特別地域市町村（n=11）

汚染状況重点調査地域等市

町村（n=40）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全市町村（n=47）

除染特別地域市町村（n=11）

汚染状況重点調査地域等市町村

（n=40）

進めたい 進めたくない 無回答
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線防護政策が体系的に構築されないままに、除染を復興

の起点かつ基盤とする除染至上主義的な政策が組み立て

られることになった。このため、特に除染に関する知見

がなきに等しい状況であった福島原発事故の発生直後に

は、住民や自治体は、放射能汚染状況に関する情報や被

曝影響に関する情報が錯綜する中で、東京電力や国に対

して「除染で元に戻せ」とか「除染ではやく 1mSv まで下

げろ」といった実現不可能な要求を突きつけざるを得な

い状況に追い込まれることになった。 

しかし、除染は原状回復を目的とするものではないし、

また、除染の線量低減効果には限界があるので、必ずし

も年間追加被曝線量 1mSv を即座に達成できるわけでもな

い。今後は、福島復興政策を 10 年にわたって実行する中

で蓄積された除染の限界性という知見を踏まえて、放射

線防護体系の中での除染の政策的な位置づけに関する

“歪み”を正し、将来の原子力災害への備えとして、除

染を放射線防護手段の一つとして位置づける放射線防護

政策を確立しておくことが重要だと考えられる。 

(2)多様な被災者の多様な生活再建の実現を支援する政策

の確立の必要性 

住民や自治体を東京電力や国に対して除染では実現が

不可能な要求を突きつけざるを得ない状況に追い込んだ

のは、いうまでもなく、除染政策と密接不可分な関係に

ある避難政策や賠償政策である。福島原発事故の発生に

伴って避難指示区域に指定された地域の住民は、生活再

建の見通しがつかないままに長期にわたる避難生活を強

いられることになったが、避難指示区域外の住民も同様

に多大な被害を受けることになった。すなわち、年間積

算線量 20mSv を基準として避難指示区域が指定され、避

難指示区域とリンクした賠償基準が定められたため、避

難指示区域外の住民の大部分は、ほとんど賠償されるこ

となく、心に不安を抱えつつ福島で日常生活を送ること

になり、また、いわゆる自主避難者は、みなし仮設住宅

の家賃補助のほかにはほとんど支援を受けることなく避

難生活を送ることになった。 

これは、低線量被曝による健康への影響が科学的に十

分には解明されていない中で、年間積算線量が 20mSv を

超えない地域では、福島復興政策が除染を理由として居

住継続というたった一つの選択肢しか用意しなかったこ

との不合理さをそのまま表象するものであって、こうし

た不合理さは、避難指示が解除された地域の住民に対す

る支援策の打ち切りにもみられるところである。第 1 点目

の教訓と相補的に検討されるべきことになるが、今後は、

10 年にわたって実行されてきた福島復興政策全体の中で

の除染の位置づけに関する“歪み”を正し、将来の原子

力災害への備えとして、原発事故子ども・被災者支援法

の基本理念を踏まえつつ、除染を避難や賠償と並ぶ復興

の実現手段の一つとして位置づけ、多様な被災者の多様

な生活再建の実現を支援する複製型復興政策を確立して

おくことが重要だと考えられる。 

 

【補注】 

(1) 「除染特別地域市町村」とは、除染特別地域に指定された 11

市町村であり、「汚染状況重点調査地域等市町村」とは、汚

染状況重点調査地域に指定され、かつ、市町村主体の除染を

実施した 36 市町村に、除染特別地域や汚染状況重点調査地域

に指定されていないものの、市町村が主体となって非法定の

除染を実施したことが明らかになった 4 市町村を加えた 40 市

町村である。なお、集計にあたっては、除染特別地域と汚染

状況重点調査地域の両方が指定されている 4 市町村の回答は、

「除染特別地域市町村」と「汚染状況重点調査地域等市町村」

のそれぞれに含めているが、これらの両方を合計した「全市

町村」からは重複分を差し引いている。 

 

【参考文献】 

1) 川﨑興太（2018）『福島の除染と復興』丸善出版 

2) 川﨑興太編（2018）『環境復興－東日本大震災・福島原発事

故の被災地から－』八朔社 

3) 川﨑興太編（2021）『福島復興 10 年間の検証－原子力災害か

らの復興に向けた長期的な課題－』丸善出版 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 一章三節  「放射性物質汚染対処特措法」の課題 

糸長浩司（日本大学） 

 

放射性物質汚染対処特措法 除染 100Bq/kg 

環境基本法 8000Bq/kg 放射能汚染防止法 

はじめに 

 原発災害の長期化において汚染された森林土壌や除染済

での継続汚染がされている農地等を法制度的に的確に処理

できない欠陥について法制度の視点から解説する。 

 

１．放射性汚染物の取り扱いの法制度の経緯 

 東京原力福島第一原発事故がおきる前は、原発施設関連

の放射能汚染物は「原子炉等規制法」により管理されてい

た。しかし、原発事故により一般環境中に放出された放射

性物質による環境汚染への対処をする根拠法令は、2011

年の原発事故時は存在しなかった。2011 年の原発事故後、

原発の爆発により飛来した大量な放射性物質に対する取り

扱いを法的に定める必要に迫られた国は、議員立法により

2011 年 8 月 30 日に「平成二十三年三月十一日に発生した

東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特

別措置法（放射性物質汚染対処特措法）」が発布され、

2012年 1月 1日から全面施行された。同法は、福島第一原

発事故由来の放射性物質による環境汚染により、人体及び

環境に及ぼす影響を速やかに低減するために、国や地方公

共団体、東京電力及びその他の事業者（廃棄物処理施設設

置者等）の責務等を定めたものである。 

原発事故前の法律体系では原発事故由来の放射性物質に

よる環境汚染は想定外であり、環境基本法においても、放

射性物質による大気・水質・土壌への汚染は、原子力基本

本によるとして、対象外として扱われていた。その後環境

基本法は改正されて監視対象とはなっているが規定対象と

しては扱われていない。発災直後、筆者は環境省の水大気

局長と環境省内で面会し、環境省の汚染測定等を依頼した

が法的外という返答であったことを記憶している。原発稼

働の安全神話は原発甚大事故を想定外として緊急時、非常

時での法的枠組みを用意していなかった。発災時、筆者は

環境基本法が原発事故での放射能による環境汚染に対処で

きないことを新聞等でも指摘した。環境基本法第 13 条で

は、「放射性物質による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌

の汚染の防止のための措置については、原子力基本法（昭

和 30 年法律第 186 号）その他の関係法律で定めるところ

による。」として適用除外していた。 

この法体系では福島原発事故による大量な放射性物質の

飛散による被害対策は出来ず、2011 年 8 月 30 日に「放射

性物質汚染対処特措法」を成立させた。しかし、環境基準

法そのものの改正はなく、その後 2012 年に環境基本法の

13 条適用除外が削除された。そして、2013 年 6 月に「放

射性物質による環境の汚染の防止のための関係法律の整備

に関する法律」が成立公布され、大気汚染防止法などの個

別の環境法での放射性物質の適用除外規定が削除され、大

気汚染防止法や水質汚濁防止法において、環境大臣が放射

性物質による大気汚染・水質汚濁状況を監視することとな

った。さらに環境影響評価法での適用除外規定も削除され、 

放射性物質による汚染は環境影響評価で行うことができる

ようになった。しかし、監視はしても規制を伴う厳しい対

処方策は取られていない。この不十分な法制度に対して、

「放射能汚染防止法」の制定を働きかける市民、環境団体

の運動が続いている。 

 

２．「放射性物質汚染対処特措法」の特徴と課題 

 環境省の HP では本法律は下記のように概説されている。

「また、平成 23 年 11 月 11 日には放射性物質汚染対処特

措法に基づく基本方針が閣議決定され、環境の汚染の状況

についての監視・測定、事故由来放射性物質により汚染さ

れた廃棄物の処理、土壌等の除染等の措置等に係る考え方

がとりまとめられました。これに基づき、事故由来放射性

物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼす影

響を速やかに低減するため、放射性物質による汚染の除去

等の取組を進めることとされました。放射性物質汚染対処

特措法においては、除染特別地域と汚染状況重点調査地域

が規定されています。除染特別地域は、警戒区域又は計画

的避難区域の指定が受けたことがある地域が指定されてお

り、同地域では、国が除染の計画を策定し、除染事業を進

めることとしています。また、年間の追加被ばく線量が 1

ミリシーベルト以上の地域を汚染状況重点調査地域と指定

することとしています。指定された市町村では、年間の追

加被ばく線量が 1 ミリシーベルト以上となる区域について、

除染実施計画を定め、除染を実施する区域を決定すること

としています。・・・除染特別地域として 11市町村(4市町

村は一部地域)、汚染状況重点調査地域として 104 市町村

を指定しました。汚染状況重点調査地域については、5 市

町村の指定を解除し、平成 26 年 11 月 17 日現在指定され

ている市町村は、99 市町村となりました）」 

 ここでは、事故由来の放射性汚染物質全てを扱うとは書

かれておらず、「汚染された廃棄物の処理、土壌等の除染

等の措置等」であり、「事故由来放射性物質による環境の

汚染が人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減

するため、放射性物質による汚染の除去等の取組」とある。 

健康と生活環境に及ぼす影響の低減と限定化している。こ

のことにより、除染の対象とエリアも限定している。住宅、
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市街地、農地等を基本的な対象エリアとし、かつ、放射能

に汚染された廃棄物である。有用な資源として活用する土、

水、樹木等は廃棄物ではないので、最初から除染等を含め

た対象から外されているともいえる。 

表１ 放射性物質汚染対処特措法の概要（環境省 HP、文献 1）より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1 で示すように、本法律の対象は、「放射性物質によ

り汚染された廃棄物の処理」と、「放射性物質により汚染

された土壌等（草木、工作物等を含む）の除染等の措置等」

の 2 つの処理行為に限定されている。後者の作業で集積し

たものがフレコンバックに詰められ被災地に置かれている。

後でも指摘をするが、国民一般、報道関係も含めて、この

フレコンバックが象徴する除染結果を強く意識し、この集

積が被災地から中間貯蔵施設に搬出され消えれば、除染は

完了し、被災地から放射性物質が除去されたという幻想を

抱かせるものとなっている。筆者はこれを「フレコンバッ

クのマヤカシ」と批判している。 

 表２は、100Bq/kg～8000Bq/kg 問題についての環境省の

解説である。100Bq/kg の基準は 2011 原発事故以前からあ

る原子炉等規制法での原発由来の放射能汚染廃棄物の再利

用できる基準値としてあった。2011 発災後、直ぐに話題

となった放射能汚染砂の活用で騒がれた時にも適用された

基準値である。それが 2011 年 8 月で制定された特措法が

制定されると環境省は、100Bq/kg は「廃棄物を安全に再

利用できる基準値」であり、それを超える 8000Bq/kg まで

は、「廃棄物を安全に処理するための基準」と解説し、再

利用と処理という言葉で区別し、かつ、放射能汚染された

物全てではなく、巧みに廃棄物の再利用と処理と限定して

いる。これは、特措法がそもそも廃棄物と除染した土壌等

に限定されていることとも関係している。後で述べるよう

に、汚染された農地土壌、除染しても放射性物質が残存し

ている農地土壌や宅地土壌、汚染した樹木等は廃棄物には

相当しないことから、これらの汚染された土壌や樹木を取

り扱う法制度がないまま法的には放置されているのが実態

である。これは特措法の大きな欠陥であり、これに代わる

法制度が必要となっている。 

 

表 2 100と 8000Bq/kg の二重規準の説明（環境省 HP 文献 2）より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考・引用文献 

1)田中良弘、放射性物質汚染対処特措法の立法経緯と環境

法上の問題点、『一橋法学』（一橋大学大学院法学研究科）

第 13 巻第 1 号 2014 年、 

2)環境省 HP 

http://www.env.go.jp/jishin/rmp/attach/law_h23-

110b.pdf 

3) 環境省 HP 

https://www.env.go.jp/jishin/attach/waste_100-

8000.pdf 
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 二章一節 森林汚染、樹木汚染の実態と課題 

糸長浩司（日本大学） 

 

森林放射能汚染 木材放射能汚染 森林汚染土壌推計 

除染 樹幹流汚染 中間貯蔵施設 

 

はじめに 

 福島県は森林県であり、放射能汚染は広範囲な森林汚染

を引き起こし、現在まで継続している。筆者は発災直後か

ら農地汚染、宅地汚染と同等、それ以上に森林汚染を心配

し、新聞等でも発言をしてきた。しかし、発災直後は居住

空間である宅地や生業空間である農地の汚染とその除染が

主要な関心事になってしまった。しかし、10 年経過し、

ある程度の宅地農地除染が終了した段階で、圧倒的な汚染

量の残存する森林の重要性が指摘されつつある。筆者は飯

舘村での汚染実態を調査研究する中で、森林汚染、樹木汚

染についても調査研究した結果をここに報告する。 

１．飯舘村での森林の汚染状況 

 筆者らが継続的な放射能汚染実態、試験栽培、放射能防

御実験等をしている飯舘村佐須にある菅野哲氏（飯舘村民）

の農場（Ｋ農場）とその周囲の山林の汚染状況を解析する。 

(1)Ｋ農場及び周囲の森林の空間線量率 

Ｋ農場は 2014 年には除染されている。ただ、周囲の森

林は農地から 20m奥の森林の落ち葉除染のみである。図 1

は 2016年 1 月の積雪時に現地で測定した（地上 1m）空間

線量率の分布図である。除染した農地は 0.2～0.3μSv/h

であるが上部の農地（除染していない）や周囲の森林の

空間線量率は高くなる傾向にある。農地を馬蹄形に囲む

森林では 0.7～1.3μSv/h である。積雪による水分が地上

を覆っているために地中からのガンマー線は防御され比

較的空間線量率は低減する傾向にあることから多少比較

値になっている。除染した農地がクールスポットで、非

除染の森林は放射能汚染のホットゾーンを展開している

ことが良く分かる。 

 

図 1 Ｋ農場森林の空間線量率（高さ１m）2016 年１月 

(2)Ｋ農場の森林内の土壌の放射能汚染実態 

 Ｋ農場の小屋の北西に位置する斜面林表土の放射性セ 

シウム（以下「Cs」と記す）の残存量を 2015 年月に測定 

した。この箇所は 2014年 12月に、リタ―層での除染が終 

了している。しかし、残された表土には、Cs は 2000～ 

46000Bq/kg の範囲で残存ししている。頂上に向かうほど 

高くなる傾向、及び傾斜度が低い個所ほど高い傾向があ 

る。傾斜度の低い個所は Cs が滞留しやすく、これらの個 

所は住民の作業用の林道を含んでいる。 

宅地周囲の里山は除染されても表土には Cs が含有し、

風雨で降下し、宅地周囲の山際に堆積しホットスポッ

ト・ラインを構成すると想定される。小屋の山際での土

中の Cs は、表土より深度が深い方が多くなる傾向があり、

深度 25cm で約 5000Bq/kg ある。この箇所は除染済の個所

である。小屋の横には、裏山からの湧水による沢があり、

農場の入口の横に土砂の溜まる池につながっている。沢

池の懸濁水の Cs は 6Bq/ kg 程度あり、中州の表土は

1900Bq/kg 程度堆積していた。 

 

２．斜面森林部での除染後の空間線量とセシウム量 

 Ｋ農場の北側に位置する斜面林表土の Cs の残存量を 2015

年 4 月に測定した。この箇所は 2014 年 12 月に、リタ―層で

の除染が終了している。しかし、残された表土には、Cs は

2000～46000Bq/kgの範囲で残存ししている。頂上に向かうほ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 斜面林地の除染後表土の Cs含有量（高さ別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 斜面林地の除染後表土の Cs 含有量（傾斜別） 
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ど高くなる傾向、及び傾斜度が低い個所ほど高い傾向が

ある（図２、３）。傾斜度の低い個所は Cs が滞留しやす

く、これらの個所は住民の作業用の林道を含んでいる。 

 

３．小屋裏山際、沢池の放射性セシウムの測定 

宅地周囲の里山は除染されても表土には Cs が含有し、

風雨で降下し、宅地周囲の山際に堆積しホットスポッ

ト・ラインを構成すると想定される。小屋の山際での土

中の Cs は、表土より深度が深い方が多くなる傾向があり、

深度 25cmで約 5000Bq/ kgある。この箇所は除染済の個所

である。 

 

 

 

 

 

 

 

小屋の横には裏山からの湧水による沢があり、農場入

口横に土砂の溜まる池につながっている。沢池の懸濁水

の Cs は 6Bq/kg 程度あり、中州の表土は 1900Bq/kg 程度

堆積し、堆積土壌中からは、0.9μSv/h 程度が検出される。 

 

          

 

 

 

 

 

図４ 沢池、小屋周囲での地面及び土中での空間線量値 

（2015 年 7 月～11 月、S&DL サーベイメーター） 

 

４．雨水中の放射性セシウムの測定 

2015 年 4 月～9 月の間に、バケツ内雨水のＣｓ量（落

ち葉等も含まれる場合は測定に含む）を測定した（表１）。

松の木の下で、月平均で 300Bq/ m2 を越える放射性セシ

ウムが降下している。南の道路際の宅地でも、月平均で

200Bq/ m2 以上の放射性セシウムの降下が確認できる。

周囲の森林からの落ち葉、塵等に付着したセシウムが雨

水とともに降下し地面に蓄積している。除染した農地、

宅地にも同じように降下し、除染済みの宅地、農地の放

射性セシウムがゼロになることはない。 

福島の HP 上で公開している降下測定結果では、飯舘

村役場のある伊丹沢は、平成 25 年度 3427Bq/ m2 で月平

均 286Bq/ m2、平成 26 年度で月平均 98Bq/ m2 である。

周囲の森林に付着した、放射性セシウムの影響が多大で

あることを示す。森林部の全面除染は斜面土壌の浸食や

崩落のリスクが高く、不可能であることを考えると、厳

しい汚染状況が将来も継続することを示す。 

1960 年代に東京で月平均 100Bq/ m2 程度のセシウム

137 の降下があったがその後減少し、月平均で 0.1Bq/ m2

以下になった。一時、チェルノブイリ事故で 100Bq/ m2

に一端急増し、そしてまた、減少し福島の原発事故直前

では、0.01Bq/ m2 程度まで低下し、原発事故後に急増し、

10000Bq/ m2を越え、100Bq/ m2以下に減少してきた。 

表３ 雨水に含まれる放射性セシウムの量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．樹幹流に含まれる放射性セシウムの測定 

 雨水にＣｓが含まれており、樹木雨水を葉が集水機能

を果たし、樹幹の表面を雨水が落水し、樹木の地面の幹

周囲に放射性セシウムが集積すると考えられる。この樹

木の表面を流れる雨水を樹幹流という。筆者は簡易な樹

幹流装置（チューブと集水瓶）を手づくりして、Ｋ農場

の森林に設置して樹幹量に含まれる放射性セシウムを測

定した（表４）。測定期間は 2017 年 6 月～8 月である。 

 樹木の汚染状況は次項でも述べるが、相当量の Cs で汚

染されている。楢樹皮は 14 万 Bq/kg と特措法での遮断型

構造の処分場で相当な注意により保管が義務付けらてい

る高度な指定廃棄物相当の汚染物である。桜の樹皮でも

9000～40000Bq/kg の汚染であり、指定廃棄物相当の汚染

である。このような汚染樹皮を流れた樹幹流の汚染度合

は、5～28Bq/lである。飲むことは危険な樹幹流である。 

表４ Ｋ農場の樹皮と樹幹流のセシウム量（Bq/kg、Bq/ｌ） 

 

 

６．汚染樹木内の放射性セシウムの測定 

(1)Ｋ農場での汚染樹木の汚染量 

先の斜面林内で、地上約１ｍで 1.3μ ㏜/h 程度の空間

線量率のある位置の松を 2015 年 7 月に伐採した。樹皮の

単位　Ｂｑ/ ｋｇ
深さ Ｃs134 Cs137 Cs合計
0-5cm 342 1555 1897
5-10cm 314 1353 1668
10-15cm 778 3460 4238
15-20cm 1464 6568 8032
20-25cm 911 4211 5123
25-29cm 1042 4430 5472

表 1 小屋裏山際の土壌

中 Cs 量(2015 年 11 月) 

Bq/ kg

Ｃs134 Cs137 Ｃｓ合 

池水 懸濁 3 10 13

池中州 表 335 1554 1890

池中州枯ヨ 茎　　nd3 6 6

表 2 K 農場入口横 

沢池のCs量(2016年 1～2月)

裏山際の土壌中 Cs 量(2015

年 11 月) 

雨水　の貯水期間
2015年4月～9月

Ｋ農場小屋
横の松の樹
木下地面

Ｋ農場小屋
前の庭地面

Ｋ農場小屋
横の松の樹
木下地面

Ｋ農場小屋
前の庭地面

4月18日～6月14日
57日間
雨量　約　4mm

1147 373 604 196

6月14日～７月5日
　21日間
雨量　約　6mm

268 348 382 497

7月31日～9月11日
42日間
雨量　約17mm

3406 567 2433 405

一ヶ月平均飯舘村Ｋ農場　雨水の放射性セシウム降下測定結
果

★　直径　22.5ｃｍのバケツを地面に置き、その雨量を測定。落ち葉、塵等も、

バケツ内の雨水に含まれる場合は測定値に含めている。単位：Bq/ m
2



Cs(134 と 137 の合計値)は、3243Bq/kg、辺材は 126Bq/kg、

芯材は 53Bq/kg 存在した（全て wet 測定）。葉は 245Bq/kg

である。樹皮の Cs 量は高いままである。辺材、芯材への

移行も確認できた。樹皮との比較では、辺材で 3.7%、芯

材で 1.5％である。薪の販売規制値（林野庁）は 40Bq/kg

で、芯材を含めて薪としての販売も不可能な樹木である。   

同時に、農場の南西部の道路沿いの斜面地の楢を伐採

した。地上 1m で 1.5μ ㏜/h で、楢の樹皮の Cs は

4646Bq/kg、辺材で 289Bq/kg、芯材で 166Bq/kg、葉は

476Bq/kg であった。松よりも高く、樹皮との比較では、

辺材で 6.2%、芯材で 3.6％であり、松よりも楢は樹皮か

らの樹木内への移行率が高い結果となった。松と同様に

薪の規制値を超えている。 

(2)Ｋ農場の山越南側のＨ宅森林の杉の汚染 

樹種による相違もあるので、再度、2015年 12 月に K 農

場の近くの前田地区の H 宅の除染済森林で杉を伐採し測

定した。伐採地の表層で 2.0μSv/h であり、杉の根本土

壌５cm 層は、Cs（134 と 137 の合計値）は 26500Bq/kg と

高い。伐採杉幹の Cs は樹皮で 13900Bq/kg、辺材で

120Bq/kg、芯材で 400Bq/kg である。H 氏が 1 年前に伐採

し納屋に保管していた杉は、樹皮 Cs は 4800Bq/kg、辺材

430Bq/kg、芯材 960Bq/kg であった。杉は、樹皮から芯に

Cs が移行し、心材の放射能汚染度合いが他の樹種に比較

して顕著である。 

表５ 飯舘村Ｋ農場での伐採樹木のＣｓ量（2015 年） 

 

 

 

 

 

 

表６ 飯舘村Ｈ宅裏山の伐採杉のＣｓ量（2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 樹幹流の測定風景 

７.森林汚染土壌量の推計 

(1)飯舘村の森林汚染土壌の推計 

 飯舘村は約 23000 ヘクタールの面積を要するが、その

75%は森林である。農地、宅地に関しては表層 5～10cm が

除染されているが、森林は宅地の周囲 20m の森林の落ち

葉のみが除染されている。森林の表層土壌にはまだ多く

の Cs が残存している状況である。筆者が何度も指摘して

いるが、空間線量率だけの被曝リスク管理で不十分であ

り、かつ、通常の公害法に基づけては基準値を超える汚

染物質のある場所での定住を認めること事態が大きな矛

盾を抱えていることになる。 

 2018 年末までの除染済の福島県内での土壌総量は 1400

万 m3 で、浜通りは 789 万 m3で、飯舘村は 218m3 と特化し

ている。除染優先地として選定された結果である。除染

による帰還が公的事業で促進された地域である。次項で

分析するが福島第一原発に隣接する双葉町、大隈町の除

染土壌は、22 万、38 万と少ないことがそれを物語ってい

る。 

 

図５ 飯舘村の土地利用図と森林分布状況 

表 7 飯舘村の土地利用面積と推定汚染土壌 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮に飯舘村の森林土壌の表層 5cm の土壌を除染した場

合、その総量は 866 万 m3 となる。浜通りの除染総量を超
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え、飯舘村での今までの除染土壌の 4 倍となる。この膨

大な汚染土壌が飯舘村の山林に放置されたままである。

この長期的汚染地域への帰村定住を法的にも許可してい

ることは大きな問題を長期的に抱えることになる。昨今

の台風、豪雨で土壌流出、河川洪水等により、汚染土壌

の農地、宅地、道路への流出は明確であり、除染した箇

所も再度汚染土壌で再汚染されることも想定される。ま

た、乾燥後による空中への飛散、それによる吸引被曝等

のリスクの増加が懸念される。 

(2)特定除染区域での森林汚染土壌の推計 

 先に 1-3 で放射能特措法の欠陥を述べたが、除染事業の

数量的把握でそれは明確になる。表８は環境省の HP 上で

の公開データ（2020 年 12 月時点）をもとに筆者が作成し

た特別除染地域市町村別の除去土壌量と森林面積、最高の

空間線量率の一覧表である。図６は空間線量率と除去土壌

量の相関図である。 

表８ 特別除染地域市町村別除染量、森林汚染土壌推計表

（2020 年 12 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 常識的には空間線量率の高い汚染地域で多くの除染がさ

れていると考えるかもしれない。その場合には、右肩上が

りの分布となる。１μSv/h の低レベル汚染ではその傾向

がある。ただ、飯舘村は他の市町村と比較しても圧倒的に

除染土量が多く、200 万 m3を超えているが空間線利用率は

低い方である。ただ、この空間線量率は特定の観測点での

最高値であり、森林の汚染実態等を表わしているものでは

なく汚染度合の相対的目安を表わしていると理解した方が

良い。その上で、双葉町や大熊町を見ると、空間線量率が

高い割には除染土壌が少ない状況である。これは、空間線

量率の高い市町村は帰還困難区域のエリアが広く、除染も

できない状況、除染して早期帰還を誘導することも出来な

い市町村と理解できる。先に述べたように、特措法の欠陥

として指摘したように、放射能汚染がひどいからその原因

物質である Cs を除去するという論理ではなく、ある程度

汚染されている中で、人々を帰還させることを目的とした

法制度であるために、このような傾向を示すことになる。 

 飯舘村の森林土壌で推計したように、特別除染地域の市

町村の森林の表土 5cm をはぎ取り除染したと仮定すると、

総量で 6239 万 m3 となる。中間貯蔵施設への予定集積量は

1700 万 m3 程度であるので、その 3.5 倍程度の汚染土壌が

森林に放置されていることになる。汚染のひどい帰還困難

区域の宅地や農地はカウントしていないので、実際に汚染

土壌を除染しようとしたら中間貯蔵施設は現在の 5 倍程度

の面積が必要になると推計できる。これらの汚染土壌は中

間貯蔵施設に運ばれることはなく、永久に汚染地域にとど

まり、その自然崩壊を待つことになる。Cs137 の半減期は

30 年であり、100 経過して 1/10 であることを考える、100

年以上このままということになる。一方で、地震や集中豪

雨、台風による崩落、土石流による汚染土砂流出も今後は

心配され、持続的な管理が求められるという厄介な課題が

山積みであることも明確である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図６ 特定除染地域の市町村別除染土量と空間線量率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図７ 特定除染地域の市町村別除染土量と森林汚染土量の推計値 
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大  

   

  村

   

市 村名
除染面積

ha★

搬出済

万m3★

未搬出

万m3

 去 

 m3

森林面積

ha

表 5cm

 去

相当 

 m3

空間線量率

高い点

μSv/h★★

田  500 19 0 19 16,572 829 0.1

楢葉 2100 37 2.1 39 7,752 388 0.18

 内 500 19.9 0 20 17,316 866 0.25

 熊 400 52.2 0.1 52 4,974 249 6.97

葛尾 1700 39.7 0.2 40 6910 346 0.19

 俣 1600 43.4 20.9 64 9018 451 0.22

双葉 200 34.7 0.1 35 3001 150 3.1

飯舘 5600 81.8 115.7 198 17,323 866 0.29

富岡 2800 99 32 131 4,080 204 1.15

南相馬 6100 87.9 22.5 110 21,770 1089 0.63

浪江 3300 105 3.5 109 16,064 803 3.2

合 24800 619.6 197.1 817 124,780 6239

★環境省中間貯蔵施設情報サイト（    年1 月 7日時点）

★★福島県HP ータ（    年1 月 5日時点）



二章二節  森林科学での森林・樹木汚染評価 

糸長浩司（日本大学） 

 

森林放射能汚染 木材放射能汚染 辺材・心材の汚染 

放射能汚染規制値 森林総研 林野庁 

 

はじめに 

 森林の放射能汚染実態は林野庁、森林総研が発災後から

継続的な調査、汚染木材に関する使用方向等について開示

されている。本節では公表されている情報を整理して、森

林汚染の状況、汚染木材の建築使用について考察する。 

 

1.森林総研での森林内での放射性セシウム量の推移 

環境省によると、年間被曝量が 1mSv/y 以上（2013 年 9

月 18 日）の森林面積は、福島県で約 43 万 ha（福島県の

森林の 44％）、福島県以外の森林では 36 万 ha と推定され

た。 

100 万 Bq/m2以上の汚染された森林における樹木の材積は

33百万m3、全バイオマスは 21百万トンと推定された（森

林総研 HP https://www.ffpri.affrc.go.jp/rad/spread.html）。 

 林野庁と森林総研は発災後、森林での放射性セシウム

の動態を解析するために継続的な測定を行い、毎年報告

を公開しており、それを元に述べる。測定箇所は４か所

でコナラ林、杉林であるが、どういう訳か帰還困難区域

に指定されるような高線量の箇所は測定箇所になく、空

間線量率は 2019 年現在で 0.11~1.20μSv/h レベルであり、

森林の高線量率の箇所での継続的な測定ではないので、

森林の汚染リスクを科学的に明らかにする上では調査方

法に問題が残ると言わざるをえない。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林総研の最新の報告では下記が指摘されている。 

①放射性セシウムは森林内で樹木の枝葉、樹皮、木材、 

地表部の落葉層、その下の鉱質土壌に分布し、落葉によ 

る樹木から地表への移動、根からの吸収などにより森林 

の中での放射性セシウムの分布状況が変化していく。 

②原発事故後に開発した森林内の放射性物質動態予測モ 

デルを改良し、事故後 20 年で森林内の放射性セシウムの 

分布変化、スギ・コナラの木材中の放射性セシウム濃度 

の長期予測をした。1）ほとんどの放射性セシウムが鉱質 

土壌に留まり続けること、2）スギ木材中の放射性セシウ 

ム濃度は大きく変化しないこと、コナラ木材中の放射性 

セシウム濃度の増加傾向が継続して緩やかになること、 

3）放射性セシウムの森林内での循環量が急速に減少して 

いること、が予測され、森林の中での放射性セシウムの 

動きが平衡状態に近づいている。 ( 森林総研 HP 

https://www.ffpri.affrc.go.jp/press/2020/20200206/index.htm

l） 

 森林土壌にほとんどの放射性セシウムがとどまり、木材

内部への移行は穏やかであるという見解である。 

 空間線量率の変化は、当初は半減期が 2 年である放射性

セシウム 134 の半減効果で急激に下がり、その後は半減期

が 30年のセシウム 137でゆっくりとした低減傾向にある。                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 森林総研の調査地（文献 1） 

表 1 調査地の空間線量率（文献 1） 

図 2 調査地の空間線量率の変化（文献 1） 

図 3 森林内の放射性セシウム動態（文献 2） 

https://www.ffpri.affrc.go.jp/rad/spread.html
https://www.ffpri.affrc.go.jp/press/2020/20200206/index.html
https://www.ffpri.affrc.go.jp/press/2020/20200206/index.html
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２．汚染樹木内の放射性セシウム動態

 森林の放射能汚染による木材の各部位での補足状況は余

り森林科学分野では震災前は盛んではなかったようである。 

チェルノブイリ事故後のロシア等での調査研究が 2011 年

の発災後は参考として進められたようである。また、木材

関係の業者の当時の混乱状況の中で、木材への放射能汚染

を心配して森林科学者を呼んで緊急勉強会も開催されてい

た。その一例として、「外樹皮、内樹皮等は製材の前にバ

ーカーといわれるもので剥きはがされる。その後に製材機

で挽き割られる。丸太の芯材、白太と呼ばれる辺材には検

知されなかった。」というような報告があり、当初は心材

への放射性セシウムの移行は余り心配されていなかった 3)。

心材は死んでいる細胞であり、土壌からの汚染物の吸収は

ないとの想定であろうが、その後物理的な樹皮より移行も

検討されるようになる。2013 年の森林総研の先の川内村

等での現地測定結果報告でも図４に示すように杉の心材は

辺材よりセシウムの賦存量は少ない傾向にあるとしている。 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

日本学術会議 2014 年の報告 5)では「スギは心材部にセ 

シウムを含むアルカリ金属類を高濃度に集積する性質が知 

られている」として心材への移行の可能性も示唆されてき 

た。その後の調査（図 5）で、杉に関しては心材が辺材よ

り放射性セシウムの含有量が多くなる結果となり、今日で

は杉に関しては心材の汚染状況をより的確に把握すること

が重要になっているといえる。この結果は、筆者が飯舘村

で測定してきた結果と一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年当時の森林総研の研究報告では、「福島県の大部

分の森林では、今後木材部の濃度が上昇したとしても食品

の新基準値である 100 Bq/kg にも達しないだろうと予測で

きる。」（文献 6）としていたが、それの 10倍を超える心材

の杉材が出現してきている事実を重く受け止め必要がある。 

３．汚染木材利用による室内外部被ばく推定 

2014 年の段階で先の学術会議報告(文献 5)では、「約

400Bq/kg-dry の木材を使ったとし、壁が全部 12ｃｍ厚さ

の木の部屋で生活するという極端な条件での追加被曝量を

試算した。結果は 0.01mSv／年程度で、日本人の平均天然

被曝量 1.5mSv／年と比較してはるかに小さく、健康には

問題は生じないだろうろ」と述べた。非常に問題のある結

論である。森林総研の 2013 年（文献 6）報告では、「木材

の安全性についての風評被害を生じさせないためには、木

材製品中の放射性セシウム濃度の基準値の策定が求められ

るだろう。」と述べるが、林野庁は 2021 年でも、木材の放

射性セシウム濃度の基準値を策定していない。 

 図５は林野庁の公開データを整理したもので、汚染木材

のレベルは 890～5500Bq/kg で、年間被ばく量推計値は

0.012～0.132 であるが、この程度の汚染木材の建材使用

は問題ないという見解を公式にしている。一方で木材規制

値は設定していない。ダブルスタンダード的な対応であり、

今後の建築産業にも禍根を残す可能性が高い。例えば

1000Bq/kgの汚染材が 60年後廃材となった場合、250Bq/kg

となるが、燃焼すると 100倍の濃縮とした場合 25000Bq/kg

となる特定放射能廃棄物に相当することになる。この問題

に関して真摯に建築分野は取り組む必要がある。  
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図 5 川内村の杉の辺材と心材の放射性セシウム量（2020）（文献 2 ） 

図４ 杉の辺材と心材の放射性セシウム量（2013）（文献 4） 

図 5 汚染木材に囲まれた室内の年間被ばく推計値図（林野庁の数年

の計算データを元に糸長が作成） 



 三章一節  住宅・宅地の放射能汚染の変化 

糸長浩司（日本大学） 

 

飯舘村 住宅内放射線量率図 除染 

高さ別空間線量率 帰還困難区域内住宅  

 

1.はじめに 

 住宅及び住宅地での放射能汚染状況とその変化につい

て、主に飯舘村での、筆者の継続的調査研究から解析す

る。一章の汚染実態と除染の限界で解析した内容と多少

重なる点もある。放射線量計は［ALOKA PDR-111］を使

用し、放射性物質の測定は、日大生物資源科学部内の RI

室のゲルマニウム半導体波高測定器（キャンベラ製）を

使用した。 

 

2.飯舘村内の住宅内放射能汚染実態（2013年～2015年） 

 2013 年 7 月に、飯舘村内の５地区５軒の住宅内放射線

量調査を実施した。①前田地区（居住制限区域）Ｓ邸

（木造住宅築 7年程度）、②草野地区（居住制限区域）K邸

（木造住宅、築 36年程度、宅地のモデル除染済み）、③伊

丹沢地区（居住制限区域）K 邸（木造住宅、築 22 年程度）、

④蕨平地区（居住制限区域）S 邸（軽量鉄骨住宅、築 5 年

程度）、⑤長泥地区）（帰還困難区域）S 邸（木造住宅、築

9 年程度）。その後、対象住宅内の放射性物質の付着状況

を追加調査計測した。住宅内測定は、各部屋の中央部、

隅から約 50ｃｍで各部屋５点、及び狭い部屋は中央、隅

約 50cm2 点の 3点とした。これらの測点の床、床から１ｍ

の空中、天井近くの３点の空間測点とした。また、外－

内－外の床面から 1m の住宅内外断面での放射線量の変化

を測定し断面評価して低減率を策定した。更に、住宅内

の放射性付着実態に関しては数件の住宅内での天井裏、

テレビ上、冷蔵庫上、ロスナイ換気扇フィルター等での

付着を検査した。 

(1)住宅内の放射線被曝量の実態 

1)全体的な放射能汚染分布傾向 

 ①二階が一階より相対的には高い。②天井＞床上１m＞

床の順で高い。③殆どが、放射線管理区域基準の 0.6μ

Sv/h 以上。④平均値で、［二階天井 2.0>二階床上 1M1.6>

一階天井 1.5>二階床 1.2=一階 1M1.1>一階床 0.7］単位μ

㏜/ｈ。住宅内放射能汚染状況は、二階が高く、かつ、天

井が高い。屋外、屋根及び屋根裏・天井裏の汚染の影響

が考えられたが、この点は、その後の住宅内放射性物質

の付着調査結果を踏まえて後で考察する。 

2)放射能汚染の住宅内分布傾向 

 平面図に放射能汚染分布を GISで推定図化した。住宅外

周囲の敷地からの汚染影響が顕著である。特に、北側、

西側等の森林を抱え、森林の汚染度合いが酷い住宅は、

それに面した部屋での汚染分布が顕著である。また、軒

下地面の材料の相違、排水処理の有無による影響の度合

いも異なるといえる。帰還困難区域の長泥の住宅では南

側が北側に比べて高い傾向にある。持ち主への聞き取り

では、住宅の北側はコンクリート斜面壁と排水溝がある

のに対して、南側は砂利であり放射性物質の沈着の影響

が想定される。ただ、一方で原発に近い南側が高い傾向

にあり、原発事故当時の南風の影響もあると考慮する。

相対的には、住宅内の中央部が相対的には放射線量の低

い島状の傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 飯舘村内の５件の住宅内放射線量調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 住宅内での放射線量分布図(前田地区Ｓ邸 1 階床) 

以上、一階、二階での相違、方位での相違、壁周囲と

室内での相違があり、被曝累積は、どこの場所の放射線

量を基準にするかで相当開く。平均値でみても、一階の

床と二階の床では 0.7μ㏜と 1.2μ㏜の開きがあり、年間累

積値に２倍弱の開きが生じる。 

3)除染による住宅内空間線量率の低減効果 

図 3 は、図 2 の住宅の宅地周囲の除染後による住宅内空

間線量率の変化を 2013 年と 2015 年で示したものである。 
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図 3 飯舘村Ｓ邸の除染効果による空間線量率低減 

 除染前は最高で 1.3μSv/h であったが、2 年後の除染後

では、最高が 0.4μSv/hまで低減し、住宅内の全体にわた

って 0.2～0.3μSv/h と低減し除染の効果がうかがえる。 

(2)住宅内外断面での低減率 

 伊丹沢地区のＫ邸の線量調査結果では、壁の外内では、

低減率が北面では 67％、南面では 85％であり差がある。

また、外の高い箇所と室内の低い箇所での低減率を算定

すると、38%と 2/3 の低減効果がでる。このように実際の

住宅では相違する低減率であり、住宅内の何処に居住し

ていたかにより、低減効果の相違が大きい。 

(3)住宅内の放射性物質の付着実態の把握 

1)天井裏及び室内での放射性物質付着状況 

住宅内の放射線量が高い要因として、外部からの被曝

によるものと他に、住宅内の放射性物質が付着による影

響を考慮して、住宅内での塵等の放射性物質の付着量を

測定した。宅地はモデル除染済みの草野地区のＫ邸内で

測定した（2013年 12月～3月）。Cs134が 181Bq/m2、Cs137

が 446Bq/m2 であり、住宅裏の土で Cs134 が 3188Bq/kg、

Cs137 が 7470Bq/kg と比較しても付着量は少ない。また、

食堂のテレビ上の塵の Cs 合計 25Bq/m2、冷蔵庫上の塵で

389Bq/m2である。ちなみに放射線管理区域からの持ち出し

禁止表面汚染量 40000Bq/m2 と比較しても極端に低く、室

内汚染による外部被曝リスクは高いとはいえず、住宅内

での放射線量が高い理由は住宅外の敷地、森林等からの

ガンマー線による被曝と推察できる。7 月調査で長泥地区

Ｓ邸内の 2階天井裏の塵の Cs測定（林剛平（東北大院生））

結果も、Cs134 が 180Bq/m2、Cs137 が 430Bq/m2で近似して

いる。 

2)住宅内換気扇フィルターの放射能汚染状況 

村内南部小宮地区の飯舘ファームのコスナイ換気扇の

フィルターでのセシウム付着量を測定した。2011 年 3 月

11 日から調査日 2013 年 11 月 15 日まで交換していないフ

ィルターでの測定である。Cs134が 71,280Bq/m2、Cs137が

165,860Bq/m2で合計 237,140Bq/m2という驚異的な値を示し

た。外気中の浮遊放射性セシウムがキャッチングされた

結果である。草野のＫ邸での天井裏での放射性セシウム

の付着量の 380倍である。換気扇吹き出し口天井面のセシ

ウム付着量を 2013 年 12 月に測定すると、Cs134＋137 で

13Bq/m2 あり、フィルターの除去性能が高く、換気扇を介

しての室内への影響はないものと推察できる。 

表１飯舘村内住宅内外のセシウム付着量測定(日大糸長測定) 

 

 

3.飯舘村内の住宅内放射能汚染実態（2014年） 

2014 年 5 月～7 月に飯舘村、浪江町、川俣町山木屋の

の 14 軒の住宅の内外での放射能汚染状況を調査した。飯

舘村民の K 氏らの訴訟支援活動の一環としても実施した。 

(1)住宅内外の空間線量比較と除染効果と限界 

非除染住宅ではほとんど放射線管理区域規準 0.6μ ㏜/h

を超え居住困難さを示す(図 3)。建物の遮蔽効果は５割程

度であり(図 5)、外壁に近い室内、特に山際の室内は高い

(図 4)。1 階より 2 階が高く、1 階では床＜床上１ｍ＜天井

と高い箇所で空間線量が高い。これは、土壌中のセシウ

ムからガンマー線の土中での遮蔽効果が、室内の高い箇

所は相対的に弱くなることから空間線量が高くなると推

察できた。宅地周囲の土壌の除染と客土により室内線量

の一定の低減は出来ている。ただ、宅地周囲には斜面林、

平地林等があり、そこからの放射性セシウムを含む土壌

等の流出がある場合は再度、線量が上がる。また、筆者

の測定では、2015 年現在でも飯舘村の雪にはまだ放射性

セシウムが 30Bq/ kg 程度は含まれていた。除染後の客土

にも放射性物質が付着するリスクを抱えたままである。 

 

 

除染による空間線量低減効果はある一方で土壌深部に

高い放射性セシウム残存している宅地もある。飯舘村Ｋ

邸は除染で表面土 5cm は削り取られ表土は入れ替えられ、

室内空間線量は 0.2～1.0μ㏜/h と低減したが、除染後の宅 

 

                      
2013       2015 (   )         

単位　Bq/kg(土)
場所  容 Ｃｓ１３４ Ｃｓ１３７ Ｃｓ合計 計測時間(秒)

伊丹沢Ｋ 北壁から５
Ｍ離れた場所

土 表層5ｃｍ程度 6,874 16,750 23,624 5,400

伊丹沢Ｋ 北壁から１
Ｍ離れた場所

土 表層5ｃｍ程度 2,965 7,362 10,327 7,200

草野Ｋ 北壁横 土 表層5ｃｍ程度 3,188 7,470 10,658 9,000
草野Ｋ 玄関横雨樋下 土 表層5ｃｍ程度 3,317 8,147 11,464 10,800
草野Ｋ 南庭 土 表層5ｃｍ程度 2,495 6,034 8,529 43,200
草野Ｋ 二 天井裏 塵  Bq/ m2 181 446 627 86,400
小宮 飯舘ファーム 
  換気扇フィルター

塵  Bq/ m2 71,280 165,860 237,140 10,800

図 4 飯舘村Ｉ邸一階の室内放射線量図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地の土壌深 15～20cm は、Ｃｓが 18976Bq/kg と極端に

多く付着したままである。新たな土で表面被覆しただけ

でＣｓは土中に固定され放置されたままである。 

(2)住宅内での放射性セシウムの付着状況 

 調査住宅内でＣｓの付着は 0.002～0.7Bq/cm2 である。

放射線管理区域の表面汚染基準は 4Bq/cm2 と比較すると

低い値ではあるが、室内滞在時の呼吸による内部被曝リ

スクが心配され住宅内除染対策も必至である。また、今

回の調査で、飯舘村内の飲食店室内換気扇のフィルター

は Cs が 0.96/cm2の汚染量であった。当時、室外からの放

射性セシウムの相当量が侵入したものと推察できる。飯

舘村民達の室内での初期被曝があったことも推察できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 住宅内の空間線量と冷蔵庫上塵の Cs 相関 

 

４．飯舘村帰還困難区域の住宅の放射能汚染の変化 

帰還困難区域である飯舘村長泥地区の S宅の空間線量率、

土壌等の Cs 量の変化を調査した。2013 年から継続的に測

定をしてきている。 

(1)2013 年の住宅内外の空間線量率 

宅地の線量は 2～5.5μ程度と高い。住宅内線量は 2013

年の調査住宅の中で最も高く、線量は二階＞一階で、床

＜床上１m＜天井の順で高い傾向は同様である。平均値は

一階で床 1.3、床上１ｍ1.9、天井 2.5μSv/h で、二階で

床 2.1、床上１ｍ2.7、天井 3.2μSv/h である。放射線管

理区域の基準値 0.6μSv/h以下の測点はない。 

 

図 8 帰還困難区域Ｓ宅住宅内の空間線量率(2013 年) 

 
図 9 帰還困難区域Ｓ宅住宅 1 階床上 1m の空間線量率分

布図(2013 年) 

一階では南面と西面の室内が高い。北面はコンクリー

ト擁壁と側溝があり、Cs は排水に流れたこと、南面及び

東面の軒下の庭は砂利敷きであり、放射性物質が沈着し

た可能性がある。部分的に住宅隅が高いのは、縦樋の落

ち葉等の詰まりにより、放射性物質が滞留している影響

によるものと推察できる。二階の北面、東面が高いのは、

住宅裏の森林部からの被曝増加によると推察できる。 

(2)2018年３月の住宅内外の空間線量率、Cs量の測定結果

と 2013 年測定値との比較 

帰還困難区域で非除染地区である長泥での S宅の内外の

空間線量と表土の Cs測定を 2018年 3月 31日に実施した。

除染をしていないので、自然及び環境による時間的減衰

効果を解明した。2018 年の空間線量率は室内 1 階床上 1m

で 0.86μSv/h と放射線管理区域基準値を超えている。高

図 5 Ｉ邸一階の室内放射線量分布図 

図 6 調査住宅の内外放射線量関係図 
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さ別では 2013年と同様に住宅内では二階>一階であり、床

2m(天井際)＞床上 1m>床上である。屋外地上 1m 上で 1.68

μSv/h と高い。室内と遮蔽率は 51%である。高さ別で、

2013年は地上 1m＞地面に対して、2018年は地面＞地上 2m

＞地上 1m と逆である。これは宅地除染をしていないこと

から周囲の森林等から Cs が集積する可能性もうかがえる。 

減衰率(2018/2013)は地面では 82%と低く、地上 1m 上で

は 47%と高い。室内では 1 階床 1m 上で 45%と高い。2 階は

1 階に比較して減衰率が高い。これは屋根からの Cs の自

然流下等の影響も推察できる。 

２階の南東の寝室の東窓に掛けられていたカーテンの

布紐（両面で約 333cm2）は、Cs137 が 206Bq/kg で、表面

換算すると 113Bq/m2と少量の Cs が付着していた。放射線

管理区域規制値では、40000Bq/m2 であり、基準値の 0.33%

であり、問題になるような汚染状況ではないが、そのま

までの使用は控えた方が良い。 

 Ｓ宅は周囲も含めて一切除染されていないので、発災

直後から７年間経過した中での Cs の付着状況がわかる。

南庭は地面で 4.4μSv/h と高く、砂利には Cs137 が

13007Bq/kg も含む。住宅のすぐ後ろの裏山の表土は、

Cs137が 22205Bq/kgもある。杉皮には Cs137が 82646Bq/kg

と高い。2011 当初からは、半減期が２年の Cs134 は 1/10

に削減している。半減期 30 年の Cs137 は今後も当面は、

高いままであり、被曝リスクは高い状況は続く。 

表 2 帰還困難区域Ｓ宅住宅内外の空間線量率の比較、減少率 

 

 

図 10 Ｓ宅住宅内外の空間線量率の変化 

③宅地及びその周囲の空間線量率と土中 Cs の測定 

Ｓ宅での測定を再掲する。2018 年 10 月の調査でも変化

は少ない。宅地及び裏山の深度 30cmの土壌中では、Cs137 

表 2-10 S 宅宅地周囲の Cs量(2018 年) 

 

が、宅地南庭で 30475Bq/kg、裏山で 33092Bq/kg と非常に

高い。表層 5cm 層で、宅地は 94%、裏山は 95%とどまる。

同地区のＡ宅の表層 5cm では宅地で 24626Bq/kg、裏山で

15332Bq/kg と高い。ただ表層 5cm層で宅地は 96%に対して

裏山は 58%であり、5cm 以下に浸透している。 

 Ｓ宅の西北斜面擁壁はコンクリートであり、その表面

に苔が繁茂していた。この苔のＣｓ量を測定した。上部

のコケの Cs137 は何と約 24 万 Bq/ kg という驚異的な Cs

の蓄積量であった。もう一つの苔は 9。7 万 Bq/ kg であっ

た。苔の Cs 吸着力が高いこと、そして、除染していない

住宅の山際擁壁での汚染実態の厳しさを示している。 

 上記以上に Cs量が高い個所が 2019 年 5月の調査で明ら

かになった。S 宅の庭の西端にある小屋の竪樋の下の砂利

を採取し測定した。表面線量は計測器の 20μSv/h を超え、

Cs137は 67万 Bq/ kgの値を示す。雨による長年の Csの蓄

積効果は明確であり、危険な宅地の場所となっている。 

表 2-11 S 宅の空間線量率、Cs の残存量（2018 年 10 月） 

 

まとめ 

 宅地の除染により室内の空間線量率は低減するが、周囲

に森林を抱える農村住宅は森林に面する室内での空間線量

率が高い点、除染後も裏山からの汚染物の降下などの心配

が付きまとう。 
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 三章二節  住宅内での放射線量の防除対策に関する環境工学の面からの検討 

吉野 博（東北大学） 

 

放射線量 低減対策 住宅 

低減率 シミュレーション モンテカルロ法 

 

１．はじめに 

住宅内における放射線量の防除対策について検討する

ために、住宅内外での放射線量の測定例、防除の建築的

手法について紹介した上で、住宅内での放射線量の予測

法に関するこれまでの取り組みついて述べ、最後に今後

の課題について触れる。 

２．住宅内外での放射線量の状況 

2.1 飯館村における糸長らの測定 

2013 年 7 月 14 日に、糸長ら１）は飯館村の二階建て民家

５軒において室内の放射線量の詳細な測定を実施した。

その結果によれば以下のことが明らかになった。 

１）殆どが放射線管理区域基準の 0.6μSv/h 以上である 

２）2 階の放射線量が 1 階よりも高い。 

３）床、床上 1m、天井の順に高い。 

４）外壁に近いほど高く、周囲の敷地からの汚染の影

響を受けている。これは宅地近傍の森林からのセシウム

が風雨で屋根に降下するといったことが理由である。 

５）除染により室内空間線量は 0.2～1.0μSv/h と低減し

たが、宅地の土壌深 15～20cm は、Cs が 18976Bq/kg と極

端に多く付着したままである。 

また、ある住宅での除染前後の測定２）では、床の放射

線量は、低い箇所で、除染前 0.5、除染後 0.2、高い箇所で、

除染前 1.3、除染後 0.4 となっており 7 割程度低減してい

ることを報告している。 

2.2 浪江町における吉野、野崎らの測定３） 

2014 年 3 月と 8 月に浪江町の民家で室内外の放射線量

を詳細に測定した。その結果は以下の通りである。 

１）空間放射線量率は天井付近が最も高く、床面に近

いほど低下する。室内中央よりも周辺の方が高い 

２）除染前後の比較により、全ての点で大きく低下し

ており、作業後の低下率は約 30％前後である 

３）遮蔽率は、除染前で約 0.4、除染後で約 0.2 である。 

2.3 低減係数の吉田らによる測定 

吉田ら、は除染前の木造住戸 69 戸（飯館村 59 戸、南相

馬市小高区 10 戸）における低減係数（住宅内部（床上 1m）

の空間線量率／外部の空間線量率）を 2012 年 12 月から

2013 年 12 月まで測定４）した。中央値および四分位範囲

（中央の値 50%が含まれる範囲）は、0.43、および 0.34-

0.53 である。高い値を示す住宅では、セメント瓦などの影

響があると推察している。また、居間と寝室に分けて求

めると、寝室の方がピーク値で 0.1 大きくなっていた。こ

れは、寝室は山側の裏手斜面での表土の流れ込みの影響

があるとしている。 

低減係数を評価した 69 戸のうち 37 戸について 2017

年 12 月及び 2018年 9 月〜11月に除染後の再調査を実施
５）しており、低減係数分布(n=307) の中央値、四分位範囲

は 0.63(0.50-0.81)と評価している。除染による周辺線量率

の低下率は屋外では  0.37 ±  0.12、屋内では  0.48 ± 

0.10(それぞれ平均 ± 1σ)であり、屋外より屋内での低下

率が小さい。これは、除染により周囲の線量が相対的に

小さくなったためとしている。 

3. 室内での放射線量を防除するための建築的手法 

3.1 水壁の遮蔽効果に関する実験 

 糸長ら６）は、佐須の日大試験農場内の木造実験作業小

屋を利用して、厚さ 28cm の水の壁による効果を測定した

ところ、遮蔽率は 1 階で 40%、2 階で 50%であったことを

報告している。 

3.2 各種遮蔽材の効果に関する実験 

 野崎ら７）は、実験モデル住宅の開口部に各種の遮蔽材

の効果を測定し、コンクリート板(30mm)を施工した場合

において、室内の空間放射線量率を平均 3%低減すること

を報告している。 

3.3 建築材料のγ線の遮蔽データベース 

 丸山ら８）は、建築材料の遮蔽性能に関するデータベー

スの構築が必要であることを述べ、また、複数の材料で

構成された壁体等の実効透過線量率の計算の方法に関し

て提案している。 

4. 住宅内での放射線量の予測法９）、１０） 

小林らは、室内における放射線量（γ線）を予測する

ための計算法を、日本原子力研究開発機構(JAEA)による

モンテカルロ法を使った放射線解析コード PHITS１１）を利

用して開発している。 

計算法の特徴は、以下のとおりである。室内への放射

線は、主に建物自体に付着した放射線源(C)、地面に沈着

した放射線源である。後者は原理的には無限延長まで考

慮する必要があるが、ここでは建物周囲の近傍(B)とその

外側 200m までの範囲(C)とする。 

C は、面積が大きく形態も様々であるため、計算のたび

に測定して入力条件を求めることは困難である。そこで、

図１にように A と B の境界に仮想のフルエンス境界（D）

を設け、Aからの放射線を Dからの放射線に置き換えて計

算する。あらかじめ周辺の状況に対応した D のモデルを
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いくつか用意しておけば、計算は容易になる。 

 このフルエンス境界は、高さ 100mとし、上下方向 11に

分割し、それぞれの面を線源とする。線源からの放射線

量が正しく設定するため方向放射線計測器を使って実測

し、その値と一致するように、A からの線量を調整する。 

 解析結果を、実測値と比較して図２に示す。両者は比

較的よく一致しているが、解析結果は実測の７割程度の

スケールで示している。今回の計算では建物に沈着して

いる放射線源を考慮していないからである。 

今後の課題として、境界条件の様々な周辺状況に対応

したモデル化、傾斜地からの影響の考慮、建物自体から

の放射線を考慮した計算精度の向上、などがあげられる。 

５．今後の展望 

計算法が確立できれば、周辺状況に対応した放射線防

除の建築手法のガイドラインの作成、建物周囲における

放射線防除対策（塀の材料・構成）の提案が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 放射線仮想線源面  
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図２ 実測結果と解析結果の比較 



 

 三章三節  住宅の放射能防御と対策 

糸長浩司（日本大学） 

 

放射能防御 硫酸バリウム 水の被曝防御機能 

重晶石 モルタル 放射線防御生活 

 

はじめに 

 除染の効果に限界があることは先に示した通りであり、

住宅の周囲の汚染森林からガンマー線を如何に防御するの

かが、帰還した住民にとっては重要な課題と考える。年間

20m ㏜以下での避難解除には賛成できないが、帰還し生活

している人達がいる以上、住宅、建物での放射能防御策及

び暮らし方について研究し、提案することは「災害建築学」

としても重要と考え、防御の実験及び、放射線化での暮ら

し、特に農的生活のあり方についての留意点を述べる。 

 

1.住宅壁面改良による放射線防御実験 

周囲の森林からのガンマー線を如何に住宅で防ぎ、室

内での空間線量率を低減できるかが課題である。 

筆者の研究室では 2016 年から、放射能防御の効果が期

待でき、かつ、簡単に施工できるように建材の開発実験

を、日本大学斉藤丈士研究室と共同で、先の飯舘村のＫ

農場で実施してきた。その成果の一部を紹介する。 

(1)重晶石モルタル及び左官モルタルの放射線遮蔽実験

（2016 年） 

硫酸バリウムを主成分（含有率 90～98％）とする比較

的安価な重晶石を混合したモルタル・左官材としての放

射線遮蔽性能の評価実験を行った。モルタル材料評価は、

JISA6916「建築用下地調整塗材(下地調整塗材 CM-2)」の

各要求品質値を設定し,その適合性を評価した。混和材に

密度 4.00g/㎝ 3 の重晶石,密度 3.16g/㎝ 3 の普通ポルトラ

ンドセメント,細骨材に表乾密度 2.64g/㎝ 3の標準砂,密度

1.00g/㎝ 3 の蒸留水,混和用ポリマーディスパージョンを

使用する。水セメント比 50％固定,砂セメント比 3.0 固定

とした。重晶石粒度は 0.15～0.075mm で固定し混入率

0,5,10,20,30,40％（砂との体積比）の 6 種、混入率 30%

固定で 3種の粒度、細骨材として重晶石による 4種、合計

10 種のモルタル版を作製し、品質検査（耐ひび割れ性、

曲げ強さ及び圧縮強さ、付着強さ、長さ変化率）を実施

した。すべての試験材は要求品質値を満たした。 

 
図 1 重晶石混合モルタル圧縮強度試験（2016 年） 

 次の版を作製して、飯舘村佐須の放射能汚染地での実

証実験を行った。①先に性能実験した重晶石粒度は 0.15

～0.075mm で固定した混入率 0,5,10,20,30,40％の 6 種の

パネル、及び細骨材として重晶石を混入した７種の「純

正モルタル版」、②混合率 30％で粒度が 2 種(0.15～

0.075mm と細骨材)のモルタルを 9mm 合板にラス網上に塗

った「左官モルタル版」3 種を作製した。各モルタルの厚

みは 15mm外法 300mm四方箱にし、被曝地の地面から 500mm

高さに固定し,箱内に高感度放射線検出モジュール(浜松

ホトニクス株式会社製 C12137-01)で測定した(2016 年 11

月 14 日)。低減率＝(空間線量率-各測定平均値)÷空間線

量率×100 で、低減率算出時の空間線量率は各水準の放射

線遮蔽測定前に測定したものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 実験風景（2016 年、飯舘村Ｋ農場小屋と実験風景） 

放射線低減率は重晶石混入率に概ね比例して増加した。重

晶石混入率 40％で,最大の低減率 36.7％を示した。 

左官モルタル版おいて,概ね純正モルタル版の放射線低減

率と木製合板の放射線低減率の和に整合した。重晶石混合率

30%で概ね、30%以上の低減率を確保できた。 

 

 

 

 

 

 

図 2 純正モルタル版低減率 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 左官モルタル版低減率 

(2)木造作業小屋の外壁水壁による放射能遮蔽実験（2016
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年～2017 年） 

水は放射線遮へい効果がある。そこでＫ農場の小屋を

使用し北側外壁に、簡易な水壁を設置し放射線防御実験

を行った(2017年 2月～3月)。水の放射線遮蔽効果を活用

する。2016 年 8 月、小屋 1 階床上 1m の平均値は 0.28µ ㏜

/ℎで最大値0.38µ㏜/ℎ,2階床上 1m平均値0.36µ㏜/ℎで最

大値 0.48µ ㏜/ℎ，小屋外地上 1m 平均値は 0.44µ ㏜/ℎ で最

大値0.77µ㏜/ℎとなった。2階が 1階よりも相対的に高く,

小屋内中央部が低い傾向となった。小屋北西側の空間線

量が最も高く,小屋外、周囲の森林からの放射線影響が顕

著であると推測できる。 

簡易水壁を小屋北面に構築した。小屋北西面に幅 3m 高

さ 4.5m の建設足場を設置し、その上にコンテナ(内法

28(厚)×50×30 ㎝)内にビニールごみ袋を敷き貯水し、下

段から随時貯水して水壁を設置した。設置前後の内外で

の空間線量率を高さ別で 3 分～5 分程度測定し平均値で低

減効果を評価した。 

厚さ 30cmの水壁が二階窓高 1800cm 程度の位置まで外壁

に設置できた。水壁設置完了後での小屋内外での高さ別

の空間線量率の測定結果から、低減率((同じ高さの外の

線量率－室内線量率)/外線量率×100)を算定し評価した。 

 

写真 2 小屋北西壁の水壁設置(2017 年 3 月 3 日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3 小屋北西壁の内外での空間線線量率測定(2017 年 3月 3 日) 

敷地が除染済のため地面からの放射線はなく、外の放

射線量率は地面からの高さに比例して線量が上がる。周

囲の標高の高い森林からの影響が強いことを示し、除染

後の空間線量率測定では注意をする必要がある。 

しかし、この指摘は一般的に余りされず、除染効果の

測定としては、除染前と同様の方法のみで、除染前の地

上 1m 測定が踏襲されるという課題を持つ。室内の線量率

も床からの高さに比例して線量率が高くなる傾向にある。

二階の窓高までの水壁設置により二階での低減率は 50%と

1 階より高くなる。小屋周囲の森林からの線量に対する水

壁の遮蔽効果である。水壁を 1階高さまでに設置した段階

での二階遮蔽率がゼロに近いことからも推察できる。 

 

図 4 1 階高までの外壁水壁設置による放射線遮蔽効果 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 除染済宅地での森林の影響概念図 

2.農村地域での農的生活を考慮した住宅計画と住宅生活

における放射線防御のポイント 

放射能汚染の影響が長期的に残る森林に囲まれる地域 

で生活することに、筆者は合意しない。村外に安定した

生活拠点を構築した上で、村内での管理を含めた短期的

な一時居住は仕方ない。建築学、住宅学での知見や意見

交換が活発にされていない現実を残念に思う。 

建築学、住居学の本質は、そこに生活する人間の安心、

快適を追及する学問であるとすれば、この厳しい長期的

な放射能汚染地域での住宅計画についての論議が深まる

必要がある。長期的汚染地域での住宅はどう計画すべき

か。その際にどういう放射線防御をとるべきか、この点

について考察をする。飯舘村での実態調査では、2018 年

夏時点で 91 軒の新築住宅があった。在来構法も見られた

が、通常のハウジングメーカーの新築が多くみられた。

先の村民聞き取り調査でも、意識的に放射能防御に注力

している状況でもなく、国から指標、建築学会からの建

築計画・設計方針も出ていない状況であ。課題は非常に

深刻であると言わざるを得ない。 

(1)住宅計画のポイント 

以下に筆者が考える長期的汚染農村地域での住宅計 

画・設計のポイントを列挙しておく。新築、改築でも同

様である。農村地域での住宅は多様な自然の恵みを取り

入れ、パッシブ型住宅が理想であるが、その外の自然が

放射能汚染され、人間へのリスク源となるという矛盾、



 

ジレンマの中での住宅計画である。どこかで折り合いを

つけるということになろう。太陽は十分に活用できよう。

ただ、空気、風は微妙である。風は微量の放射性物質を

運ぶ。土も放射性物質を運ぶ。 

a.宅地は不十分な除染の場合もあり、土ではなく、コン

クリート等の洗浄できる舗装タイプにせざるを得ない。 

b.宅地の裏に森林がある場合は、森林からの放射性物質

を含む土壌、落ち葉の流入は避けられない。住宅の北壁

と森林の境界に防御のための強固なコンクリート壁等の

設置が望ましいが、難しい場合には、極力、森林からの

距離をとって住宅を建てる。どうしてもその余裕が敷地

にない場合は、森林の際にコンクリート等の溝を深くと

り、放射性物質の堆積を誘導し、除去する。 

c.住宅平面計画では、常時いる居間や寝室は、森林側で

はない方に設置する。森林側は比較的利用頻度の低い、

納屋、便所等を設置する。 

d.高い位置での被曝リスクが高いので、2 階建てではなく

平屋が望ましい。二階建てにする場合は、山側の部屋は

寝室とせず、納屋等とする。 

e.平面計画的には、山側、大よそ北側になる空間は、放

射能防御空間として位置づけ、使用頻度の低い空間、室

内縁側空間を設置して防御する。 

f.外部での作業等で放射性物質が衣類等に付着すること

は避けられない。玄関外で極力落とすことが肝心であり、

そのためには、玄関横、他の入口横に、洗い場を設置す

る。農家住宅の特徴である通り土間は必要であるが、そ

の場合には、土間に入る前に、外に洗い場を設置する。 

g.自家菜園での農作業は放射性セシウムが付着すること

は避けられない。農作業後の室内への入れ口は、風呂場、

洗濯場に直結させ、玄関とは別の専用口を設置する。 

h.南面は比較的森林から離れた空間であり、日照条件も

良いので、南面をゆったりとゆとりのある空間とする。 

i.洗濯物を屋外に干すことは精神的負担になる。室内に

サンルームを設置し洗濯ものを干す空間として活用する。 

j.農作業空間と住生活空間は残念ではあるが、完全分離

が望ましい。農業関連作業空間は住宅室内に設けず、別

棟として設置することが望ましい。 

k.農作業等に関係する村民達との交流、打合せの場所は、

別棟の農業棟で全て行うようにする。 

l.農業棟と生活棟は分離するが、雨天を考慮すると大き

な屋根でつながるように配慮する。その空間は車庫空間

としても利用できる。ただ、農作業で使用する軽トラは、

反対側の駐車場が望ましい。 

m.自家菜園の野菜は、菜園の近くに水場を設け、土を落

とし、土のない野菜を台所に持ちこめるようにする。 

n.農業用ハウスを設置しその中に洗い場を設ける。 

(2)建築施工のポイント 

a.外壁、屋根は、洗浄しやすい素材とする。 

b.壁は、厚くし、断熱と放射能遮蔽（重晶石等）の両方

の機能を持たせる。放射能防御には重たい鉛が良いが難

しい場合は、遮へい材として開発された素材が良い。 

ただ、断熱材と放射能遮へい材の両用が最も好ましい。 

c.実験によると水壁の効果はあり、貯水壁の活用も検討

する。太陽温水との併用の可能性も追及できる。 

d.窓は最も放射線被曝リスクが高い面であり、極力窓面

は少ない方がよいが、室内環境及びパッシブ建築にとっ

ては重要である。北面の窓面は極力少なくても良い。 

e.換気の課題をどう解決するか。新鮮で放射能汚染され

ていない空気を室内に入れたい。ただ、むやみに窓を開

放することは避けたい。基本的には室内が正圧であれば

屋外の空気は侵入しない。ただ、これでは新鮮な屋外空

気を遮断することになる。屋外空気を室内に居れば個所、

特に換気口は放射性物質を付着させられるメッシュ素材

を吟味し、かつ、頻繁に交換することとする。 

新型コロナ禍で換気の必要性が指摘されているが、屋

外に放射性物質がある地域での開放型換気は厳しい。全

熱交換型の換気システムの導入が望ましいが、費用等を

考えると厳しい。スクリーンやカーテン等を有効活用し

た対策が考えられる。花粉症対策でのスクリーン防御に

類似したものとなるが、頻繁な洗濯、交換も必要となる。 

f.施工ではないが、飯舘村での新築住宅の状況を概観す

ると、煙突のある住宅が多々ある。これはストーブ、風

呂の燃料として薪を使用していることを示唆する。村当

局は汚染樹木の燃料とし使用しないように指導している

が、燃料代節約の意識の中で、今まで通りの燃料の利用

が行われている可能性もある。この点については調査研

究と適切な指導、基準づくりが急務といえる。 

 

終わりに 

 ICRP の新勧告 146（2020 年 12 月）では、避難解除され

た地域では、10 ミリシーベルント/年以下で我慢して、放

射能防御文化の育成をすべきとしての指摘があった。この

指摘での 10ミリシーベルトには納得できないが、現実に放

射線が通常の 10倍以上もある地域での住宅、建物の有り様

に関して、「災害建築学」の視点からの適切な対処、建て

方、住まい方、住宅・建物の維持管理についての研究と助

言、社会的発信が求められている。 
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 三章四節  帰還後の農的生活の課題 

糸長浩司（日本大学） 

 

里山 農的生活 山菜 

野菜への移行率 住宅補修 放射能対策 

 

はじめに 

 10 年経過し、避難解除がされ帰還困難区域は別として

帰還して生活を始めている被災者もいる。ここでは飯舘

村への帰村者及び二地域居住をし始めている村民の住生

活や農的生活の状況の把握と、里山暮らし、農的生活の

課題について検討する。 

 

１．帰村者の生産する農産物、山菜の放射性セシウム 

(1)Ｉターン村民（伊藤延由氏）による測定結果（2018 年） 

 伊藤氏は Iターン者で、発災後から放射能汚染実態に個

別に丹念に調査、測定を自力で実施する 70 代の男性であ

る。伊藤氏は IISORA のメンバーでもある。 

 野菜系では、露地試験栽培でのミニトマトで Cs137 は

5.7Bq/kg、じゃが芋は Cs137 が下限値 2.4Bq/kg で不検出

であるが、薪ストーブの灰（高濃度の Cs を含む）を肥料

として試験栽培したじゃが芋は 2689Bq/kgという異常な危

険値の Cs137 を含んでいる。西瓜は Cs137 が 6.4Bq/kg で

ある。自生するシソ（青じそ）の葉は、Cs137 が 20.7～

60.5Bq/kg である。 

山菜について、以下は全て Cs137の数字で述べる。山椒

は 8.4Bq/kg、ふきのとうは、9.3～235.9Bq/kgの幅で検出

され、当面は食することはできない。フキは 33.4～

175.7Bq/kg であり、食することは出来ない。オヤマボク

チは、ゴンボッパと呼ばれ、村の特産品である凍み餅の

材 料 と し て 重 宝 さ れ て い た 。 こ の 値 は 、 92.3 ～

201.3Bq/kg であり、当面は地元産のオヤマボクチを使用

した凍み餅づくりは出来ない。 

(2)帰村した女性農業者の農業生産 

 2017 年度に、郵政助成金を活用して温室と汚染されて

いない黒土とハウスを提供し試験栽培を依頼した女性農

業者である。2017年度栽培では、土壌表面線量率が 0.7μ

Sv/h の農地で栽培したナス、キュウリ、白菜の Cs 量を測

定した。生のままの測定で、ナスは Cs137 が３Bq/kg、キ

ュウリは 2Bq/kg、白菜は 3Bq/kg と低い。移行率は、ナス

で 0.1%、白菜で 0.8%である。ハウス内で 2018年冬に、正

月菜、小松菜、チンゲン菜、ホウレンソウ、春菊を試験

栽培し、小松菜のみが 1Bq/kg であった。他の野菜は検出

限界値 1Bq/kg 前後で不検出となった。 

2018 年度露地栽培で、Cs137 は人参 2.9Bq/kg、ゴンボ

ッパ 13.5 で山菜は多少高い。2019 年度は人参で不検出、

大根 2.0Bq/kg、ピーマンとネギは不検出であった。自家

用野菜の生産、特にハウス内での野菜でよる内部被ばく

のリスクはない。ただ農地が原発事故以前のクリアラン

スレベルである 100Bq/kg を超える状況で、自家用野菜づ

くり農的な生活をすることの理不尽は解消されていない。 

 表 3 飯舘村Ｈ女性農家の除染済農地と野菜の Cs 量 

（測定は糸長浩司） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1・2 飯舘村 H 氏の自家・販売用菜園（2019 年） 

 

２．里山の幸（蜂蜜、栗等）の Cs 量 

 農的暮らしの魅力の一つには、里山にある実のなる樹

木からの木の実の収穫にある。里山の恵みである。Ｋ農

場の持ち主の菅野哲氏は、震災前から銀杏を 100本以上植



 

えて、その収穫を楽しみにしていた。その矢先の震災で

あり被曝であった。銀杏は根が浅く、概ね樹幹の地上近

くに根を張っていく。そのため、除染により銀杏の幹の

周囲を削り除染することは銀杏を死なすことになるため、

除草程度の除染しかできない。2018 年の銀杏の実は果実、

芯の実別で測定したが、Cs137 で 4～6Bq/kg であった。栽

培作物より多少高い Cs 含有であった。小屋の横にある栗

の実も測定した。ただ、健全な栗の実を収穫することは

困難でもある。猿がすぐに収穫して食べてしまい、残さ

れた実の皮のみである場合が多い。測定した栗の実は周

囲のしり食べられる実のみを測定すると、 Cs137 で

1090Bq/kgと高い。2017年に同じ場所で採取した栗の実の

Cs137 は 1500Bq/kg 以上であったことから半減期での低減

以上に低減しているといえる。ただ、Cs137の半減期が 30

年であることを考えると。今後 50 年は食することが厳し

い実態があると言わざるを得ない。里山の貴重な恵み、

農的生活が剥奪されたまま継続することを意味している。 

表 3-8 銀杏と栗のセシウム量（2018 年） 

 

 

 

 

 

 

 共同支援研究を継続的にしている、大学の同僚で養蜂

の研究者である内ケ崎万蔵准教授に協力していただき、N

農場に西洋蜜蜂を導入しその養蜂箱を農場に設置した。

2017 年は農場の作業小屋の横に設置したが、トラップを

設置しなかったために、スズメバチに蜜蜂が食べられて

しまい、蜜は採取できなかった。そのため、その後に設

置したトラップで採取したスズメバチの Cs を測定した。

Cs137 で 147Bq/kg あった。また、2018 年は小屋の壁にあ

つたスズメバチの巣を採取し Cs 量を測定した。Cs137 は

4553Bq/kg と高い値であった。巣の材料は木の皮などであ

り、その影響により高いものと推察できる。2019 年春に、

農場の森林部に西洋蜜蜂を設置した。8 月採取の蜂蜜は、

Cs137 は 26Bq/kg、蜜蝋は 43Bq/kg、養蜂箱入り口のトラ

ップで採取した蜜蜂の足についていた花粉類は 32Bq/kgで

ある。夏の次期に採取した蜂蜜の Cs 含有量は少なかった。 

表 3-9 蜜蜂のセシウム量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3・4 飯舘村内でのＫ農場での銀杏栽培と養蜂(2019年) 

３．住宅改善と住まい・農的暮らしでの放射能防御意識 

帰村か二地域居住する長年の友人の飯舘村民に住宅再

建、放射能対策、住まい、農的暮らしにおける放射能防

御意識について、聞き取り調査した。下記の 4軒である。 

①自宅を改築し帰村した村民ＨA（男性） 

②自宅を改築し帰村した村民 HO（女性） 

③自宅を新築し帰村した村民 TA（夫婦） 

④自宅を改築し、二地域居住を続ける村民 IC（男性） 

帰村村民は放射能被曝リスクに関して敏感になってい 

ない(表 5)。放射線が見えないということもあり、無意識 

的に無視しているともいえる。ただ、室内に放射性物質 

が流入しない配慮や洗濯物への付着等に配慮している。 

住宅の建替え、リフォームも放射線防御を意識した構法 

はなく、壁への付着の回避、断熱性能の向上が主である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3・4 飯舘村民で二地域居住する IC 氏の改修した自宅

とブルーベリー農園（2019 年） 

まとめ 

 帰村や二地域居住する飯舘村民達は住宅の改修や新築

で住宅をと整えてきた。ただ、放射能防御を意識した住

宅改善ではなく、断熱等の改善がメインであり、放射能

防御のための住宅改善意識は高いとは言えない。これは

行政指導や放射能防御のための助成制度等がないことも

影響している。災害前と同様の里山・農的な生活を希望

はするが、森林汚染により厳しい状況は続いている。か

つの里山の幸を安心して享受できるには 100年近くかかる

かもしれない。原子炉等規制法のクリアランスレベルの

100Bq/kg を超える農地で農作業を強いられるという理不

尽が続くが、幸いなことに生産された野菜への移行率は

極端に低く、自家用や販売用として利用されている。 
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2018 9月 2018 9月 Cs134 Cs137 Cs合計
銀杏実全 nd 1.6 6 6
銀杏実種殻付き nd 1.2 4 4
銀杏実果肉 み 0 4 5
銀杏実殻無し実 nd 1.2 4 4

小屋横　栗 中身いが付き 103 1090 1193

銀杏実

2018 9月 スズメバチ 巣 447 4553 4999
蜂蜜 2 26 28
蜂花粉 2 32 34
蜂蜜ロウ 4 43 47

2019 8月
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 表５ 飯舘村民の住宅改善と住まい・農的暮らしでの放射能防御意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族

名 

家族状況 帰村定住有無

（帰村●、二

地域▲）、理

由 

住宅状況・放射能対策 帰村後住生活・配慮 農的生活 防犯・その他 

ＨＡ 世帯主年齢

６６歳男

性。震災前

８人→震災

後３人（夫

婦と高齢

父） 

仕事：震災

前は酪農農

家。現在は

農業（主に

除染農地管

理栽培等） 

●。放射能汚

染が低下、故

郷を荒廃させ

たくない、福

島などの都会

だと体がなま

るし、かとい

って村外から

通っての農業

を続けるのは

困難である。 

建坪：250m2、宅地面積：

約1500m2。納屋・畜舎：

解体済。跡地に加工場を建

設。平成4年に新築し被

災。帰村に際し改修。減築

や増築ない。 

特別な放射能防御はない。

イグネ（防風林）を切り線

量は劇的に下る。壁も吹き

替え汚染低い。 

日中は居間。放射能に関わらず、泥

を家に落ち込まない慮。洗濯・布団

は外に干さない。震災前から井戸を

使用、浅井戸を2年前に50mの深井

戸を掘り使用。 

山には入らない。最近は

山に入らないことが習慣

化。野生の山菜やキノコ

を欲しなくなった。野菜

は作っていない、おすそ

分け。 

震災前はカギを掛

けることもなかっ

たが、鍵を付け替

え、かつ外出時に

は鍵を掛ける習慣

化。監視体制の強

化希望する。 

ＨＯ 世帯主婦

人：６４

歳、世帯人

数の変化：

震災前８人

→帰村後2

人（世帯主

夫婦のみ） 

仕事：農業

（自給、少

しの販売） 

 

●、避難解除

直後、避難先

では野菜がま

ずいし、土の

ふれあいも出

来ない。避難

生活での団地

は狭く、子供

が来ても対応

できない。町

の暮らしに慣

れない。 

２階を入れて70坪。宅地面

積：700m2。平成10年に一

部改築し28年にリフォー

ム。瓦、野地板を取り換、

室内線量は低下、居間の内

装はクロス替え、天井張り

替、三重ガラス（寒さ対

策）。外壁はサイディング

を張る。 

震災は井戸水利用率高、今は村の水

道水主。太陽熱と灯油で風呂、以前

は薪風呂。居間滞在多い。寝室は北

側部屋。放射能については、あまり

気にしない。 

農作業着も一緒の洗濯

機。農地の草は増やさな

い（野生動物対策）。自

家野菜は露地、ハウスで

生産し、道の駅で販売も

する。ベクレルは頻繁に

計っている。防虫対策で

葉物はハウスで無農薬で

生産。連作回避で２つの

ハウスを活用。震災前は

木の葉の堆肥、納屋改造

して味噌加工場に改修。 

セキュリティの契

約は帰村後解除し

た。出かけるとき

にカギをする程

度。震災前はカギ

をしなかったが、

今は鍵をする。習

慣が変わった。 

ＴＡ 世帯主男性

７２歳、妻

７０歳、震

災前３人

（夫婦と長

男）→帰村

後３人（同

様）。村外

に中古住宅

購入。 

●。避難解除

時。福島市内

の避難先で借

りていたお店

の家賃が高

く、払いきら

ない。補償も

切れるので村

に帰り店を再

開した。多く

の村民に利用

されている。 

震災前50坪（2階入れ70

坪）で、建て替え後は50坪

平屋。新築建替え決意は平

成26年頃。この頃帰村は意

識。宅地は除染したので、

特別気にしない。大工から

は、放射能が入らないため

に気密化勧められた。二重

ガラス（断熱対策）。PVを

屋根に設置。敷地にはコン

クリートを張った。草むし

りが大変なので。 

店に居る以外は自宅茶の間多い。放

射能測定器を玄関内に置いたが、壊

れ放置。床上1mで0.1μSv/h前後。

最近は放射能問題を気にしない。震

災後洗濯物を外に干ない。面倒なの

で乾燥器。震災前は布団を干した

が、今は干さない。夫が風通しのた

めに窓を開けるが、妻が閉める。エ

アコンの好みの度合いが異なる。放

射能が理由ではない。 

トマト、キュウリ、ナス

などは農土等を買って、

店の横で自作している。

知り合いの農家が持って

きてくれることがある。

また、福島に避難して農

業をしている村民から軽

トラック一杯買ってい

る。 

寝るときには鍵を

かける。買い物は

川俣まで行く、日

常は川俣、街中の

スーパー。週2回

移動販売が川俣か

ら集会所に。震災

前はこの業者は来

なかった。いわき

から魚屋が移動販

売できていた。 

ＩＣ 世帯主男性

６５歳、 

震災前４人

→ 

震災後３人 

職業：商

業、飯舘村

での農業

（ブルーベ

リー） 

▲。福島市内

に避難したま

まで商業再開

継続。月6～7

回は村に行

く、農地の草

刈りをはじめ

管理が中心。 

建坪75坪（併設の倉庫は

別）宅地は300坪、2017年

に全面リフォーム、瓦は放

射能除染し吹き替えなし。

天井裏はセルロース断熱材

入。壁に断熱材。間取りは

変え梁を追加。。窓はペア

ガラス（断熱性能向上）。

換気扇付きの洗濯部屋を作

った。外壁は陶器系サイデ

ィングに替え、内壁はクロ

スを変え、床の一部は張替

えた。宅地は除染のまま。

屋敷林一部は伐採し、森林

組合に依頼し搬出。 

村に帰宅した時、一人で宿泊。放射

能はほぼ気にしない。行った時は、

窓は必ず開けて換気野良仕事のあ

と、放射能を持ち込むことについて

は、今は気にしていない。震災後

６、７年は気にしていたが、今は気

にならない。洗濯は村でする。放射

能対策よりも汚いものを持ち帰りた

くない。農作業後は作業着を外で脱

いで風呂。昼食時は、野良着で室内

で食事。水は村の水道水を使用。震

災前は水道と山の自給水2系統。修

理して自給水は使使用したい。用途

は、畑の散水に用いたい。 

今年からブルーベリーの

管理、福島市内の仕事で

十分な時間は割けない。

下限値5Ｂｑ/ｋｇ程度で

不検出で販売。行政区の

復興組合参加し。今後の

農業方向は小規模多品目

でベリー類、杏、プラ

ム、プルーンなど、メジ

ャーでないフルーツを育

てて加工、ハーブ類の可

能性。農地自体での復興

の展望ある。山仕事は、

時間がないので森林組合

委託予定。 

寝るときにカギは

占めるようになっ

た。村には知らな

い人が多く入る、

泥棒等の侵入は心

配である。道路向

かい家が帰村して

いるなど、他地域

に比して帰村率は

高いので安全性は

高い方だと思う。

消防は必要。不在

宅なので、火事心

配。 



 

 三章五節 栽培実験による被災地域での農地活用の可能性と課題 

糸長浩司（日本大学） 内ヶ崎万蔵（日本大学） 浦上健司（EAS） 

 

放射能汚染農地 試験栽培 放射能移行率 

ベクレル エネルギー作物 エタノール 

 

１．目的 

 飯舘村の非除染農地、除染済農地での作物の試験栽培 

を行い、汚染土壌からの作物への移行状況等を明らかに 

する。あわせて、放射能汚染され、除染後も放射性物質 

の残存する農地の有効活用策として、エネルギー作物の 

可能性について検討する。 

 

２．飯舘村佐須のＫ農場での試験栽培結果 

(1)農地の概要 

実験農場は、筆者と長年、飯舘での村づくりの関係者

で、震災後後も共同した活動をしてきた飯舘村民の菅野

哲氏所有の飯館村佐須字虎捕の農場とした(以下、「Ｋ農

場」と略記)。Ｋ農場は、2011年の放射能汚染直後時での

空間線量率は、4～6μSv/h であった。除染前の畑地土壌

は 2014 年で表層 2cm 層に 11612Bq/kg、2～4cm 層に

9842Bq/kg、4cm 層までに 96.5%が付着している状況で農

場は 2014 年秋に除染は終了している。 

 
図 1 Ｋ農場の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２農場とその周囲の空間線量率（（地上１m）2016年１月） 

 

(2)2017 年度までの試験栽培 

放射能被災農地での農業生産は当面は、食糧用の農産

物は難しいと当初は考え、エネルギー作物栽培の可能性

を村民と共同で探ることを目的に試験栽培を継続的に進

めてきた。 

1)スイートソルガム 

 スイートソルガムは，茎を絞った抽出液を原料として

エタノール化する。搾りカスのバガスはメタンガス化の

原料となる。2015年～2017年で試験栽培した。2017年の

試験栽培結果を紹介する。非除染農地の Cs134+137 量が

深度 25cm で平均 2272～2426Bq/kg に対して，除染済農地

で平均 64～268Bq/kg である。除染済農地の 20～25cm で

855q/kg あり，除染で完全に土中の Cs 除去が出来ていな

いという除染の限界と農地再利用の課題を残していた。 

 2.5m 以上の丈のソルガムが生産できた。非除染農地で

は，株数が少なく，個々の株の茎重量は除染農地より重

いが，全体の生産量は低く。除染農地のソルガムは細く

密集抽出量が相対的に多いといえる。カリウム施肥の有

無での差が明瞭ではないが，非除染農地ではカリウム施

肥無の方が収量は多く，除染農地では逆に施肥有が多い

傾向となった。現場で茎から液は抽出した。抽出用機械

は簡易絞り機械とより細かく抽出できる機械を使用した。

液の抽出率は 0.45 として計算すると、栽培面積当たりで

は，非除染東段 1.42kg/m2，非除染西段 1.61kg/m2，除染

東段 2.73kg/m2，除染西段 2.5kg/m2 である。 

ソルガムに関しては，他の作物として比較しても除染

済農地の方が単位面積当たりでの生産量が高い結果とな

った。有機質等の土壌の質が良好でなくても，密着して

栽培することで単位面積当たりの液の抽出量を短期的に

は増やすこともできる結果である。尚，スイートソルガ

ムの抽出量の目安として，「スイートソルガム研究会」

(一㈳アルコール協会，2016 年)では，13～43 トン/ha で

ある 3)。Ｎ農場では，非除染農地で 14.2～16.1 トン/ha

で，除染済農地で 25～27.3 トン/ha であり，ある程度の

生産量が確保できたこととなる。 

また，1kg の生茎から 0.081ℓ のエタノール生成率とす

ると，非除染農地で 2.6～2.9kℓ/ha，除染済農地からは，

4.5～4.9kℓ/ha のエタノール生成が可能となり，エタノー

ル化の経済性もある程度見通せる。茎からの抽出液の

Cs137 の含有量は，非除染農地のソルガムで 1.3Bq/kg に

対して，除染済農地のものは 3Bq/kg であり，移行率は非
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除染農地のもので 0.06%に対して除染済では 1.29%となる。

除染済農地での農地の非栄養価が Cs を吸収することを意

味している。ただし，３Bq/kg程度であり，エタノール化

に際して危惧される移行ではないと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 栽培したスウィートソルガム 

2)ヤーコン栽培結果 

非除染農地の深度 30cm 平均で Cs137 は 2250Bq/kg，除

染農地 185Bq/kg である。ヤーコンの茎の成長や芋の成長，

収穫量を比較すると、非除染の方が除染農地より成長量

は良い。除染済農地の土壌の非栄養価が課題となる。

Cs137の含有量を比較すると、非除染農地のヤーコン芋は

0.5Bq/kg で 0.02%の移行率，除染済でのヤーコン芋は

0.9Bq/kg で移行率 0.49%である。微量に Cs が含まれ，除

染済農地でのヤーコンの方が移行率は高い傾向にある。

しかし、食することもできる状況ではあった。 

3)二条大麦 

ビール原料となる二条大麦の試験栽培を 2016年 11月～

2017 年 7 月に実施した。除染済農地と非除染農地での二

条大麦の収穫量を比較した。収穫籾量では，除染済農地

と非除染農地では，概ね 1:1.5 の比率であり，除染済農

地での収穫量の低下が顕著である。この理由は後で土壌

分析の所で明らかにする。 

栽培した二条大麦の Cs137 含有量，移行率について解

析する。非除染農地は表土の空間線量率は 0.9～1.1μ

Sv/h，土壌深度 20cm で平均 2074～2558Bq/kg である。

2014 年末に除染済で客土された除染農地表土の空間線量

率は 0.4～ 0.5μ Sv/h，土壌深度 20cm で平均 58～

1678Bq/kgである。除染により線量率は非除染農地に比較

して半分以下にはなっているが，除染済であっても土中

には一定の Cs が含有したままである。二条大麦に生育過

程と収穫後で，幼葉・若葉・藁・穂に含まれる Cs 量を測

定した。幼葉・若葉での Cs 含有量が多い傾向である。特

に除染済農地での幼葉・若葉には Cs137で 29～36Bq/kgあ

り，土からの移行率では 1.7～2.2%と高い。 

推察段階ではあるが，麦はムギネ酸によるキレート戦

略により，土中の Cs の溶解と吸収も高めていることも推

察できる。ただ，この点は今後の研究課題である。乾燥

後の藁への Csの移行も 3～36Bq/kg程度はある。エネルギ

ー原料としての汚染は無いに等しいといえる。相対的に

は，除染農地の方が非除染農地よりも Cs 移行率は高い。 

4)土壌成分の比較 

除染農地が非除染農地と比較して Cs 移行率が高く，か

つ成長が低い要因を土壌分析から考察する。非除染農地

は Cs 移行の目安である交換性Ｋが 20mg/100g を越え，70

～80 と高く，Cs の植物への吸収が抑制されている。一方

で除染農地は交換性Ｋが 13～18の低く，Csの吸収が相対

的に高いと推察できる。CN比では非除染農地は 10～14で

良好な畑地土壌であるのに対して，除染農地は 7～9 と低

く，N，C，Pも少なく，作物生産のための地力の低下が顕

著である。除染後農地を有効活用していく上では，土壌

成分のバランス向上、土壌改良が重要な課題となる。 

表 1 農地の土壌成分（2017 年。日大磯部研究室調べ） 

 

 

 

 

 

(3)2018 年度からの試験栽培による放射性セシウム動向 

試験栽培を菅野哲氏と共同して継続している。 

1)麦の栽培 

非除染農地、除染済農地で 2017 年播種、2018年刈取り

でセシウムの移行状況を確認した。非除染農地では、

25cm 深まで 2000Bq/kg 程度のセシウムは残存している状

況であるが、Cs137は収穫した穂では 2～3Bq/kg程度で少

ない。ただ、茎（藁）は、高い藁で 151Bq/kgと高い Csを

含有している。除染済農地では 20cm深では 400Bq/kg程度

であるが、20～25cm 深は 4000Bq/kg 程度残存するという

不安定な汚染土壌である。藁は 6～11Bq/kg、穂は 2～

3Bq/kg の Csの含有量である。値は低いが、非除染農地よ

り農地の Cs 量が 1/5 程度であるにも変わらず、穂と藁へ

の移行率は除染農地で栽培の麦の方が高くなる。これは、

先に見たように除染農地の土壌成分条件で、カリウムが

少ないことが起因していると想定でき、除染済農地での

施肥、土壌改良が必要なことを示している。 

2)陸稲の栽培 

飯舘村では伝統的な稲作慣行を中段したくないという

村民達の意向で、除染済農地での水稲作が実証的に進め

られている。水稲への Cs 移行もそれほど高いとは想定で

はないが、水稲栽培の際に、水は不可欠であり、稲の生

長の時期に水を吸い上げる。その時に、放射能汚染され

た懸濁水を吸収し、思わぬ被曝を稲がする可能性も否定

できない。水田での農業生産の不安定性がそこにあると 



 

 

写真 2 麦の栽培農地（2018年） 

表 2 麦の農地及び茎、穂のセシウム量 

 

考える。そこで、筆者は畑地で栽培できる陸稲の可能性

を示すために、2018 年度から除染済農地での試験栽培を

した。 

2018 年の結果では、農地の土壌は 100～200Bq/ kg 程度

で、部分的に高い個所で 900Bq/ kg程度であった。穂は、

2～3Bq/ kg であり、やはり麦と同様に除染済農地として

のカリウム不足の問題があると推察した。2018 年の収穫

後の穂は全て猿の被害にあい、収量は 0 となった。電気

柵を設置して、猪の被害は防げていたが、猿の被害は防

げない状態であった。 

3)ネギとニンニクの栽培 

ネギは非除染地で土壌は 2000Bq/ kg程度の Cs汚染があ

り、ネギの茎の Cs137は 4Bq/ kgである。政府の販売基準

値の 100Bq/ kg、県の基準値 20Bq/ kg 以下であり、販売

等 

 

写真 3 陸稲の栽培農地（2018 年） 

も問題のない状態ではある。除染済農地は、他の除染済

農地と比較して汚染状況であり、1000Bq/ kg を超える個

所もある。深さ 20～25cmでは 2000Bq/ kgを超える汚染農

地である。しかし、ネギは１Bq/ kg 程度のセシウム含有

で、2019 年度での栽培でも同様の傾向であり、ネギを食

することによる Cs の内部被曝リスクはない程度である。 

にんにくを除染済農地に栽培した。土壌の Cs137 は、

26～224Bq/kg であり、にんにく玉は 1Bq/kg含有していた。

問題のある Cs 量ではないと判断できる。 

 

写真 4 ネギ栽培農地、除染済農地（2019 年） 

表 3 ネギ栽培農地とネギのセシウム量（2018 年） 

 

4)さつまいも、ヤーコンの栽培 

 サツマイモは、2018 年は非除染農地で栽培した。3 か

所の農地の Cs の測定結果は、2000Bq/kg 前後での汚染状

況であり、収穫したサツマイモには、1～２Bq/kg の

Cs137 の含有であり、問題のある Cs 量ではなかった。 
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表 4 ネギ栽培農地とネギのセシウム量（2019 年） 

 

表 5 にんにく栽培農地とセシウム量（2019 年） 

 

表 6 サツマイモ栽培農地とセシウム量（2018 年） 

 

 
写真 5 サツマイモ栽培農地（除染、2019 年） 

 ヤーコンは飯舘村では以前から特産品で、気候的にも

栽培に適していると判断し、でんぷん質を豊富に含み、

エタノール転換できるエネルギー作物として期待できる

ことから試験栽培を継続的にしている。 

 

図 3 サツマイモ（除染農地、2019 年） 

2018 年のヤーコン栽培の除染済農地は、深さ 25～30cm

層は 800Bq/kg あったが、その上部の土は 50Bq/kg 以下で

低い。従って、ヤーコン芋は下限値 0.5Bq/kg で不検出で

あった。非除染農地の土は深さ 20cm 層までは 2000Bq/kg

を超える汚染状況であったが、ヤーコン芋の Cs137 は、

誤差 20%で 1Bq/kg と低い状況であった。 

 以上、根菜類への Cs 移行は極端に低いと推察しても良

いと判断できる。 

表 7 ヤーコン栽培農地とセシウム量（2018 年） 

 
 

３．放射能汚染農地でのエネルギー作物を活用したバイ

オマスエネルギー化実験 

(1)試験栽培のソルガム・ヤーコンのエタノール化による

放射性セシウム残留評価（2016 年） 

 Ｋ農場で生産した原料は微量であるが Cs を含有してい

る。これを蒸留発酵させエタノールを精製し、Cs の残存

量を測定した。実験は日大の研究室で行った。 

ソルガムの茎からの直接の抽出液では、Cs137 で 2.2～

5.1Bq/kg 程度の含有であるが、エタノール化した液は、

検出限界値 0.9Bq/kg で不検出であり、エタノールへの放

射能汚染は無いと判断できる。 

ヤーコンの生芋では、Cs137 で 4.2Bq/kg、煮た芋ペー

ストでは 1.8～12Bq/kg と幅があるが、エタノール化した

液では検出限界値 0.5～0.7Bq/kg で不検出であり、エタ

ノール化での問題はないと判断できる。ヤーコンは葉で

の放射性セシウムの蓄積が比較的高い傾向にある。 



 

 

(2)メタン発酵実験（2015 年～2016 年） 

 Ｋ農場で試験栽培したエネルギー作物を用いてメタン

発酵実験を行った（2015 年）。サツマイモ(非除染：立体

栽培:0.054%･非立体栽培 0.065%･除染済み:1.82%）、ソル

ガム（非除染:0.025%･除染済み:1.14%）と移行率は低かっ

た。2 種類の栽培法のサツマイモに関してもどちらも移行

率に大きな差はみられなかった。 

表9試験栽培しているサツマイモの土壌からの移行率 単位（㏃/㎏）2015年 

 

 

 

 

 

 

表10試験栽培しているソルガムの土壌から移行率 単位（㏃/㎏）2015年 

 

 

 

 

 

 メタン発酵させメタンガスを生産した後の残留液肥と

脱硫装置として用いた水タンクの貯留水の Cs を測定した。

Cs はサツマイモ(残留液肥:22.8 ㏃/㎏･脱硫装置の水：不

検出で 0.8 ㏃/㎏の検出限界値で不検出),ソルガム(残留

液肥:23.9 ㏃/㎏･脱硫装置の水:1.3 ㏃/㎏の検出限界値で

不検出)であり、メタンガスへの Cs の移行はないと考え

られるが、残留液肥には Cs が濃縮される傾向にあるとい

える。また、この実験でのメタンガスの量を算出した結

果サツマイモ:22.57ℓ/㎏･ソルガム:38.84ℓ/㎏と推計した。 

 Ｋ農場で生産した二条大麦藁・藁粉を用いて、セルロ

ース系のメタン発酵実験を行った（2016年度）。ガス発生

量は二条大麦ワラ粉 5mmが 1番多く，細かいワラ粉は分解

促進が早いと考えられる。二条大麦試験農地は非除染農

地で 15cm 深 Cs137 は 2400～2800Bq/kg で，麦藁は 3～

12Bq/kg であり，移行率は 0.1～0.5%程度であった。二条

大麦藁での発酵槽の残さの Cs は，検出限界値 0.5Bq/kg で

不検出であり，糞と水での希釈により，ガス化での Cs 汚

染は問題ではないと思われる。 

４．放射能汚染地域でのバイオエネルギー戦略提案 

 筆者はブラジルでのバイオエタノール推進の研究を同

時に進めてきた。ブラジルで、ビソーダ大学が支援する

コミュニティベースでのサトウキビによるバイオエタノ

ールの地産地消戦略を視察した。このようなバイオエネ

ルギー戦略の可能性が飯舘村等の被災地で可能である。 

 

図１ 放射能汚染農地を活用したバイオエネルギー戦略図 

 

まとめ 

 放射能汚染された農地は除染しても放射性セシウムは

残存している。その農地を活用して生産された農産物へ

の移行率は低く、食用とする上では問題はないといえる

状況ではある。ただ、周囲の森林汚染は継続している点

を考慮すると、ハウス内での管理型農業生産が適格であ

るといえる。しかし、広大な除染済農地の活用に関して

は、食用ではなくエネルギー作物栽培とバイオエネルギ

ー生産の戦略が有効である。機械化しやすく、農業機械

内での作業をメインとすることで粉塵にまみれるリスク

をされることもできる。コミュニティベースで推進する

ことで被災農村での一つの大きな農業再生の戦略として

検討する必要がある。 

 

 尚、本研究は「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 

「被災農地を活用した再生可能エネルギー産業創生のための

生物系―工学系連携拠点の構築」」（2014～2018）の研究の一

環として進めた。 
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N農場生産 ソルガム ヤーコン エタノール化 Cs  2016 12月測定 

瓶 Cs134 Cs137 Cs合計
抽出液 A1-2 1.2 5.1 6.3
抽出液 A2-2 0.8 2.8 3.6
抽出液 B2-2 nd 0.9 2.2 2.2
エタノール A1-2 nd　0.8 nd 0.9 -
芋煮る 2.1 4.2 6.3
芋ペースト Y-1 2.3 12.2 14.5
芋ペースト Y-2 0.7 1.8 2.5
エタノール Y-1 nd 0.6 nd0.7 ー
エタノール Y3-1 nd 0.5 nd 0.5 ー
エタノール Y3-2 nd0.6 nd 0.6 ー
葉 3.7 21.5 25.2

ソルガム　

ヤーコン

表 8 放射能汚染のエネルギー作物のエタノール化での Cs 量 

深さ 0-5cm 5-10cm 10-15cm 平均 移行率 ％ 
サツマイモ土 立体型 2263.5 2243 1550.5 2019.0 0.054
サツマイモ土 地  4103.2 5556.6 4457.4 4705.7 0.065

 立体型 
 地  

サツマイモ土1 67.2 96.1 13.9
サツマイモ土2 125.5 94.9 65.1

収穫したサツマイモ Cs 1.4

1.815

収穫したサツマイモ Cｓ 

非  

  済み 77.1

1.1

3.06

深さ 0-5cm 5-10cm 10-15cm 平均 移行率 ％ 

ソルガム土1 5284.4 4972.8 3855.8
ソルガム土2 3989.8 3243.7 3050.6

ソルガム土1 115.5 141.9 66.1
ソルガム土2 169.6 279.4 227.8

収穫したソルガム Cs 

非  

1.0

4066.2 0.025

1.9

166.7 1.140

収穫したソルガム Cs 

  済み
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 四章一節 避難・帰還・コミュニティ再建の課題 

糸長浩司（日本大学） 

 

原発災害避難 初期被ばく 長期避難 

農村集落 コミュニティ再建 帰村意識 

 

はじめに 

 本節では飯舘村での発災後の避難、その後の一部帰還の

動向や被災住民の意識、コミュニティの再建の課題につい

て、筆者の一連の支援研究成果を報告する。一章等の放射

能汚染実態と併せて読んで頂ければ理解は深まる。 

 

１.飯舘村民の初期被ばく推計 

(1)飯舘村の発災時の状況 

筆者は，原発公害に見舞われた飯舘村を支援すべく 3 月

16 日に「飯舘村後方支援チーム」（代表）糸長浩司）を立

ち上げ、村や村民に対する支援を実施してきた。同村に死

者、行方不明者、重傷者、軽傷者等の人的被害はなく、全

壊、半壊、一部損壊等の住戸被害も記録されていない。端

的にいえば、飯舘村に震災被害はなかった。それゆえ村は

甚大な被害の太平洋沿岸の近隣地域の津波被災者、そして

12 日未明に 10km 圏に拡大された原発事故の避難指示圏域

の住民救護に当たり、公共施設 4 箇所で被災者を受け入れ

た。避難者数はピーク時の 15日に 1,305人で、16日に 882

人、17 日に 453 人で 20 日は 0 人と急減している。15 日の

夕刻からの降雨、降雪による村の放射能汚染が原因である。

震災被害の甚大な地域住民を軽微な被害の周辺地域が助け

るという至極当然な構図を、原発事故という人災が崩した。

なお，村では 19 日、20 日に村民の集団自主避難を実施し

た。村は，放射能汚染を契機に援助側から被災者側に回る

こととなる。 

3 月 15 日午前中に発生した福島第一原発 2 号機の格納容

器の爆発で、大量に大気中に放出された放射性物質は北西

に流され、夕刻に飯舘村で観測された雨や雪とともに降下

した。東京電力福島第一原発から 39kmにある役場庁舎付近

のモニタリングポスト（地上 1m）では、同日の 18:20 に最

高値（44.7μSv/h）の空間線量が観測されている。長泥行

政区では最大 200μSv/h 超であったと推計されている。な

お、水道水からは 3 月 20 日に 965Bq/㍑の I-131 が検出さ

れ、同日に深谷地内で採取した土壌からは I-131 が 117 万

Bq/kg、Cs-137 が 16.3 万 Bq/kg が検出され汚染の深刻さが

浮き彫りになった。 

こうした危機的な状況にあっても、政府は「直ちに影響

はない」としていたが、4 月 11 日になると国際的な緊急時

被ばく状況における放射線防護基準（積算線量が 20mSv/年）

に基づき計画的避難区域に指定することを発表し、22 日に

避難指示が出された。 

(2)飯舘村民の初期被ばくの推計 

 2011 年の原発事故の避難誘導に関しては政府、地元自治

体も暗中模索的対応であった。原子力災害特別措置法の想

定外であり、混乱と無用な初期被ばくがあった。その教訓

を今後の避難計画に生かすべきである。以下は、筆者ら

IISORA メンバーによる飯舘村民への聞き取り調査から、飯

舘村民の初期被ばく推計を行った、今中哲二の報告（2014

年 IISORAシンポジウム要旨）を一部簡略化して報告する。 

「飯舘村人は高濃度放射能汚染の中で数カ月間生活した。

事故後速やかに避難指示が出た 20km圏内に比べ大きな初期

被曝を受けたと考える。2012 年度から２年間『福島第１原

発事故による初期被曝放射線量評価に関する研究』という

環境省委託研究を実施した。初年度は、米国 NNSA（核安全

保障局）が公開する空中サーベイデータを用いて飯舘村全

体のセシウム 137 放射能汚染地図を作成し、飯舘村内全戸

位置での放射能沈着後の地上１ｍの放射線量の推定手法を

開発した。2013 年度は、最終避難までの飯舘村村民の“初

期外部被曝量”を見積もるため、村民の当時の行動を聞き

取り調査し、飯舘村人口の約３割の 1812人の行動情報を入

手した。その結果、図 1 は、2011 年 7 月 31 日までの初期

外部被曝量の分布、平均は 7.0 ミリシーベルト、最大は 60

歳代男性の 23.5ミリシーベルトであった。表１は年齢グル

ープ別の平均被曝量で、子供たちは大人より早く避難した

ためである。福島県による県民健康調査結果では、飯舘村

3240 人の平均被曝量は 3.6 ミリシーベルトで、我々の値は

その約２倍となった。注意すべき点は、地震直後に避難し

た村民が子ども含め一旦飯舘村に戻り、その後再び避難し

たことである。図 2 は、村内に残留していた割合の時間経

過である。避難した村民が 3月 21日以降に一旦村に戻り、

計画的避難区域に指定された 4月 22日以降に再び避難する

という傾向が認められる。（外部被曝評価の詳細は、（『科

学』2014 年 3 月号））」（今中哲二、IISORA 報告会資料、

2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１ 飯舘村民の初期被ばく推計図（今中哲二） 



 図２から明らかなように、発災後の初期避難に関して

の政府及び飯舘村等当局の対応が不十分であり、結果と

して 3月末から 4月にかけて飯舘村に帰村するという村民

行動が誘発され、初期被ばく量を大きくする結果を招い

ている。この点は、原発事故直後の SPEEDI 活用及び、避

難区域設定が同心円であるという原子炉災害対策法等の

欠陥が招いた災害といえる。この点について、現在、飯

舘村民は初期被ばくに対する責任を国と東電に被告とし

て提訴している状況にある。 

初期被ばくにおける放射性ヨウ素の影響に関しては、

今だ的確な解析が出来ていない状況ではあるが、放射性

セシウムを要因とする飯舘村での初期外部被ばく量に関

しては IISORA の調査で明確となっているといえる。この

試みは大学研究機関、政府等の行政研究機関での実施で

はなく、研究者、市民、被災者住民の協働による調査手

法をとり、その結果をいち早く公表したという点で、「ポ

ストノーマルサイエンス」、市民科学的対応として高く評

価してもよい。今後の災害時での研究者のあり方として

も十分に参考になるもと考える。 

 表１ 飯舘村民の年齢別初期被ばく推計値（今中哲二） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 飯舘村民の村内残留率の推移（今中哲二） 

  

２．飯舘村民の避難・移住・帰還意識の変化 

 筆者の研究室では発災直後から飯舘村民に対して、行政

区の協力や村民の協力を得て数多くのアンケート調査を実

施してきた。その概要を報告する。 

(1)発災直後の避難行動（2012 年 12 月まで） 

1)初期避難行動 

震災後～2012年 12月までに６回の住民アンケートを実

施した。前田行政区アンケート（2012 年 3月）では、計

画的避難区域指定前の自主避難実施状況を質問した結

果、45.0%以上がこれを実施し非実施者は 41.2%だった。

自主避難先は、村外の親類や知人宅に自力避難した人が

26.7％、村の集団自主避難（鹿沼市体育館）に加わった人

が 10.7%、村外の宿泊施設や避難所等に自力避難した人も

7.6%いた。鹿沼市への集団自主避難が 1割に留まってい

るのは。実施時期が 3月 19日と遅かったことが影響して

いる。既にこの時点では，放射能リスクに慎重な立場の

住民の多くが個の自主避難を始めていた時期でもあり、

村と県が見込んだ避難者数を下回っている。 

表２ 糸長研究室の飯舘村民アンケート調査の実施概要

（2012 年） 

実施時期 対象者 
配布方法／回収方

法 
対象数 有効回答 

2月下～ 

3 月上旬 

前田行政区 18

歳以上全員 
郵送／郵送 210名 

131名 

(62.4%) 

6 月 

長泥行政区総会

出席者の 18 歳

以上の家族 

総会出席者に直

接配布／郵送 
100名 

90名 

(90.0%) 

8月下～ 

11月上 
行政区区長 

郵送／郵送 

（督促あり） 
20名 

13名 

(65.0%) 

10月下～ 

12 月中 
村民有権者悉皆 郵送／郵送 4,850名 

1,366名 

(28.2%) 

2)血縁，地縁の分断状況 

村が国の避難指示後に実施した避難行動調査を元に作

成した避難計画を見ると、避難予定世帯数は 2,139 戸にな

ると記されている。一方、村が 2011 年 10月に実施した避

難生活実態調査結果（2,708 世帯配布、64.4%回収）を見

ると、避難に伴い家族構成に変化が生じたと回答した世

帯は 50.1%で、2012年 5月の調査（2,914世帯配布，61.4%

回収）では 67.8%と増えている。さらに世帯分離の実数を

見ると、表 2 のように 2011 年 3 月 11 日の 1,715 世帯から

2013 年 2 月の 3,149 世帯（1.8 倍）へと概ね漸増し続けて

いる。飯舘村では地縁の分断以前に、家族の分断も深刻

な様子が読み取れる。 

地縁の分断状況を見ていく。村では集団避難可能な仮

設住宅･公的宿舎を、福島市に 15カ所、国見町に 2カ

所、伊達市と相馬市に各 1カ所を用意した。2011 年 11月

時点での世帯避難状況では、当該住宅への避難世帯は

27.0%、これに対して個の避難が前提のみなし仮設利用世

帯は 52.5%であり、福島市内だけでも全体の 3分の 1を占

める。さらに、その他の県内外避難世帯も 2割超で、村

民の離散状況が読み取れる。行政区別に見ると 16地区で

福島市のみなし仮設への避難世帯が最高割合となってい

るが、小宮、大倉、蕨平、前田の 4 地区は同一市内の仮

設住宅･公的宿舎が最多となっている。但し，福島市には

仮設住宅や公的宿舎が複数あるが、相馬市と伊達市は市

内に各一つの仮設住宅があるのみである点は注目され

る。特に大倉は半数以上の世帯が、同一仮設団地内で生

活している。震災前からの社会圏の影響が大きい。 
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3)計画的避難指示に伴う行政区の集団避難の実施状況 

集団避難にかかる住民の対応を前田行政区のアンケー

ト結果から見ると、行政区や隣近所等の地縁単位での計

画的避難を検討した人は 32.8%、地縁避難に加わったと回

答した人は 23.7%であった。これを希望しなかった人も

59.5%存在している。しかし、避難先に同じ行政区の知人

がいると回答した人は 45.0%、いないと回答した人は

32.8%であり、避難先でも行政区の地縁を保ちやすい状況

にある人の方が多い。 

他の行政区も含む状況を区長アンケートから見ると、

計画的避難前に行政区独自の避難方針について話し合っ

た行政区は 8件あり、この中で行政区での集団避難の是

非も話し合われている。これを受けて、一部住民が地縁

で集団避難をした例は 3件、さらに 1件が集団避難等を

議論しなかったものの仮設住宅が生活圏内にあったた

め、結果的に避難先が一緒になった例もある。こうした

中で、前田行政区では区長から住民に集団避難を働きか

け、区長がその実現に向けて行政とも掛け合っている。

避難方針を行政区で議論したと回答した区長の中には、

アンケートに「避難先を確保することが優先され、区の

対応は難しかった」と記しており、急な避難指示対応を

迫られた飯舘村の避難の特徴が表れている。また、集団

避難の是非を話し合ったものの「一緒に同一場所に避難

は嫌だという結果だった」という記述もあった。一方

「行政区でまとまった避難先になればよかった」という

回答もあった。行政区だけで地縁避難を促す難しさがこ

こに表れている。 

3)避難生活下におけるコミュニティの課題 

a.避難先での新たなコミュニティとしての自治会 

2011 年 5 月 20 日の臨時行政区長会議資料には，コミュ

ニティ関連の避難先施策が記され、仮設住宅や公的宿舎

など、村民の集団避難先での自治会創設が「新たなコミ

ュニティづくり」として明記される。しかし、多くの村

民の避難が見込まれるみなし仮設等の個の避難村民に対

する施策は、村当局から広報を個別に送付する旨が記載

されるにとどまる。避難後、自治会に属する住民と個の

避難をしている住民間の情報格差等の問題が大きくなる

中、村当局は 2012 年 2 月の住民懇談会で、福島市飯野町、

伊達市、川俣町の 3地域のみなし仮設居住者を対象とした

自治会を各 1件の設立を発表した。福島市内の新設対象を

飯野地区（市南東端）に限定している点は、避難居住実

態に合わない施策となっている。なお 2013年 11月時点で、

新設されたのは川俣町、伊達方部の二箇所であり、一番

避難者の多い福島市内では避難民の自治会が設置できな

いままである。また、避難自治会への加入率も高くなく、

例えば、2013年 3月時点で、川俣町への避難世帯（206世

帯）の 45.1%に留まる。前田行政区アンケートではみなし

仮設居住者 70 人に、近隣に村のみなし仮設居住者向けの

自治会への加入意向を問うたが、加入希望者は 23.8%に留

まった。避難先での紐帯維持にとって課題といえる． 

b.行政区独自の紐帯維持･再生にかかる取り組み 

先の臨時行政区長会議資料には，平成 23 年度分の地域

づくり事業（補助金）の休止、区長会を 2か月に 1度開催

することが記されているが、避難後の行政区への具体的

な支援策は明記されていない。一方，区長アンケート

（2012 年 8～10 月実施，13 行政区長回答）では行政区独

自の紐帯維持策の実施状況を複数回答で問うたが、区長

自身の電話番号を住民に知らせた例が 9件、加えて連絡網

（電話帳）を作成・配布した行政区も 4件あった。また、

同アンケートでは紐帯維持のため避難後に行政区主催の

イベント等を実施した行政区が 7件、過去に未実施だが今

後予定と回答した行政区も 2件あった。しかし、過去も今

後も実施予定のない行政区も 4件存在あった。但し、うち

1 件は組単位での実施例があると説明しており、規模の大

きな行政区の場合には、場所の確保も含めて現実的な対

応といえる。さらに、避難生活対応等をテーマに住民同

士で議論した行政区も 9件あった。こうした交流機会創造

にかかる課題として、遠方避難者の存在を挙げた行政区

は 10 件，交通費の負担を挙げた行政区が 7 件であった。

同様の課題は、若者有志の復興活動組織でも生じており、

何らかの支援策が求められる。一方、上記 2点に続いて事

務負担の大きさを課題に挙げた行政区も 5件ある。地区担

当制は現在も存続するが、一部の区長からは機能不全と

の指摘もある。平時は行政区側の要請に応じて、担当者

が動くケースが多かったものの、非常時にあっては逆に

行政側から働きかけるなどの積極性が求められる。 

後述する 2012年 12月に実施した全村有権者アンケート

では，避難生活中の行政区の意識的な交流が必要だと考

えている人は 50.1%、どちらともいえないが 34.1％であっ

た。後者は概して年齢が低いほど回答率が高くなる。前

者（684 人）の回答した具体策を 5 位まで（複数回答）見

ると、定期的な交流会･茶話会（42.5%）、行政区総会

（39.5%）を望んでいる。ついで、みんなが集まりやすい

集会施設等の開設（25.9%）であった。仮設住宅等には集

会場や集会室が併設され、さらに福島市郊外の飯坂温泉

には村の交流施設もある。しかし、みなし仮設居住者が

多いこともあり，、近な集会施設が期待されている。4 位

は同率（19.7%）で祭り・イベント等の開催、行政区への

定期的な集団日帰り帰還であった。紙媒体の行政区ニュ

ーズレター（以下 NL と略記）の 19.6%は注目したい。電

子版NLの支持者が 15.2%いる点も踏まえると、行政区NL

の発行への期待は 34.8%となり全体で 3 位となる。区長ア

ンケートでは、既に行政区の NL を 4 地区が発行している

ことが明らかになったが、この点を踏まえて未発行地区

の住民のみを対象にすると、NLへの期待はより高い。 

c)村民同士の紐帯維持･再生にかかる取り組み 

個人情報保護法は、今回の災害でコミュニティ分断を

助長しているとの指摘が多い。この点に対して択一で区

長の考えを問うと「非常時なので国は特例を用意して、



住民同士の情報提供要請には村は応じるべき」「行政が住

民同士の連絡の仲介をするなど、非常時に見合った工夫

が必要」との回答が各 5件であった。また、前田行政区ア

ンケートでも、住民間の連絡を密に取るための個人情報

の扱い方について、村が仲介したり、連絡の取り次ぎを

すべきと回答した人が 39.7%で最も多い。非常時なので村

民に情報を教えるべきという回答を含めると、非常事態

を踏まえた特別な対応を求める声が半数以上に達してい

る。村民間の連絡が困難な状況において村民有志（負げ

ねど飯舘!!）では、筆者らも協力して 2012年春に村民電話

帳を作成している。個人情報保護法が壁となっており、

電話帳への番号掲載希望の意思確認は村の協力を得て、

広報発送に併せて募集要項と許諾書を同封し、同組織宛

に電話番号を記入した許諾書を返送する方法でこれをク

リアし作成した電話帳は許諾者のみに配布された。電話

帳作成の全責任を村民有志団体が負い、この作成経費も

全額を同団体が負担（全国の市民、事業者、団体等から

の寄付金）しており行政からの助成はなかった。 

一方、村当局も紐帯分断の改善策に取り組んでいる。

中でも目玉は 2012 年夏から着手したタブレット端末の貸

与である。電話帳には登録を承認した各タブレットの電

話番号が登録されている。行政と村民間や村民同士のデ

ィスコミュニケーション解消を目的としたものである。

しかし，有権者アンケートにおいて、これを村民同士の

つながりを維持のために活用している人、活用できそう

だと考えている人は 14.9%に留まり、難しいと考える人は

4 割に達した。世代別に見てもいずれの年代でも活用した

り、活用できそうだと考えている人は 2割未満で、最も低

かったのはこうした機材に強いはずの 30代以下である。 

区長アンケートでも行政区の紐帯維持のために端末を

活用する意向を問うと 13 人中 7 名が難しいと回答し、う

ち 2名はその理由として自身が使いこなせないとしている。

高齢化が進んだ社会で紐帯維持･再生が喫緊の状況下で、

企業側の実証実験的な意味合いの強い事業を導入した意

図を理解するのは困難である。ほんの一例であるが行政

と村民のコミュニケーション再構築をするのであれば、

避難住民の多い地域に村の移動窓口を高い頻度で巡回さ

せることができるだろうし、住民間の交流促進のために

は村民自らが望み、有志や行政区が手がける対策を支援

したり、行政自らが積極的に手がける方が効果的だと考

える。また，効果的なアイディアを集めたり、手法を検

討するために広範な村民が知恵を集めるプロセスこそが、

コミュニケーション改善に寄与することを村当局はもっ

と理解すべきである。 

(2)発災直後の飯舘村民の避難・生活再建意識（2012 年 12

月） 

 2012 年末に独自のアンケートを飯舘村民に実施した。

村当局、国のアンケート実施の前である。全村有権者全

員 4,850 名(特養老人ホーム入居者 93 名は対象外)に発送し、

転送先不明で返却された 224人も対象外とした。有効回答

数は 1,366 票（28.2%）であった。 

1)避難解除について 

ｱ）帰村して暮らせると考える状態の放射能レベル 

「数値がどうであれ，村に戻って生活することはない」

は 2割強で、放射能汚染の程度によって帰村を考えている

村民は 7割強に達する。４割は年間 1ミリシーベルト未満

であり、国の避難解除基準の年間 20 ミリシーベルトでの

帰村を考えている村民は 2割にも満たない。 

ｲ)避難解除の決め方 

村長、議会への一任は 1 割強で、「村民投票によって決

める」が 4 割弱で最も高く、「村民懇談会で話し合って決

める」も 3 割強で、7 割の村民が村民の意見を直接反映さ

せる方法を願っている。災害後の村当局の進め方への不

満が大きく、避難解除という村民自身の健康、生涯設計

に関して村民自身の決定を望んでいる。 

ｳ)避難解除された際の帰村意向 

村が想定している平成 26年 3月の避難解除時期に、「帰

村して生活する」は 15.8%、「その時は帰村せず様子をみ

る」5 割弱で最も多い。「将来的にも帰村しない」が 2 割

弱、「10 年以上は帰村しない」が 1 割強で、避難解除直後

には大多数の村民が帰村しないと考えている。 

ｴ)避難解除された時点での飯舘村の住居の扱い 

 避難解除直後には帰村する意向は少ないが、その時に

飯舘村の住居の取り扱い意向は、「住むつもりはないが，

手は入れておく」28.6%、「リフォームして再居住する」

24.7%、「住むつもりはないが，そのままにしておく」

14.1%で処分意向は少ない。 

ｵ)避難解除後，村で希望する仕事 

「わからない」が 3 割で最も多く、「年金等で暮らすこ

とにし，仕事をするつもりはない」2 割強、「村内で仕事

をするつもりはない」2 割弱で、7 割程度の村民は村内で

の仕事の意向はない。1 割程度が「今までの村内での仕事

の継続」を望んでいる。 

2)避難生活の長期化に対して 

ｱ)避難生活が長期化した際の住まいのあり方 

「借り上げ住宅」希望が一番多く 3 割弱で、「自分の住

みたい場所に，個々（世帯ごと）に戸建ての持ち家（新

築，中古）を購入」2 割超で続く。行政区単位での住宅地

での戸建て住宅建設は 1割弱であり、戸建て住宅建設希望

者は３割あり、個々の家族単位での住宅再建を希望する

意向が高い。一方で「災害公営住宅」は団地形式より戸

建て形式の要求が高く、合わせて 2 割弱である。 

ｲ)長期避難時の居住地域の希望 

村民の 2割弱が「川俣町，福島市飯野地区」をあげ、僅

差で「荒井等の福島市内の低汚染地区」が続く。「それ以

外の村に近い地域」15.6%で、現在の避難場所に近いとこ

ろでの長期的避難生活を希望している様子がうかがえる。

行政が計画している「村内｢避難指示解除準備区域｣等の

低線量地区」の希望者は 4.0%と少ない。 

ｳ)集落単位での”仮の村”について 
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集落単位での仮の村への賛同は 3割で、拒否は 2割で、 

「どちらともいえない」が 4割弱である。まだ、具体的な

移住地のイメージを村民が構築できないままにいる。 

3)村に所有する土地や建物の今後の扱い方 

「全ての所有地を買い上げ」27.8%でもっとも高く、

「現時点では何とも言えない」23.1%がつづく。「全ての

所有地を借り上げ」12.6%で、土地の買い上げ意向が借り

上げ意向を超えるのは、帰村優先ではなく新しい場所で

の生活再建のための資金獲得の切実な思いの反映である。

自由記入欄にも補償問題を切実に訴える意見が多く記入

されている。 

4)避難生活でのコミュニティレベルでの村民交流と今後の

対応策の検討 

ｱ)避難生活での行政区単位での交流の必要性  

「必要だと思う」が半数で「どちらともいえない」が

34％で地縁コミュニティの必要性が高くない。 

ｲ)行政区の繋がり維持のための具体策 

必要性を感じている村民の４割が「定期的な交流会･茶

話会の開催」、「定期的な行政区の総会」を望んでいる。

「みんなが集まりやすい集会施設等の開設」25.9%で、仮

設自治会もない借り上げ住宅居住者も多いことから、身

近な集会施設の要求がある。 

ｳ)地縁コミュニティ単位での復興計画づくりについて 

「必要だと思う」3割弱、「どちらかと言えば必要」3割

強で、地縁コミュニティ単位での復興計画づくりの必要

性が意識されている。飯舘村は本災害前には、行政区単

位での地域計画づくりを熱心に進めていたが、震災後は

行政区単位での復興計画策定はされていない。そんな状

況下で行政区単位での復興計画の必要性が村民から指摘

されている。 

5)放射能対策と長期的な健康維持 

ｱ)放射能リスクに対する不安 

3 割超が放射能リスクの楽観的な情報しか入手できない

ことへの不安を訴え、3 割が「努めて気に生活しないよう

にしている」という精神的ストレスを回避しようとして

いる。さらに、「健康診断等の結果の意味がよくわからな

い」も 2割超で高く、的確かつ多様な情報提供と、個々が

そのリスクを判断できる学びの機会を提供することが求

められる。 

ｲ)放射能リスク対応の有無 

放射能リスクを気にしている村民（948 人）で、「対応

策をとっている」村民は 2割に満たない。放射能リスクと

健康問題に関して的確な対応を取らないままに、放射能

汚染からの長期的な避難生活を強いられている。放射能

汚染で被害している村民自身が十分な放射能汚染防御策

がとれていない。 

ｳ)震災時の行動記録提出状況 

 福島県が実施した行動調査アンケートを約半数が提出

しており、「提出予定」を含むと 56.1%が行動記録を提出

することとなるが、残りの 4割近くは不提出である。震災

時の飯舘村民の行動情報を福島県は入手できない。今後

の健康対策等も含めて大きな課題が残る。国、県、村の

震災後の放射能対応に対する不信等が不提出に影響して

いる可能性もある。 

ｴ)村民有志「負げねど飯舘」作成配布の「健康生活手帳」

の活用状況 

筆者らも協力して作成し配布した本手帳を入手した村

民は 5割程度で、初期段階の行動記録は 2割弱である。 

ｵ)「原発災害者健康手帳（仮称）」の必要性 

「必要」44.4％で、「必要ない」は 1 割未満、「まだ分か

らない」2割に達し、「村の判断に任せる」16.8％であるる。

ただ、当時、村当局がこの種の手帳の交付に関して消極

的な姿勢をとっていた。 

6)重要な今後の村の原発災害対応について 

ｱ)村の重要な原発災害対応について 

村民の期待する上位は、「補償・賠償交渉」が 7 割超、

「子ども，村民の長期的な健康管理施策」6 割、「村の徹

底的な除染」49.0%、「安心して暮らせる移転先，住宅地

の検討」46.9%、「村民の意見を十分に入れた復興プラン

再構築」41.4%である。生活再建資金のための補償、長期

的健康保障、移転先の住宅地提供、徹底除染、復興プラ

ンの再構築が求められていた。村当局が策定していた当

時の村の復興計画を村民は納得できていない。村人はこ

の時点で原発災害の長期化と自身の移住や 2地域居住の意

向を持ち始めていたとも推察できる。 

ｲ)戻らない村民に対する支援策 

「村外への住宅地整備と住宅建設支援」47.7%でほぼ半

数、「子育て支援」31.7%で、3 位は「村外への復興公営住

宅整備」26.9%である。村外においても家族で安心して暮

らせる住宅・環境整備がされることが希求されている。

当時の村当局の復興計画では、村内への復興住宅や、飯

野地区での復興住宅が施策として提案されているが、村

外の希望地での飯舘村の住宅地整備や個々の住宅建設に

関する項目は村の復興計画にはなかった。 

6)農業意向 

ｱ)震災前の農業の有無 

 農業経験者は 67.7%で自家用野菜の生産者は 54.5%で、

土と共に生きてきた村民が、土から離れた生活で精神的

負担、体力低下等の心身への影響が大きい。 

ｲ)避難先での農業の有無 

 飯舘村で農業をしていた 1,069 人の内避難先での農業は

574 人で、内 46.5％は「自家用野菜の生産」をしている。

また、15.9％が「販売用に稲作，畑作を実施」している。

土とのつながりを維持している村民達への継続的支援が

必要である。また、村外、県外で本格的な農業再開も検

討している避難村民もおり、行政を超えた支援を実施す

ることで、放射能汚染された飯舘村での復興が当面厳し

い中で、村外での飯舘農業の継承は緊急の課題であった。 

ｳ)農業再開意向 

 農業再開・継続意向で「そのつもりはない」と回答し 



 

 

 

 

 

 

 

写真 1・2 筆者らが支援した仮設住宅近くの飯舘村民の共同菜園 

た人は 4割超にまで達している。さらに「分からない」も

35.7％、「村に帰村して農業をしたい」14.7%であるのに対

し、「村外で農業をしたい」は 8.6%である。飯舘村民の農

業継続のために、村外での安心できる場所での農業再開

等への行政支援も求められていた。 

ｴ)再開希望の農業内容（回答者数 121 人） 

「村に帰村して農業をしたい」人は 121人で、その内被

災前と同様の米、野菜づくりの農業再開希望が 58.7%（71

人）、村が復興計画等に提示した“新しい農業”エネルギ

ー作物栽培希望者は 9.9%（12 人）、植物工場希望者は

5.8%（7人）と僅少にとどまっている。 

ｵ)避難先での共同菜園参加希望 

福島市内、相馬市、伊達市等の避難先で村民有志が開

設している共同菜園に「既に参加している」人は 2.1%

（29 人）と僅少であるが、今後の希望者は 7.2%（98 人）

で現在の倍以上で、合計で 127人の共同菜園への参加希望

者がいる。先行の共同菜園も参加者が増えており、避難

先の近くでの共同菜園活動の活発化で、村民達の避難生

活の健康対策、交流の場づくりとなることが期待できる。 

7)子育てに関しての心配と意向 

 18 才以下の子どものいる人は 19.6%（268 人）で、以下

は 268 人を対象として分析した。 

ｱ)子どもの内部被曝検査 

 子どもの内部被曝検査を「被災後，半年で受けた」

52.6%で、一年以内を含めると 7 割弱が受けており、調査

実施時点（2012 年 10 月下旬）までに受けた人を加えると

4分の 1である一方で、「まだ受けていない」人も 15.3%に

達し、100％でないことは課題である。 

ｲ)震災後の子どもの変化 

「室内遊びの増加」が 50.4%、「怒りっぽくなった」

38.1%、「体力が減った」36.2%が上位である。2 割超は

「太った」（25.4%）、「友達が減った」（25.0%）、「寂しが

ることが増えた」（23.1%）であり、飯舘村での外遊び、

自然との触れあい等が出来なくなり、外遊びの減少が子

どもの心身ストレスと体力低下の問題につながっている。 

ｳ)避難先での子育ての心配事 

上位 3項目は「子どもの健康」（67.5%）、「子どもの精神

的負担」（54.5%）、「学習，学校」（45.9%）である。子ど

もの心身のストレス、放射能被ばくとその長期的な健康

障害に心配する親たちの苦悩が読み取れる。これらは親

自身の大きなストレスの原因であり軽減策は喫緊の課題

であった。この状況下で、「努めて気にしないように生活

している」という回答者が増えていることが課題である。

放射能汚染と向き合うことをやめず、向き合うための知

識と対策術の取得が重要である。そのための的確な情報

の提供、さらにカウンセリングや親同士の茶話会開催等

の施策を通じて心労軽減をはかることが求められている。 

ｴ)子どもの将来の心配事 

 「健康面（精神的面も含めて）」が 8割超で高く、「結婚」

6 割が続く。今後の健康障害の明確な予測が科学的にも出

来ない中で親たちの苦悶が伺える。親達のこの心配事は

直ぐに解決できるものではないが、この現状に関して国

民全体が真摯に向き合い、自分たちの課題として考える

べきである。また、国、県、村行政もこのような子を持

つ親の気持ちを真摯に受け止め、より安全策、リスク回

避のための、健康手帳、疎開策、移住策、疎開・移住教

室等の具体的な対策を実施する必要がある。未曾有の災

害に関しては未曾有の対策を実施することが求められる。 

(3)避難解除直後の飯舘村の帰還意識（2017 年 12 月） 

飯舘村の避難解除は帰還困難区域を除いて 2017 年 3 月

31 日である。2018 年 3 月時点で約 1 割の住民が帰村して

いる。村内北部の M 行政区に協力して村民アンケートを

2017 年 12 月に実施した。 

1)回答者属性 

各世帯の飯舘村住所に郵送配布し、返送してもらった。

57 世帯 204 人の成人への配布であり、世帯主回答数は 17

（32.7%）、回答者数 45人(23.1%)の低い回答率であった。 

男性 46.7％、女性 44.4％、60歳以上 62%である。 

2)帰村意向 

①村内住宅の取り扱い意向（世帯主 16人回答） 

村の住宅を「そのまま」にしている世帯は 4 件

（25.0%）、改修や新築済み、新築予定の世帯は 9 件

（56.3%）であるのに対し、「解体（もう住宅は建てない）」

と回答した世帯は 2 件（12.5%）に留まる。村での住宅所

有継続意向は高い。 

②避難生活保障等の中止後の対応【回答者 45 人】 

「まだ決めていない」が半数弱、「帰村しない」が 2 割、

「避難生活を続けるための補償がなければ、帰村するし

かない」の消極的帰村が 2 割弱である。「国や村が帰村可

能と宣言したのだから、村に戻る」と積極的な帰村選択

者は 1 割程度で、積極的帰村より、消極的帰村の意向が多

少高い。 

③帰村予定時期【回答者全員 45 人】 

2018 年 4 月までの帰村意向者は 2 割未満で、5 年程度

経過時点帰村意向は約 3 分の 1 である。「現時点での判断

はできない」が 3 分の 1 を超え、既に「帰村は断念した」

も 13.3%、判断保留が 35.6%である。 

④帰村時の同行家族【帰村断念者を除く 39 人】 

帰村時の同行家族は「夫や妻」が 5 割超で最多で、「親」

は 2 割弱、「子」は 1 割、「孫」はゼロ、「単身（本人のみ）」

は 1 割強で、高齢者、高齢の親同伴の意向が高い。 
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⑤除染の判断【回答者全員 45 人】 

「事故前の水準」46.7%、「国が平時の安全基準として

いる水準を下回る（1ｍ㏜未満）」15.6%で両者を併せると

6 割超である。“十分な除染”は未完了と判断している。 

⑥帰村に慎重な理由【回答者全員 45 人】 

「若者や子どもが戻れないこと」（68.9％）、「山林汚染」

（64.4%）、「野生動物の増加」（64.4%）、「生活サービス

の低下」（62.2%）で、世代継承の厳しさを示す。 

3)生活再建及び農的暮らし再生の課題 

①今後５年程の村での食生活意向【帰村予定 5 年以内 14

人】 

「基本的に全て購入」（35.7%）で、6 割弱の人は野菜

の一部を自給する意向である。除染後も農地に放射性物

質が残存している中、野菜への移行率は低いものの、路

地野菜栽培に対する的確な対処が求められる。健康面で

の危険も指摘される「山菜･キノコ等の一部は食べる」と

回答者が 3 割弱に達し、高齢者とはいえ心配な状況である。

内部被ばくの危険性がある山菜のハウス栽培奨励等の指

導が求められる。 

②避難解除後の不安【回答者全員 45 人】 

「健康不安」（77.8%）で最多で、「家計不安」（51.1%）、

「放射能の被ばく」（44.4%）、「家の維持」（42.2%）で、

特に半数が生計の不安を抱えている点は特筆される。 

4)村民に必要な施策意向 

①帰村者への早急に必要な施策（５つまで選択）【全員 45

人】 

帰村意向の有無に関係なく、帰村者に早急に必要な施

策について複数回答で聞いた。68.9%で「医療体制の充実」

（68.9%）、「食料品等の買い物環境」（66.7%）で、次い

で「自家生産する野菜の安全性の確保」(48.9%)である。

自家用野菜の安全性の確保が重要な施策として要望され

る。 

②今後重要な行政施策(３つまで選択)【回答者全員 45 人】 

「放射能被害に対する補償・賠償」（57.8%）、「将来に

わたる村民の健康管理体制」（44.4%）、「帰村者の生活の

改善や充実」（33.3%）であり、補償と健康が帰村の有無

に関係なく行政支援として求められる。「山林も含む徹底

的な除染」(31.1%)で山林の汚染継続への心配が指摘され

ている。 

③汚染山林への入山規制の必要性【回答者全員 45 人】 

放射性物質を多く含み火災での飛灰の心配や、汚染土

壌の流出等の心配のある里山への入山規制対策について

質問した。「賛成」24.4%、「賛成するが、土地所有者の合

意が必要」33.3%であり、両者を合わせると賛成者は 6 割

弱に達し、何らかの土地利用規制に対する意識は高いと

いえる。 

 

３．飯舘村の行政リーダーのコミュニティ意識と課題 

避難生活中における実態、住民の帰村見通し、帰村に

向けた 20 行政区での準備、解除後の地縁コミュニティ運

営等の課題を明らかにするため、2015年 11～12月に 20人

の各行政区長に対してヒアリングを行った結果の報告で

ある。 

(1)避難生活における行政区単位の活動 

行政区の総会や地縁単位での会議、行政区での草刈等

の共同実施、慰安旅行等を継続的に実施している地区が

多いことが分かった。また 4つの行政区では、定期的な情

報交換ツールとしてニューズレターを発行している。 

一方で、祭りや行事は休止中のものが多く、帰村後の

再開を目指している。さらに子供会や婦人会、老人会等、

性年齢別の組織は活動休止した例や、中には既に解散し

たものもある。なお、ある行政区では住民が同じ仮設住

宅に集住しており、仮設住宅の自治会が主催する行事が

充実しているという理由で、行政区の老人会活動を休止

した前向きなケースもあり、地縁コミュニティ単位での

集団自主避難のメリットといえる。 

（2）帰村定住世帯の見通し 

平成 29年 3月に避難指示解除された場合の 19行政区で

の帰村定住世帯の見通しは、相対的には高齢者の帰村意

向が高く、避難前世帯比で 2 割未満が 3 件、2～4 割未満

が 6 件、4 割以上も 5 件に達し、中には 7 割が帰村定住す

ると回答した地区もある。帰村率の高い地区は相対的に

放射能汚染度が低く、交通利便性も高い。逆に帰村定住

が 2割未満の想定に留まる行政区の中には、帰村定住者が

2 世帯 2 名に留まり、行政区の解散も視野に入れつつある。

各行政区とも帰村定住意向の世代は若くても 50 代、ある

いは 60 代になる。避難指示解除後の定住人口のイメージ

は、世帯分離した現在の状況の親世代の帰村が中心であ

り、極端な高齢化と人口減少が見込まれる。 

(3)行政区の維持･再構築に向けた課題 

1）帰村後の行政区における課題 

行政区の社会や環境を維持、管理する仕組みの一部に

は再構築が迫られる。除染後の農地管理主体では、17 の

行政区が農業復興組合を設立かその予定があり、個人で

の管理が困難な農地や周辺環境は当該組織が委託管理す

る。ただ、帰還困難地域でもモデル除染農地管理、活用

を目的として同組合を設立している。なお、農地管理方

法は当面は荒廃防止、地力回復のための緑肥生産等を見

込む地区が多いが、中には農畜産業の再建を構想する地

区もある。但し、今後 10～15 年は、高齢の帰村定住者が

地域の担い手になりうるが、その先を不安視する声が多

い。 

地縁コミュニティの社会的課題では、消防維持の困難

さ、帰村独居高齢者の見守り等であり、前者はこれまで

行政区の若者が担ってきたが、若者の帰村がほぼ見込め

ない状況で従来通りの形で行政区が担うことには限界が

あると指摘する声も多い。また、高齢者の見守りについ



ては日常の交流の中で行政区が担えると考える区長と、

十分な見守りは困難と考える区長に意見が割れており、

地区の面積や帰村率が関係してくる。 

2）地域振興予算の資金創出 

帰還困難区域を除く 19 行政区では、除染に伴って発生

する土壌や廃棄物等の仮置き場、仮々置き場が設けられ

ている。個人所有地が多いが、借地料の一部を迷惑料等

の名目で行政区に納める例が 18 地区で見られる。納付割

合は 3 割台の行政区が 6 件で最多で、9 割を行政区に納め

る例も 2件ある。区に納付された金額の使途は、見舞金等

として世帯に均等配分する例が 5件あるが、集金の一部あ

るいは全部を区の特別会計等に積み立てておく行政区の

方が多い。これらのお金は行政区有財産の財物補償と合

わせて集会所の改修や環境管理等に用いる機材購入、高

齢者の見守りや区費免除等、行政区の課題解決にかかる

資金として活用することが構想されている。 

(4)二地域居住者・村外避難継続者と地縁コミュニティの

紐帯維持の課題 

二地域居住者や避難継続者との帰村定住者による地縁

コミュニティの紐帯維持、特に後者は、各行政区での共

通課題でなってくる可能性が高く、現時点で具体的な対

策等は見出せていない。こうした中で、将来的には住民

票の異動、行政区からの脱退者の可能性を指摘する区長

もおり、賠償問題等の決着はこの契機になりうると考え

ている。当該事項は不在地主問題等をもたらす可能性も

あることから、例え離村した場合でも継続的に紐帯を維

持していく仕組みが必要であると考えている区長は多い。

(5)コミュニティ再建・再生の課題 

地縁コミュニティは、長い歴史で構築されてきた属地

性の強い地縁社会であるが、分散避難の長期化、二地域

居住化促進等により弱体化する一方、村外コミュニティ

への参加による二重コミュニティ化という複雑な傾向を

示す。避難指示解除になったとしても、住民は帰村、二

地域居住、村外生活の 3つの暮らし方に分かれ、帰村定住

者の年齢構成の偏りも長期化し、地縁コミュニティの維

持も厳しい。各行政区の自律性、自立性の低下は不可避

であり、行政区の合併等も必要となろう。多くの二地域

居住者や村外生活者にとっては、避難先での村外コミュ

ニティの参加、継続と親密化も必要となってくる。2016

年 2月に村当局は村外の村民交流施設を閉鎖したが、今後

とも同様の村外交流空間は必要である。放射能災害とい

う未曾有の事態を前に、地縁コミュニティを自然消滅さ

せず、新たな地縁コミュニティ再編と二重コミュニティ

の構築への支援策が必要となっている。 

 

４．飯舘村民の避難から移住・帰村の動向 

(1)避難解除直前までの避難実態 

飯舘村が 2011 年 10月以降、毎月公表している村民避難

状況データ 1)を見ていく。2017年 3月のデータでは、避難

先住居形態のデータを見ると「住宅取得・親類宅」

（40.6%）が「借り上げ住宅」（35.5％）を抜いて最多とな

る。当該世帯は帰村せず村外での生活再建、あるいは村

外に生活拠点を置きながら村を行き来する所謂二地域居

住のスタイルを採ることが考えられる。「借り上げ住宅」

は「公的宿舎」と並んで若者世代の居住割合が高かった

が、ピーク時と比べると両者ともに 5割程度にまで減少し

ている。村民の県内避難世帯の平均人数が 2.4 人に対し、

住宅取得世帯は 3.0 人であることから、子を持つ若者世帯

の住宅取得が進行しているものと推測される。 

 

※①は、2015年 11 月以降②③に分割された。 

図 3 飯舘村民の県内避難先での住居形態の推移 

一方で高齢者が中心の「仮設住宅」は、ピーク比で 3割

未満の減少、世帯平均も 2人を下回り、生活再建での拠点

形成ができず、独居世帯となりつつあるといえる。 

(2)飯舘村Ｋ地区における住民アンケートの結果 

2016 年 12月に筆者らが協力実施した飯舘村Ｋ地区（居 

住制限区域）の住民アンケートは配布数 270（135 世帯に

2枚）、回収率 50.4%（世帯回収率も 50.4%）が得られた。 

表 3 村民の帰還にかかる考え方 

帰還の意向（N=1,271） 

  
戻りたい（将来

含む） 

まだ判断がつ

かない 

戻らないと決

めている 
無回答 

30 代以下 
（n=119） 

9.2% 24.4% 63.9% 2.5% 

40 代 
（n=113） 

9.7% 31.0% 50.4% 8.8% 

50 代 
（n=224） 

30.8% 24.1% 34.8% 10.3% 

60 代 
（n=390） 

42.1% 21.5% 21.8% 14.6% 

70 代以上 
（n=400） 

41.5% 10.5% 22.3% 25.8% 

全体 
（N=1,271） 

33.5% 19.7% 30.8% 16.0% 

避難指示解除から村に戻るまでの時期（N=426） 

解除後すぐ 3 年以内 5 年以内 10 年以内 無回答 

42.5% 35.2% 7.7% 7.3% 7.3% 

帰還する場合の家族（N=426） 

家族全員 家族一部 まだわからない 無回答 

31.9% 50.0% 11.1% 6.8% 

※復興庁･福島県･飯舘村（2017.1）を加工 

世帯分離の状況を見ると、2 世帯以上分離の世帯は 5 割、

うち 3世帯以上は 14.7％である。避難先での住宅取得世帯

は 61.8％であり、先の村統計よりも取得率は高い。また、
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今後の取得意向を加えると 7割を超える。 

避難解除後の住民の対応と課題についてみる。帰還時

期については、避難指示の「解除と同時に帰村」とした

人は 8.1%で、時期未定で帰還を見込む人が 14.8%、一方、

村外生活再建者は 38.2%、1～5 年は村外居住継続者が

22.1%、態度保留の人は 13.2%である。 

表 4 住民の帰還意向と村の環境整備、行政区への期待 

避難解除後の対応（n=136） 

解
除
と
同
時

に
帰
村 

解
除
後
１
～

５
年
位
で
帰

村
す
る 

見
通
し
不
明

だ
が
、
い
ず

れ
帰
還 

１
～
５
年
は

村
外
に
居
住 

村
外
居
住
の

継
続 

ど
う
し
た
ら

よ
い
か
わ
か

ら
な
い 

不
明 

8.1% 7.4% 7.4% 22.1% 38.2% 13.2% 3.7% 

避難解除に伴い早急な対応が必要なこと（n=136） 

食
料
品
等
の
買
い

物
シ
ス
テ
ム 

水
道
水
の
安
全
性

の
確
保 

防
犯
体
制 

医
療
体
制
の
充
実 

消
防
体
制
の
整
備 

自
給
用
の
野
菜
の

安
全
確
保 

帰
村
者
の
安
否
確

認
等 

移
動
困
難
者
の
村

内
で
の
繋
が
り
等 

そ
の
他 

不
明 

51.5% 50.0% 48.5% 47.8% 39.7% 37.5% 36.8% 29.4% 3.7% 16.2% 

村外生活継続者に対する行政区支援（n=120） 

行
政
区
ニ
ュ
ー
ス

の
発
信 

区
民
ニ
ー
ズ
等

を
ま
と
め
て
役

場
に
発
信 

村
外
の
集
会
場

所
の
確
保 

区
民
の
健
康
問

題
の
相
談
・情

報
収
集 

年
に
一
度
程

度
、
み
ん
な
で

行
政
区
に
訪
問 

村
外
で
の
行

事
、
旅
行
の
開

催 そ
の
他 

不
明 

36.7% 23.3% 23.3% 20.0% 16.7% 15.8% 4.2% 29.2% 

避難解除に伴い早急に対応すべき村内生活環境整備等

について上位 3 点見ると、食料品等の買い物システム

（51.5%）、水道水の安全性の確保が同率（50.0%）、防犯

体制強化（48.5%）だった。 

避難指示解除後、すぐには帰村しない住民（態度保留

者含む）120 人に、今後の村や行政区との関わり方を問う

と「当面は行政区のつきあいはしたい」が 6 割で、「村や

行政区の事業に積極的に参加・協力し、復興に関わりた

い」は 2割であった。当該住民が期待する紐帯維持にかか

る行政区事業、上位 3つを見ると「行政区ニュースの発信」

（36.7%）、「区民ニーズ等をまとめて役場に発信」「村外

の集会場所の確保」（共に 23.3%） 

(3)帰還後の暮らしに対する高齢者の不安 

2016 年 8 月、伊達東仮設住宅において、高齢者を対象

に避難指示解除後の暮らしの不安や課題を座談会形式で

調査した。その結果、経済的な不安の大きさが明らかに

なった。破局的事故前の自給・採取生活に制約が生じる

中で購入に頼る生活への不安、また経済基盤としての価

値が薄れた農地への課税に対する憤り等の声が出された。 

経済的な不安以外には、帰還後の村での治安や防犯面

での安心確保、安全な水の確保や食材の確保等に対する

不安の声が聞かれた。 

(4)避難解除後の動向 

 飯豊町は現在（2019 年６月 30 日）の住民票での村民の

数は、男 2777 人、女 2790 人、計 5567 人である。震災前

は、6600 人程度いたので 1000 人程度は減少しているが、

避難解除に村に戻って暮らしている村民は 1割程度である

が、まだ、住民票は移動していない村民が多くいること

になる。その理由は、住民票を飯舘村に残しておくこと

を何らかのメリットや村への思いがそうさせているもの

と思われる。 

 現在の住民票での 65 歳以上の高齢化率は男 33％、女

39％、合計 36%、75歳以上は男 14％、女 25％、合計 19%で

あり、高齢化率が高い。男女比では、30 代、40 代での男

性が多く女性が少ない状況であり、未婚の男性が多いこ

とを反映している。60 歳後半でも同様の傾向がある。80

歳以上になると、逆に圧倒的に女性の比率が高くなる傾

向にある。 

 若年層の状況をみる。19 歳未満は男 13.9％、女 14,4％、

合計 14.1%、10 歳未満は男 6.5％、女 7.1％、合計 6.8%、

５歳未満は男 3.7％、女 3.8％、合計 3.8%である。放射能

汚染が厳しい実態にも関わらず、親の都合に左右されて

現在でも、住民票を飯舘村に置く若い世代が 14%いること

になる。特に、気かがりなのは、5 歳未満の 5 歳分の子ど

も達の比率が 5歳～９歳の 5歳分の比率より若干高い状況

にある。これは子どもの都合ではなく、親の都合、仕事

場等の都合とも関係して、住民票が飯舘村で登録されて

いることを意味している。 

表 5 飯舘村民の高齢、若年層の比率 

 

2017 年 3 月 31 日で、飯豊町は帰還困難区域の長泥行政

区を除く１９の行政区が避難解除された。飯舘村の HP に

掲載されてきた、2017 年 1 月から 2019 年９月までの月ご

との避難者居住地表を一覧表にして分析した。全村人口

は 2017 年 1 月 6127 人に対して、2019 年 9 月は 5539 人で

あり、588 人の減少である。自然増減、社会増減を含めて

約 9.6%も 1 割の減少である。避難解除直後の 2017 年 5 月

では 300 人、約 2%程度の帰村状況であるが、2018 年４月

は 743 人、2019 年 4 月は 1258 人と増加している。新たな

転入者も含めての数字である。現在の帰村人口比率は 24%

である。母数を 2017年 1月とすると、帰村人口比率は 22%

となる。２割程度の帰村実態となる。 

飯舘村に帰村している世帯構成の変化を、飯舘村内居

住と飯舘村外居住での世帯平均人数の推移でみる。2017

年 5月からは飯舘居住は平均で約 2人程度に対して、村外



居住は平均で 2.5人前後であり、若干近年増加傾向にある。

飯舘村への帰村者は、単身世帯、小規模家族であり、高

齢者、高齢者夫婦、あるいは、家族分離しての世帯主、

世帯主夫婦の帰村傾向がある。 

表 6 飯舘村民の飯舘村居住比率の推移 

 

(2)子ども帰村実態 

 放射能被曝に敏感な子ども達は、現段階の飯舘村への

帰村定住は避けるべきと筆者等は考えている。しかし、

飯舘村は避難直後から設置していた仮設学校を解消して、

現在、就園、就学児童対策としては、村役場の近くの旧

中学校を復興事業での膨大な予算を使用して、除染、改

築を行い、子ども園の新築、小中学校の改築を行い、

2018 年 4 月から開園、開校をしている。 

2019 年 6 月現在、就園・就学している子どもは、子ど

も園 45 人、小学校 26 人、中学校 34 人である。全ての子

供が村内居住ではなく、村外居住をしながらスクールバ

ス、タクシーサービスを活用して通園、通学している状

況である。しかし、通学時の被曝リスクも伴う。校庭、

校舎内は除染されているために、空間線利用率は通常の

線量と変わらない程度には落ちているという。しかし、

筆者らが校庭近くの山際で測定すると、1μSv/h を超える

被曝実態は明確である。校庭に隣接する山は削り取られ

ていたりするが、その奥の森林は手つかずのままで放射

能汚染されたままである。このような状況下で、子ども

園、小中学校を開校する必然性はないと考える。 

各年での平均人数を算定すると、子ども園は 7.5人、小

学校は 4.3 人、中学校は 11.3 人である。一番敏感な低年

齢の幼児が小学生より多いという実態がある。中学生は

通学負担に耐えられるので小学生より多いと推察できる。

小学生は通学負担が大きいために、少ないと思われる。  

幼児が多いのは、親の職場が飯舘村内にあり、それが

影響しているとも考えられる。福島市内での待機児童問

題もあり、飯舘村内での通園を選択している可能性もあ

る。村内居住の子供達は 28 人であり、中学生は 2 名と少

ないが、小学生 12人、幼児 14名と多い。この点も非常に

心配な状況である。村内居住の子どもは合計 28 人であり、

先の住民票では 15 歳以下は 592 人であり、その内の 4.7%

が帰村して居住していることになる。当然であるが、帰

村人口率が全体で 24%であることから比較すると低いとい

える。 

 

表 7 飯舘村の就園・就学人数 2019 年 6 月（飯舘村資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 3 飯舘村役場・小中学校の位置（グーグルマップ） 

 

５．飯舘村内の住宅解体・再建実態 

（1）地区別での住宅実態分析 

 2018 年の夏に、飯舘村内を車で踏破して各住宅の維持、 

解体、新築状況を見て確認した。個別訪問は不可能なの 

で、目視での確認作業となった。その点で、結果は大ま 

かな傾向を把握となっていることを明記しておく。 

また、各地区とも全てを網羅した調査ではなく、調査

戸数に差がある。全体としての比率で考察することとす

る。尚、飯舘村内の住宅解体は申請すると無料で解体す

るという制度であり、その分、解体、新築が多くなって

いることも推察できる。また、調査当時はまだ解体作業

は完結していないので、表の中での維持は、2018 年夏の

後、今日までは解体、新築になっている可能性もある。 
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図 4飯舘村の地区別住宅新築比率と 2011年の平均空間線量率

の相関 

 

図 5 飯舘村の地区別住宅解体比率と新築比率相関 

全体としては 560 軒（震災前は 1700 軒程度であるので 

概ね 1/3 の結果である）で、現状維持は 65%、解体（解体 

中も含む）は 16%で、新築 16%であった。新築の比率が目 

立つのは関根 38%、伊丹沢 29%、須萱 25%である。村の中 

心地の伊丹沢、比較的線量の低い須萱、行政区のまとま 

りが強い関根が新築の傾向が高い。 

 2011 年 5 月に筆者らが道路沿いで測定した村内の空間 

線量率の地区別平均値と 2018 年夏の段階での新築比率、 

解体比率を図化した。新築比率と線量との相関性は高く 

ないが、相対的には、線量率の高い地区での新築率は低 

い傾向にある。解体比率と線量率の相関はほとんどない。 

 また、新築比率と解体比率は、負の相関にはなってい 

る。解体比率の高い地区は新築比率が低く、解体比率の 

低い地区は新築比率比率が高い。この段階では解体後の 

新築の可能性も残しているので、断定はできないが、解 

体の多い地区での村民は帰村して新築して再定住すると 

いう傾向は低いとも推察できる。 

(2)写真で確認する住宅実態 

 以下は、新築の住宅の特徴を写真で紹介する。 

 解体途中の住宅も見られた。予想以上に新築の住宅が

見られた。震災以前の住宅は多世代家族が住む大きな家

であったが、帰村後の状況は帰村した単身高齢者、高齢

者夫婦の住む小規模に住宅である。ハウジングメーカー

住宅が多くみられ、放射能防御らしき堅牢な住宅はない。

また、たまの帰村での休憩小屋的に新築も比較的多くみ

られた。宅地跡への記念植樹した宅地もあった。気にな

る点は煙突のある新築であり、汚染樹木によるストーブ

等の利用が心配である。 

 

写真 4 新築、煙突が気になる  写真 5 解体後に簡単な小屋建設 

 

写真 6 解体更地に記念植樹？   写真 7 廃墟と化す住宅 

まとめ 

 東京電力福島第一原発事故は発災当初から想定外のこと

が起こり過ぎた。発災前の「原子力安全神話」を、国民、

福島県民が信じつづけいた結果、初期行動と初期行動誘導

は混乱を極めた。筆者も発災直後は何をどう支援したらよ

いのか苦闘する日々であった。飯舘村での初期支援活動を

通して原発災害の複雑さ、見通しの難しさ、的確な支援

（行政及び村民）はどうしたら出来るのかを苦闘した。し

かし、その過程で放射能研究者達や村民達の協働支援活動

により、建築学、建築計画学、農村都市計画学の研究者の

立ち位置をより明確にしていくこととなった。原発災害は

大気、大地に大量に放射性物質がばら撒かれたことが原因

であり、その汚染物質をどう科学的捉え、その調査研究結

果を被災住民に正確に、かつ分かりやすく情報開示し、一

緒に勉強し、的確な行動を未来を見据えてしていくことに

尽きるということを認識し、今日までの支援研究をしてき

た。原発災害は現在の継続中であり、長期化する災害（公

害）であることを再認識し、「放射能災害建築学」の視点

からの深化を図っていくことが求められている。 
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 四章三節 避難民との生活・コミュニティ再建計画づくり 

糸長浩司（日本大学） 

 

避難村構想 100 年二地域居住 生活再建 

コミュニティ再建 移住村計画 復興・総合計画 

 

はじめに  

 筆者は飯舘村の村づくりを 1993年頃から指導してきた。

村民とのワークショップも数限りなく実施してきた。原発

事故後も同様に、復興計画づくりを住民、行政との協働で

進められるものと期待していたが、残念ながら、放射能汚

染リスクと対策に関して村当局との意見の不一致から、飯

舘村当局による復興計画、総合計画には関与することがで

きないなかで、避難村民達の共同での、生活再建、コミュ

ニティ再建、移住計画づくりとその事業展開ができないか

と模索した。残念ながら、具体的な村外での定住環境づく

りは出来なかったが、村民との協働による復興計画づくり

で検討したことをここに報告する。 

１．避難村構想と 100 年二地域居住提案 

 発災直後から筆者は、避難先で落ち着いた生活と生業が

できる環境を早急に整える避難村づくりを提案した。その

後、中・長期的期間を想定して、仮設村、飯舘分村（新村）

を建設し、総合的で長期的な避難環境を整備確保する。そ

の場合は、避難先での居住環境を家族で確保できるように

する。集落単位でまとまった公営住宅等に入居出来れば良

い。それが難しい場合で分散居住になっても、村人が協働

で働く場所、交流場所を数カ所用意する。 

「までいな避難村」（「までい」は飯舘村の震災前の総

合計画のキャッチコピーであり、筆者が提案した。方言

でていねい・じっくりを意味する）は、数カ所建設して

もよい。広大な土地を確保することは、現段階では不可

能であろう。放射線量率の低い、福島県の西部、県外の

安全な箇所、特に、安心して農業のできる箇所を探し、

そこの自治体と協力して、本格的な、までいな避難村、

分村を建設する。今までの飯舘村のまで－な村づくりの

発信基地として意義を持たせる。数カ所あってもよい。

「飯舘村共同農場の開設」、「飯舘村共同工場の開設」、

「飯舘村共同市場」、「村民の集いと交流空間の建設」等

を同時に行う等の提案をした。 

 そして、移村の権利、還村の権利の法的整備を提示した。

放射能汚染地域では、現段階のままでの居住は厳しいし、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 飯舘村民のためのまでいな避難村構想図（2011年）作図 糸長浩司、藤島祥枝（EAS） 

 



53 

 

帰村し除染しながらの居住も厳しい。子どもの成長を考

慮すると、長期的な視点での分村、新村建設を進める必

要がある。そのための法的整備を早急に行うことが必要

であるとした。分散的に移住村に居住しながら、元の飯

舘村の環境管理に関わるという二地域居住の提案につな

がっていく。 

さらに下記のような点を提案した。 

・飯舘村の分村、移村の場所の確保と建設費用に関して

国、東電が保証する。 

・飯舘村の土地は、30 年～50 年の定期借地権を国が設定

し、村民にその借地権料を提供する。ただし、３０年

～５０年の除染活動の結果として、帰れる条件ができ

た時は、飯舘村の村民にその権利を戻す。還村の権利

を確保した定期借地権とする。 

・国は、借地権を設定した期間での土地利用に関しては、

村民との土地利用協議会を設置し、除染、管理活動を

行う。決して、放射能廃棄物の捨て場等にはしないこ

とを確約した上での借地権の設定とする。 

・定期借地権が設定されている期間であっても、村民は

自宅の管理等も含めて、適時見見回り、一次帰宅でき

る権利を保有する。 

 しかし、この提案は残念ながら実現していない。 

 

２．避難住民との生活・コミュニティ再建ワークショップ

と村の復興計画とのかい離 

 飯舘村民の避難先である伊達市内の仮設住宅において、

数回のアンケートやワークショップを実施し、村民達の描

く生活・コミュニティ再建についての構想を一緒に検討し

た。参加者は比較的高齢者である。 

(1)生活再建・復興への不安 

第 1回WS(2013年 7月)では、生活再建・復興に対する

不安，期待，思い(A.避難先での長期的な生活再建不安 B.

希望、C.飯舘村での宅地･農地・森林)について検討した。 

A.避難先での長期的な生活再建不安に関しては、長期

化する避難生活によって生じる精神的不安や、仮設住宅

が劣悪な生活環境であるが故のストレスを訴える意見が

多く見受けられた。また、帰村を前提とした除染に関し

ては緩慢な除染作業に不信感を覚える村民や、国や村が

帰村を宣言する目安としている年間 5ミリ Svや年間 20ミ

リ Sv といった値に不安を感じている。若い世代と比べて

高齢者は帰村したいと主張する村民が多い。しかし仮に

帰村出来たとしても住宅や生活環境の整っていない飯舘

村では事故以前の暮らしを取り戻す事が出来ないことが

大きな障害となっている。 

B.希望に関しては、生活基盤の整備、賠償・補償の見

直しなど経済的支援の希望が多く挙げられた。多くの村

民は飯舘村での就業が不可能となり、収入を得る事が難

しい現状と将来に不安を抱いている。避難生活の中で、

農業が出来ないことや、事故以前の暮らしを取り戻す事

の難しさを実感している村民は多い。また、高齢者は子

や孫との世代間の繋がりによって故郷の消失を防ぐこと

や、村外に若い世代が安心して生活できる場所の設置や

除染の徹底を希望している。 

C.飯舘村での宅地･農地・森林に関しては、帰村が現実

的ではない事から、国や村に買い取ってもらうことで生

活再建の資金として当てたいといった意見が圧倒的に多

く、賠償・補償の不足が容易に推測できる結果となった。

しかし、飯舘村民が所有する土地の多くが、先祖代々の

土地であるので簡単に手放す事は出来ない葛藤を感じて

いる。 

一方で、すぐに汚染量が下がらない事や、広大な山林

の除染には膨大な時間と費用がかかること、除染が自然

破壊にもつながる点等から、除染を諦める村民や、太陽

光発電等による農地活用や、国や村の有効活用を望む村

民も少なくない。 

(2)避難先での生活拠点づくりについて 

①今の避難生活をどう改善したいか、②伊達市に生活

拠点を作りたい人は、どう作りたいか、③一時帰宅、帰

村した場合での、飯舘村内での生活の仕方をどうするか

の 3 点について再度 WS(2013 年 10 月)を行った。その結

果、集団での生活再建が可能な生活拠点の村外への設置

やコミュニティの維持・再建を目標とした復興公営住宅

の早期建設を求める意見が出た。そして、子育て世代を

中心に帰村の可能性を否定する意見が多く、帰村しない

人に向けての経済的支援や生活再建の為の支援不足が目

立つ結果となった。 

(3)飯舘村の復興計画と飯舘村民の生活再建及びコミュニ

ティ再建意向との差異 

3年にも及ぶ原発事故被災者の避難生活において現在最

も必要な事は、もっと多くの村民の意見を反映した復興

計画づくりである。しかし、この WS の結果からは、村

の現在の復興計画は村民の生活再建及びコミュニティ再

建意向と矛盾・乖離をしていた。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1・2 伊達市の仮設住宅での飯舘村民との WS（2013 年） 

県・村の復興計画に対してネガティブな意見が多く抽

出された。まず、国や県として帰村を進めていく方針と

同時並行でコミュニティの崩壊を防ぐ施策を提示するべ

きであり、大前提として帰村をせずに生活再建を考える

村民が増加傾向にある現状だが、未だに帰村優先の施

策・事業が行政主導で実施されていることは、村民の不



安が改善されない原因でもある。また、村は重点施策と

して村内拠点の整備や土地利用の見直しと農地・森林の

長期的な再生を掲げるが、若い村民達が戻らない中での

拠点づくりにどれだけの価値があるか疑問であった。 

原発被災者の生活再建，コミュニティ再建に関して、

約 3 年間経過した時点で、精神的不安や、経済的負担が

大きい事が課題である。また、近隣に親しい人がいない

不安や、村内でのコミュニティが配慮されないばらばら

居住状況や高齢者の孤立状態が懸念される。その対策の

ためには、村外で安心して暮らせる住宅取得、コミュニ

ティで暮らせる住宅地造成、自立再建住宅建設促進、復

興公営住宅建設促進等の対策が求められる。さらに、コ

ミュニティ再生のためのリーダー的存在の育成、高齢者

と若者の世代間の繋がりを強化する施策も必要である。 

今回の WS 対象者は高齢者が多く、子育て世代等の若

世代での生活再建及びコミュニティ再建の意向と課題を

検討する必要である。県、村による村民の生活再建及び

コミュニティの再建意向を満足する経済的支援の強化が、

飯舘村復興に向けた最優先課題であると考える。 

 

３．避難村計画づくり 

飯舘村民が避難し共同菜園づくりもしていた福島市西

部の荒井地区を対象として飯舘村民のための避難村づく

りを飯舘村民有志と検討した。地元の自治会や議員の支

援もあり、具体的な場所を想定して計画づくり WS を

2013 年に数回実施した。構想図と模型は研究室の学生と

作成して提示したが、行政支援を受けることができず実

現していない。 

本移住計画は、その参考のために提案する。荒井地区

内の耕作放棄地に村民がまとまって移転するプランと，

県道沿いの街道集落に入れ込むプランが想定した。WSで

出た村民の意見は表 1に示す。 

 

表 2 WSでの移住村での住要求 

 要望 

ライフス

タイル 

飯舘での生活を取り戻したい 

までいな村づくりのなごりを残したい 

飯舘のような自然の中で子育てしたい 

飯舘は別荘として生活する 

住宅 

仮設は狭い 

駐車場が欲しい 

戸建てがいい 

コミュニ

ティ 

家族みんなで暮らしたい 

若い人達が戻って来れるように・・・ 

農業 

農業は何らかの形で続けたい 

 

自分で作った野菜を食べたい 

図 2の構想は下記である。１戸の敷地面積 150坪とし，

共同菜園を設け、ゲストハウスや育児施設を兼ねた村民 

 

 

 

 

 

 

写真 3・4 福島市西部、移住村の構想 WS（2013 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ 福島市内での飯舘村民のための移住村構想

（2014 年）日大糸長研究室 

用の簡易集会所と販売所兼農産物加工所を設ける。これ

ら施設は村民と地元住民が協同で利用可能にして，住民

同士の助け合いによってコミュニティを醸成するよう考

慮したうえで，住民の意見を取り入れ計画する。 

 

４．飯舘村第六次総合計画づくりへの対処 

 飯舘村は復興計画の次のステップとして、2019 年より

第 6次総合計画の策定を始めた。震災前の第 4次、第 5次

総合計画は筆者が指導し、住民や行政区でのワークショ

ップによれ住民参画で作成され、20 の行政区単位での地

区別計画を入れている、日本でも珍しい住民と行政の協

働による総合計画であった。しかし、発災後、このよう

な関わりが遮断された中で、村民有志と総合計画作りの

検討会を、2019 年の 4 月から開催した。その検討内容を

提示する。 

(1)村民の再建・復興に関しての継続座談会の実施 

 飯舘村民の有志を集い、現在までの課題、今後の飯舘

村の復興、村民の生活再建等について検討した。参加メ

ンバーは 6 名で、検討テーマとしては下記を想定した。 

①飯舘村の第６次総合計画での必要な項目について 

 ・村外村民生活再建策（子育て、教育、高齢福祉、コ

ミュニティ、仕事・産業、住民票） 

 ・帰村住民生活再建策（高齢者対策、行政区及びコミ

ュニティ維持、仕事・産業） 

 ・二地域居住者支援策 

 ・村内放射能被曝対策（村内の放射能汚染実態と推移

と将来予測、村内での被曝低減対策） 

 ・行政区の維持？ 

          

   区

 後開 
集 

        

宅 と      ることで開       
仮設住宅の  な行  まり  解消

  た がの の と  る 場

 集会所        
村民用の集会所に   ー  ム 

  体   こな 人の宿  設  設

            

   所   所 
  住民との 同の  物  所
  住民との    の場   る

  同菜  
住民同 が   菜   むことで
     ー   の場 つ る

      年        年    
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 ・計画期間の段階（５年、10 年） 

 ・復興予算計画 

 ・行動計画 

②今までの復興事業に評価について 

 ・2011 年度からの毎年度の支出項目別での支出 

・各年度の復興事業に対する評価と課題抽出 

・ハード事業による施設の今後の維持管理負担 

今までの村の復興予算やふるさと納税資金の活用方法

が偏ったハード整備に対して、貴重な税金、寄付金を村

民自身が考え、有効に活用できる方法の検討も指摘され

た。4 月から９月までの会議の概要をまとめる。 

・計画策定をどう行政に提案するか。 

・復興計画と執行予算の差異を明らかにする。 

・村外で生活再建している村民をどう救済するのか。 

・帰村は高齢者ばかり村の復興などできない。 

・帰村はしないが、農地等の土地を管理したい思いがあ

るし行動をしている。こうした想いを持つ人たちを村

民から除外されてしまうのは、いかがなものか 

・放射能公害によって 2 地域居住せざるをえなかった村

民の存在、暮らしを認めさせる計画にできるかどうか

がカギになる。 

・祭りや行政区の行事の維持も、村外再建者が担い手に

ならないことには続かない。6次計画は、そういった意

味を持っている。 

・「第 6 次総合計画」における二地域居住者向け施策 

・住民票の異動の有無と二地域居住等多様な飯舘村民の

生活拠点づくりにどう対応するか。表 3 のような分類 

が可能である。 

・「第 6次総合計画」では村の施策対象者は属性 A、Bの人

になると考えられる心配がある。 

・一方で、長期的な土地管理等を考えると、Cの人たちが 

 

表 3 飯舘村民の生活拠点別、属性別の生活の特徴と再建課題（飯舘村民有志との検討結果 2019 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飯舘村民の生活再建課題整理　　　2020年第6次総合計画への反映のために　　　　　　　　２０１９０８０９　WS　成果　　0831

属性 村内での生活 二地域暮らし（村内外　通勤・通学・通農等） 村外での生活のみ

幼児・園

児

・村内で生活し通園している幼児が１４人と

多い、

・これら幼児の日常の被曝リスク？

・村外に居を構えつつも、村内に通勤する者が村の

認定こども園を利用している可能性がある。

・村外居住者は、例えば福島市内の保育園等に入れ

ようにも入れることができない場合があり、当該村

民が村内の子ども園を利用している可能性もある。

・村に通園する時間的、体力的な負担が子どもたち

にかかる。村外からの通園幼児　３１人

・福島市では待機児童が発生している。

・福島市の待機児童問題が解決すれば通園はな

くなるのか？

小学生～

中学生

・現在、村内の小学校には10人の生徒に対し

て、教師が3人もいるような手厚い状況にあ

るが、いつまで続くのかは不明。

・村内居住で村内通学数は、

　小学生１２人。中学生２人

・村外からの通学児童数は、小学生１４人、中学生

３２人

・村外居住での通学児童にとっては時間的、体力的

な負担がかかる。中学生は耐力があるのか、小学生

より多い。

・村外の学校に行っている児童も、村主催の子

ども向けのイベント等には参加できる。ただ

し、こうした企画が村外の子ども向けの施策を

実施している･･･という

高校生

青年勤労

者

壮年勤労

者

高齢勤労

者

・自給作物の直売コーナーへの出荷。

・NPOまごころが弁当作りをしている。

高齢非勤

労者

・村内生活者であると、村社協の茶話会、

まごころの弁当サービス等を受けることも

できる。

。

自分で移動ができないと考えられるため、

二地域生活自体稀有であろうと考えられる。

・村外生活では、地域に溶け込めず孤立化が

進んでいると考えられる。

・福島市のNPOの茶話会に村外居住者が参加

することも可能だが、知人が近くにいたり、

村外居住の村民が当該企画に関与しているケー

ス以外では、高齢者が飛び込みで当該サービ

スに参加するのはハードルが高そう。

障がい者
・二地域生活で、居住地と労働の場が分離した場

合、家族の負担が増える可能性がある。

＜村外生

活者向け

の取り組

み＞

・製造業の衰退が目立つが、一方、土建業と森林組合は現時点では活況。

・役場や経済団体職員等、村外居住、村内勤務者が多い。

・商工会青年部メンバーも、村外居住者が多い。イベント等を実施する際は、村からの補助金等

の関係もあり、村内でイベントを実施している。

行政区ニュース

・関根地区など一部の行政区に留まる。

村外の集会場所の確保

・村の予算では無理

・南福島でサトウトシオさん（元公民館職員）が保健師と連携して、茶話会等を行っている。

伝統行事

・開催で来ている地区、行事は少ない。散在しているが映像等の素材は村が所有しているので、早めに整理したほうがよいであろう。



表４ 飯舘村第 6 次総合計画への意見書のポイント（飯舘村民有志とのＷＳ 2019 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部門 村外 村内 備考 

1.健康・福祉・環境 ①放射能被曝に対する長期的健康診断

と治療の補償（国に対して） 

②高齢化、独居高齢者への福祉対策、村

外での交流・癒し拠点づくり 

③村外での村民の集いと憩いの場づく

り 

①放射能被曝に対する長期的健康診断

と治療の補償（国に対して） 

②放射能汚染の実態解明、低減予測等 

③生産物の放射能の検査と結果の周知 

④農林地管理作業員の健康管理徹底化 

⑤継続的な放射能学習 

・村内外での村民の

健康の長的補償施策 

・村民の放射能リス

ク学習の継続 

2.産業・観光・移住 ①村外での商工業、農林業振興支援、村

外での飯舘村館等の整備（村外自治体と

の共同化） 

②村内外での放射能災害の学びのツー

リズム育成 

③二地域居住者や移住者への二地域住

民票、それに相当する権利保障の施策 

①汚染されていない黒土等の提供。 

②除染農地でのエネルギー作物振興と

バイオエネルギー生産 

③長期的森林再生の試験プロジェクト

実施（防災的機能も含めて） 

④村内の放射能汚染実態の情報発信に

基づく移住者の適切な受け入れ 

・村内外での商工業

連携や、学びのツー

リズムの振興 

3.教育・文化 ①村外に就園・就学する児童への支援 

②村外での待機児童解消への支援（村外

自治体との共同経営等の検討） 

③村での飯舘文化伝承の拠点と人材育

成（村民以外も含めて） 

④地区ごとの伝承文化の継承と第５次

総合計画で描いた地区別計画、地区のつ

ながり計画においてソフト事業で対応

できることの実施。 

①低年齢層の村内就園・就学の再検討。 

②就園・就学児童の被曝実態の継続的

把握と放射能防御教育 

③急遽解体された飯舘村内の貴重な建

物及び農具・生活具・文化財の記録化 

 

・村内外での就園

者・就学者への施策

の公平化 

・地区別での伝承文

化の維持が村外でも

可能なソフト事業。

また、若者たちの参

加で飯舘村への愛着

の継承につながる。 

④防災・建設・行財

政 

①村外に移住した村民達のコミュニテ

ィをまとめるための施設整備 

②村外の村民の生活再建のための行政

サービスと財政支援策 

③二地域居住者の移動支援（村外行政と

の連携） 

 

①山火事や台風による集中豪雨対策

（洪水、土砂崩れ、放射能流失対策等） 

②継続汚染の続く、森林地域の入山規

制の制度化 

③洪水、土砂崩れ等での再汚染に対す

る宅地・農地の再除染の要請 

④除染土壌の再利用実証地の長泥の農

地保全対策及び放射性物質管理の継続

（国・県の責任の明確化と徹底協議） 

⑤放射能汚染実態に関する継続的学習

会等の実施 

⑥復興事業で建設した多種の公共施設

の維持管理の監査と将来的管理費用予

測と対策 

・飯舘村の山林土壌

は汚染されたままで

あり、総量はフレコ

ンバックで約 866万

袋にもなると予想さ

れ、既に宅地。農地

で除染された量の４

倍が残存したままで

ある。この被曝実態

の継続した状況に対

しての継続的防災対

策は必至である。 
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  表３ 飯舘村民の住民票の有無と村との関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティや環境管理に関与することを支援する施 

策も必要であり、総合計画においてこれを担保する施

策等が求められる。放射能公害によって村外での生活

を余儀なくされたものの、職場や土地管理等の制約か

ら村に通うことが必要な人たちへの支援や連携策の検

討が必要である。 

・総合計画に C タイプ村民向け施策を位置付ける。 

・「避難生活継続・二地域居住生活支援」というテーマが

必要である。10 年～30 年の長期スパンで考えていくこ

とが必要である。村当局の第 6 次計画は５年間の短期

での計画期間としているが、今必要なことは、長期で

見た時の支援策のニーズをまとめることである。 

・村に住民票を残したまま、子どもがいるうちは福島市

に住み、村で何かがあるときには関与し続けていくよ

うな生活がある。 

・今後は世帯主の男性は村に住民票を維持し、妻や子ど

もは避難先の福島に住民票を移動するという選択を世

帯が出てくる可能性が高い。 

・村の力になる村外生活再建村民を支援する施策は重要

になる。 

・農業に関しては、行政区ごとに中間管理機構に土地（田畑） 

を貸して、民間に一括管理してもらう方向で検討している。 

村民がやらない場合で、補助金を出すようにすれば、村外 

からの営農者が入ってくる可能性がある。 

・県内の産廃処理場が不足してきているので、村がその場所 

として狙われる可能性がある。そうなると、将来戻ること 

を検討している人すら戻らなくなる可能性がある。 

 

５．二つの被災コミュニティ（二重コミュニティ） 

 津波被災地でも被災地でのコミュニティ分離が問題にな

っている。避難先での定住が進み、元の被災地でのコミュ

ニティが希薄となる現象である。これをより加速化した状

況が原発災害地では進むこととなる。長期的放射能汚染が

あるなかで、若い世代の帰還は厳しい状況であり、一方で

安心した生活拠点を子どものために造らねばならない。被

災地に生活拠点を置くのではなく、避難先に生活拠点を置

くことになる。 

 避難元のコミュニティの環境（ハード、ソフトの両面）

をどう維持し続けるのか、また、移住先、定住先でのコニ

ュニティとどう馴染み、どう関わりを続けていくのかの葛

藤の中で長期的な避難生活といえる状況が続く。2 つのコ

ミュニティを抱えることとなる。特に、農村地域の世帯主

はその責任感から、被災地の農林地、宅地環境、集落の共

有環境の維持と管理の責任を感じ、2 つのコミュニティ環

境の維持と管理に努めることとなろう。また、高齢化した 

両親がふるさとに帰還し、そこでの余生を希望した場合は、

これに介護という負担が伴う。このように二重・三重の苦

闘は、単なる自助、共助で対応できるものではない。第三

者の支援、後で述べるような二重住民票などの制度的な解

決も含めて、国全体の課題として取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３ ２つのふるさとの復興の構造 

 

まとめ 

 2011年 3月の発災直後から、筆者は飯舘村での放射能汚

染実態を克明に調査しつつ、一方で村民達の的確な避難生

活のあり方について模索し、避難村構想や二地域居住シス

テムを提案してきた。発災直後に提案したことから、分村、

「村を割るのか」という非難を行政当局からもらうことは

あった。しかし、まさに原発災害は未曽有の非常時であり、 

破局状態であり、これに対処するための建築学的、計画学

的対策は、移住→定住→還住を 100 年スパンで実施し、そ

の間、村を捨てるのではなく管理すという二地域居住構想

は意味があるものと信じてきた。現在は、実質的には飯舘

村の多くは、特に世帯主家族は、福島市内に移住定住の生

活拠点を構築し、たまに村に通う、あるいは、高齢者は村

内に住宅を再建し、その若い家族は村外に移住定住すると

いう、家族内での二地域居住システムが多くなっている。

しかし、村外での生活拠点づくりはバラバラであり、既存

の村内コミュニティ、人間関係が希薄化してきている心配

がある。 

 筆者は、東日本大震災で津波被害にあった大船渡市碁石

地区の支援活動を飯舘村の支援とほぼ同時に行い、6 年経

過した頃に、海の見える高台に防集事業による新集落を構

築することができた。移転地の敷地探し、構想・計画づく

り、住宅建設計画と事業展開まで、地元住民の復興まちづ

まり協議会と我々研究者、建築家・技術士・弁護士の専門

集団の協働で実現した。戸建て住宅の共同発注方式も取り、

また、県の復興公営住宅も戸建て住宅が被災者の希望で実

村訪問頻度※ 

住民票 
定住 
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現できている（写真 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5・6大船渡市碁石地区に完成した防集住宅地（2017年） 

 碁石地区を支援してきた理由の一つとして、色々課題の

あった防集事業をより魅力的でかつ被災住民との協働によ

る移転住宅地づくりとしてのモデルケースにチャレンジし

てみたかった事の他に、原発災害地での移住計画の具体的

な事例としてのモデルとなるようなものとして実現してい

きたいと考えた。飯舘村民達との協働による移住村計画を 

実現するツールとして、津波被災地に適用された防集事業、 

「原発災害防集事業」のような施策が絶対に必要であると

考える。それは放射能汚染のひどい被災地での事業ではな

く、村外で安心して暮らせる場所での移転住宅地づくり事

業として今後は必要であると痛感している。碁石での支援

活動は幸い 2020 年の農村計画学会賞（実践）を地元住民

と一緒に受賞している。 
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 四章三節  福島原発事故の発生から 10年後の福島復興の実相と課題 

川﨑興太（福島大学） 

 

福島原発事故 原子力災害 復興政策 

原子力災害基本法 防災・復興省  

 

1．福島復興政策と“2020年問題” 

福島原発事故の発生後に構築された福島復興政策は、

“除染なくして復興なし”との理念のもとに、除染を復

興の起点かつ基盤として位置づけた上で、避難指示区域

内では「将来的な帰還」、避難指示区域外では「居住継続」

を前提として、「被災者の復興＝生活の再建」と「被災地

の復興＝場所の再生」を同時的に実現することが可能な

法的・制度的状態を創造する政策である。その中心的な

課題は「復興＝避難者の消滅」であり、とりわけ、避難

指示を解除して避難者という存在を消滅させることであ

る。 

避難者を消滅させるために、福島原発事故の原因者の

一者である国が避難元の原状回復に関する法的・制度的

な基準をほとんど一方的に決定し、これを満たした段階

で避難者は帰還が可能な状況に至ったことにする。実際

に避難者が帰還するかどうかは避難者の自己決定に委ね

るが、この時点で国や東京電力の責任は果たされたこと

にして、被災者に対する支援や賠償の打ち切りが進めら

れてきた（図 1）。 

福島原発事故が発生してから 10 年が経過するが、福島

は復興を果たしつつあるとは言い難い状況にある。むし

ろ、“2020 年問題”、すなわち、被害が広域的かつ長期

的に続き、被災者の生活再建も被災地の復興・再生も果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たされていないにもかかわらず、復興期間が終了し、東

京オリンピックが開催される予定であった 2020 年までに、

原子力災害を克服した国の姿を形づくるために進められ

てきた福島復興政策から発生している諸問題が顕著にな

っている。福島復興政策の欠陥が、被災者の生活再建と

被災地の復興・再生を限界づけている、さらには、妨げ

ている構造的要因になっている。 

 

2．福島復興の到達点 

(1)放射能汚染と避難指示 

空間線量率は、主に放射能の自然減衰によって 70～

80％低減しているが、福島原発事故の発生前における一

般公衆の被曝線量限度であった年間 1mSvを超える地域が

広く存在する。しかし、除染は多くの地域で 2017 年に完

了とされ、森林や河川などはほぼ手つかずのままになっ

ている。 

 福島原発事故の発生後に 11 市町村で発令された避難指

示は、帰還困難区域を除いて解除されている。帰還困難

区域については、特定復興再生拠点区域では 2022 年から

2023 年にかけて避難指示が解除される予定であるが、そ

の他の白地地域では解除されるのかどうかも未定のまま

である。 

 

 

 

 

 

図 1 福島復興の 10 年間 

2010～2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
2021～

2025

2026～

2030
2031～

第二期復興・

創生期間
－ －復興・創生期間

内閣

法律

国の方針など

復興政策の

運用

時期区分

年度

復興期間 集中復興期間

1.福島復興
政策の構築に

向けた胎動

2.避難指示区域の
見直しと福島復興

政策の体系化

3.避難指示の解除と被災者支援
の打ち切り

4.帰還困難区域での避難指示の解除

菅内閣 野田内閣 安倍内閣 菅内閣

「復興・創生期間」後
における東日本大震

災からの復興の基本
方針

●復興庁の設置期間
を10年間延長

●当面10年間、国が

前面に立って、本格
的な復興・再生に
向けた取組を行う

●2025年度に、復興
事業全体のあり方
について見直しを行

う

●東日本大震災復興基本法

●除染特措法

●福島特措法

●避難指示区域等の見直しに関する考え方

●損害賠償の中間指針(2013年度までに4回の追補)

●子ども・被災者支援法

●福島復興の加速 ●改訂

●仮設住宅打ち切り方針

●帰還困難区域の取扱いに関する考え方

●復興基本方針

●避難指示
等の発令

事故収

束宣言

●原子力緊急事態宣言

●避難指示区域
の見直し

●除染の実施

●避難指示解除準備区域と居住制
限区域での避難指示の解除

●原子力損害賠償の支払い（精神的損害賠償）

●応急仮設住宅の供与

●改正●改正 ●改正

●特定復興再生拠点区域での避難指示の解除
に向けた除染・家屋解体とインフラ復旧・再生

●変更

●福島・イノベーションコースト構想の推進

●2045：
除去土壌
等の県外
最終処分
の完了

●2041～
2051：福
島第一原
発の廃炉の
完了

●改正



(2)避難と帰還 

避難者数は、公式統計上は 16 万人から 4 万人まで減少

している（県内避難者 1 万人、県外避難者 3 万人）。しか

し、これは避難先で自宅を購入した避難者が対象外とな

ったことなどによるものである。 

避難指示が解除された地域への帰還率は（厳密には住

民登録を行っていない居住者などが含まれる）、2020 年 3

月時点では、全体的には 28％である（表 1）。ただし、帰

還率は避難指示の解除時期によって大きく異なっており、

避難指示の解除が遅かった浪江町と富岡町では 1 割程度

にとどまっている。 

チェルノブイリ原発事故の最大の教訓は、「大きな原発

事故は一瞬で町や村をまるごと消滅させる」ということ

であった。福島原発事故では、「大きな原発事故は遅かれ

早かれ町や村をまるごと消滅させる」との教訓を得るこ

とになりかねない状況である。「まち残し」が大きな課題

となっている。 

 

表 1 避難指示解除地域の人口（2020 年 3 月 1 日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)生業・産業 

福島県商工会連合会が 2019 年に公表した「避難区域内

の経営実態に関する商工業者アンケート（第二次）調査

結果報告」によると、商工業事業者の再開状況は、全体

的には、「休業中」が 34％、「避難先で再開」が 32％、

「避難元で再開」が 31％、「震災前事業を廃業し別事業」

が 3％である。ただし、これも避難指示等の解除時期によ

って大きく異なっており、避難指示の解除時期が遅かっ

た浪江町や富岡町などでは「休業中」が 50％程度、「避難

元で再開」が 10％程度である。 

 また、避難指示等が発令された市町村では、農業が基

幹産業であった市町村が多い。帰還困難区域内の農地を

除いて除染が実施されたものの、市町村に対するヒアリ

ング調査の結果によると、2019 年 3 月時点では、営農再

開されている農地は 8％にとどまっており、草刈りなどの

保全管理が行われている農地が 38％、帰還困難区域内の

農地が 18％、耕作放棄・無管理が 15%、他用途に転用さ

れた農地が 5％、その他が 15%である。 

(4)土地・建物利用 

図 2 は、2017 年 3 月末に避難指示が解除された浪江町

の中心市街地（約 160ha）における、福島原発事故の発生

直後の 2011年 3月時点と、その約 9年半後の 2020年 9月

時点の土地利用状況を整理したものである。 

福島原発事故の発生前と比べると、大きな変化は 2 つ

ある。第一に、空き家の増加と空き家の滅失に伴う空き

地の増加である。福島原発事故の発生前には 1,439棟の建

築物が存在したが、避難指示の発令に伴って、すべてが

空き家になった。6年にわたって避難指示が続き、空き家

が荒廃したことから、現在、環境省が公費解体を行って

いる。避難指示が解除されてから、住民の帰還や事業所

の再開が進むどころか、逆に家が壊されて空き地だらけ

になっていくという状況である。第二に、居住者や事業

所の減少である。住民基本台帳によると、2011 年 3 月に

は 1,429世帯が居住していたが、2020年 9月には 156世帯

に減少している。事業所については、2009 年経済センサ

スによると 480 件存在したが、2020 年 9 月には 119 件に

減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 浪江町中心市街地の土地・建物利用の推移 

（上図：2011 年 3 月時点、下図：2020 年 9 月時点） 

 

(5)帰還住民の生活 

浪江町の中心市街地に帰還した住民を対象として、避

難指示の解除から 2 年半後にあたる 2019 年 8 月に、訪問

面接式のアンケート調査を実施した。調査の対象者は、

中心市街地に帰還した全 124 世帯であり、調査票を回収

できたのは 50世帯である（回収率 40％）。 

この調査の結果によると、帰還しているのは、避難や

避難指示の
解除時期

住民登録
(人)

避難元
居住者(人)

避難元
居住率(％)

田村
都路地区東部

2014年4月1日 269 227 84%

川内村東部
2014年10月1日、
2016年6月14日

283 118 42%

楢葉町 2015年9月5日 6,789 3,927 58%
葛尾村 2016年6月12日 1,298 419 32%

南相馬市
小高区など

2016年7月12日 8,047 4,218 52%

川俣町
山木屋地区

2017年3月31日 757 351 46%

飯舘村 2017年3月31日 5,438 1,412 26%
浪江町 2017年3月31日 14,214 1,238 9%
富岡町 2017年4月1日 9,073 1,212 13%
合計 － 46,168 13,122 28%

注：この表は、2020年3月に実施した市町村に対するヒアリング調査の結果を
     整理したものである。
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帰還に伴って世帯分離を経験した単身世帯や夫婦世帯の

高齢者が多く、若者や子どもの姿はほとんどない。生活

環境はどうかといえば、多くの店舗、医療機関、介護関

連施設は閉まったままである。買い物については、店舗

が少しずつ増えているが、帰還者は選択肢が限られてい

ると考えている。医療機関については、町立診療所と民

間の歯科診療所が 1 件ずつ存在するのみであり、介護関

連施設については、役場に地域包括支援センターが存在

するのみである（戸別訪問や見守りは社会福祉協議会が

行っている）。こうしたことから、現在は自分で車を運転

して他市町村に買い物に行ったり、病院に行ったりして

いるが、将来的に車を運転できなくなった場合の買い物

や通院への不安感を抱えながら暮らしている高齢者が多

い。 

帰還者の多くは、住み慣れたところだからと、長期に

およんだ避難生活を終えて浪江町に戻ってきたものの、

帰還者そのものが少ないので、あまり近所づき合いもな

く、孤独感を感じながら暮らしている。今後、浪江町で

生活していく上で必要なこととしては、医療・福祉機能

の回復・整備、公共交通機関の回復・整備、周辺住民の

帰還、商業機能の回復・整備が多い。 

 

(6)市町村の原子力災害からの復興に関する認識 

2020 年 7月から 9月にかけて、福島県内の全 59市町村

を対象として、原子力災害からの復興に関するアンケー

ト調査を実施したところ、すべての市町村から調査票を

回収することができた（回収率 100％）。 

この調査の結果によると、福島原発事故による被害の

発生状況と被害の解消状況については、無回答の 1市町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村を除くすべての市町村が被害を受け、被害は今なお解

消していないと認識している。原子力災害からの復興に

関する課題については、全体では、「風評被害の払拭」が

48市町村（81％）で最も多く、次いで、「農業・農地の再

生」が 36市町村（61％）、「林業・森林の再生」が 34市町

村（58％）で多い（図 3）。しかし、市町村によって大き

く異なっており、避難指示等が発令された市町村（避難

市町村）については、ほとんどの項目を課題と認識して

いる市町村が多い。 

 

３．福島の復興に向けた課題 

(1)“検証なくして復興なし” 

政府は、福島については、2021年度以降の 10年間、引

き続き国が前面に立って本格的な復興・再生に向けた取

り組みを行うものとした。福島が以上で述べてきたよう

な状況にあることからすれば当然であるが、問題は、そ

の前提として、原子力災害からの復興に関する検証が行

われていないことにある。あたかも、既存の福島復興政

策の延長線上で事足りると認識されているかのようであ

る。 

福島原発事故そのものについては、事故発生直後に 4

つの委員会によって調査・検証が行われている。これら

の調査・検証の内容についてはともかく、本格的な復

興・再生を図るためには、原子力災害からの復興に関す

る検証を行うことが不可欠である。少なくとも、福島原

発事故の発生に伴う被害実態の包括的・総体的な把握、

被災者の生活再建と被災地の復興・再生に関する到達点

の解明、原発事故の再発防止策と再発した場合の被害の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3 原子力災害からの復興に関する課題（左：避難市町村、中：浜・中通り市町村、右：会津市町村）【複数回答】 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民の帰還

移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

避難市町村（n=12）
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住民の帰還

移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

浜・中通り市町村（n=30）
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移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

会津市町村（n=17）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最小化策の合理性に関する確認を行うことが必要であり、

その上で、復興に向けた課題を抽出するとともに道筋を

描くことが必要だと考えられる。 

 

(2)原子力災害の特質に即した法制度の制定と国家行政組

織の創設 

表 2 は、これまでの筆者の調査・研究の成果に基づき、

被災者、被災地、原発のそれぞれについて、2020 年度ま

での 10 年間における福島復興政策の具体策とその成果、

2021 年度以降の課題を整理したものである。最後に、

2021 年度以降の課題のうち、共通の課題の一つとして提

示した「原子力災害の特質に即した法制度の制定と国家

行政組織の創設」について述べる。 

原子力災害は、自然災害とは異なって、原因者の存在、

被害の広域性と長期性、避難の広域性と長期性を特質と

する（図 4）。しかし、自然災害を主たる対象とする災害

対策基本法と、これをベースにした原子力災害対策特別

措置法を中心とする原子力災害関連法制度が前提として 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 原子力災害の特質に即した復興法制度の構築の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる空間性と時間性は、こうした原子力災害の特質に即

したものになっていない。これが福島復興政策の欠陥の

根本的な原因となっている。 

長期にわたる被災者の生活再建と被災地の復興・再生

の支援を保障する法制度の構築が必要である。今後、福

島に限らず、原発事故が再発した場合への備えとして、

長期にわたる避難生活における住宅、就業・就学、放射

線防護、健康管理、医療・福祉、避難先での住民として

の地位など、総合的な観点から被災者と被災地の支援の

あり方を規定した原子力災害対策基本法の制定が検討さ

れてよい。教訓は、法制度として残されてこそ、将来の

災害復興に活かされる。 

これと関連して、福島原発事故によって、全国各地に

避難する被災者の生活再建を行うにあたり、災害対策基

本法において災害対策の一義的な実施主体とされている

市町村ではもとより、都道府県でも、その限界を超えて

いることが明らかになった。国が「支援」ではなく「主

体」となって原子力災害からの復興を担う防災・復興省

や原子力防災省といった国家行政組織の創設が検討され

てよい。 
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表 2 2020 年度までの 10 年間おける福島復興政策の成果と 2021 年度以降の課題 

被災者 被災地 原発

●仮設住宅や復興公営住宅等の供給
●賠償金の支払い

●避難指示の発令と解除
●生活圏除染の実施
●生活インフラの復旧・再生

●福島第一原発の事
   故収束（廃炉・汚染
　 水対策）

●避難者の減少（避難指示の解除、
　 仮設住宅の打ち切り、賠償の打ち切
　 りなどによる）

●避難指示の解除（帰還困難区域を除く）
●空間線量率の低減（主として自然減衰による）
●公設民営店舗や診療所や学校などの新設・再開

（特になし）

共通の課題

個別の課題

●被災者の生活再建（帰還・避難継
　 続・移住にかかわらず）
●事業者・農業者の生業再生（運営補
 　助の充実）
●損害賠償の適正化（集団訴訟・ADR
　 などの早期解決）

●帰還困難区域全域の避難指示解除
●環境回復を目的とする森林や河川等の“除染”
　 （ベクレル単位の汚染除去）
●除去土壌等の県外最終処分（除去土壌等の再
 　生利用の見直し）
●生活環境・地域生活・地域経済の再生（広域単
　 位の復興政策の充実）

●福島第一原発の事
   故収束（廃炉・汚染
　 水対策）
●福島第二原発の廃
　 炉

2021年度以降の
課題

●原子力災害の特質に即した法制度の制定と国家行政組織の創設
●被災者と被災地の実態に即した復興政策の確立
●被災者の参画を通じた復興政策の構築と展開

2020年度までの10年間における
福島復興政策の具体策

2020年度までの10年間における
福島復興政策の成果

放射能汚染（長期にわたって放射能汚染が続く） 

被害 

長期避難者（自力再建住宅等への入居後も避難者であ

り続ける） 
長期被害者（避難元への帰還後も被害者であり続

ける） 

被災者 

長期環境回復（長期汚染地域の安全・安心性の回復措

置が必要） 
長期地域再生（長期的なまちの存続に向けたプランニン

グが必要） 

被災地 

原子力災害からの復興に要する時間 

自然災害からの復興に要する時

間 

法制度が不十分または欠落している部分 

 

事故収束（長期にわたって廃炉・汚染水対策が続

く） 
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 四章四節  学校の避難と帰還を巡る状況 

井本佐保里（日本大学） 

 

東京電力原発事故 学校 再配置 

自治体 避難 帰還 

 

1. はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所事故により，12 市町村

で避難指示が出された。福島県では，自己前には約 17 万

3000人の児童生徒が在籍しており，避難指示の出た 12市

町村では約 1 万 3000 人が在籍していた。事故から 1 か月

半後の 2011 年 5 月 1 日時点で，12 市町村からは 5,299 名

が県外に避難，3,453 人が県内の中通りや会津に避難して

いた。このような状況の中，全 12 市町村の公立小中学校

も避難指示区域外に避難する判断がとられた。本節では，

こうした学校の避難や帰還の状況を整理した上で，原発

事故に伴う長期・広域避難が強いられた状況の中での学

校の役割について考察することを目的とする。 

 

2. 調査概要 

本調査では，避難指示の出された 12 市町村のうち調査

許可の得られた 9 市町村（南相馬市，双葉町，大熊町，

富岡町，楢葉町，広野町，田村市，飯舘村，葛尾村）を

対象に，事故発生から現在に至るまでの公立小中学校の

移転の実態と，利用者層の変化について行政担当者への

インタビューより明らかにした。 

 

3. 学校の再配置 

１） 避難先での学校再開の時期 

 学校再開の時期をみてみると，2011 年 4 月に学校を再

開したグループ（南相馬市，田村市，飯舘村，大熊町），

2011 年 9月に再開したグループ（広野町，富岡町），2012

年 4 月以降に再開したグループ（楢葉町，葛尾村，双葉

町）に分けられる。こうした再開時期の差は，避難先と

の距離に要因があり，早期に再開したいグループは同自

治体内で避難が可能だったなど，近距離で避難した自治

体が多い。ただし，大熊町は 100km 離れた会津若松市で

早期再開しており，これには学校が住民の避難を先導す

るとの強い行政側の意志があったためで特殊な事例と言

える。一方，避難先までの距離が遠い自治体については

避難時期が遅くなる傾向が明らかになった。 

２）避難先で利用された建築 

多くの自治体では，避難当初は避難先の学校を間借り

したり廃校や利用されていない工場や社屋を利用するこ

とで場所を確保し，その後プレハブ校舎を建設するなど

の措置をとっていた。どの建物を活用するかは，長期的

にみた場合には学習環境の質にも影響を及ぼすと考えら

れる。 

３）避難先での学校利用者の推移 

避難先での学校の利用者は事故前と比べ大幅に減少し

ている。いずれも超小規模校となっていき，大規模な学

校に馴染めない子どもや，発達障害のある子どもなど，

徐々に小規模であることを目的に入学する児童生徒が主

となっていく。また，近隣自治体に避難している学校同

士での連携や，市町村を超えた児童生徒の受け入れを行

うような状況も見られた。 

 

4. 学校の帰還 

2021 年 2 月時点で，双葉町と大熊町を除く自治体では

自市町村に学校を帰還させている。しかし帰還世帯が増

えない中，児童生徒数は低い状況が続いている。また，

例えば富岡町では 2019年時点で 26名の児童生徒おり，う

ち 12 名は新規住民世帯となっている。また富岡町出身者

のうち既存の住宅に帰還したのは 1 世帯のみで，多くは

新たに整備された学校近くの公営住宅に入居している。 

 

5. まとめ 

事故直後，子どもの教育の場，学校に関する県や国か

らの方針は何ら示されず，各市町村は独自の判断で動か

ざるを得なかった。しかしいずれの自治体も時期の差は

あれ，避難先で学校を再開することで，住民をまとめ，

また地元への帰属意識を維持すること，そして避難指示

解除後に地元への帰還を促すことが期待していた。また

当初は比較的多くの子どもが利用し，事故前からの関係

性やコミュニティの維持に貢献していたと考えられる。

しかし多くの自治体で 5 年を超える長期避難生活が余技

なくされ，特に子育て世帯は避難先で基盤をつくってい

き，学校の求心力も急速に低下していった。また学校の

帰還を契機として世帯が帰還する事例も多くは見られな

かった。子どもの学びや育ちを第一に考えた際に，果た

して今回のような従来の市町村の枠組みで学校を維持し

続ける形が最適であったのか，改めて検証が求められる。 
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 五章一節  原発災害からの復興事業の特異性と復興事業による二次核災害の危険性 

糸長浩司（日本大学） 

 

二次核災害 復興核災害 復興事業 

汚染樹木発電事業 汚染土壌再生利用 福島特措法 

 

はじめに 

 原発災害は特異な災害であり、通常の地震、津波等の自

然災害とは異なる特異性を示し、その結果として災害復興

に関しても特異性を配慮した計画と公共事業が展開される

必要があると考えるが、現実の復興事業はそのように展開

されてきていない。この点について問題提起をする。 

 

1.原発事故による避難と復興の特異性と課題 

 自然災害と異なる原発事故災害における避難とその後の

対応・復興対策における特異性と課題は、先に述べた原発

災害の特異性と多少重複する点があるが、次の７点である。

①発災直後は避難と仮定住施策が主となり早急にかつ大量

で広域的な対応が必要となる。この点は 30kmの範囲での広

域避難計画はまだ不十分なままである。かつ避難先の選択

に必要な汚染情報（SPEEDI 等）の開示と活用が重要となる

が、政府は SPEEDIの再活用を否定し的確な予測モデルは不

透明なままである。 

②環境が放射能汚染され浄化が直ぐに進まず、被災地（汚

染地）での早急な復旧（環境を元に戻す）は不可能である。

③汚染物を除去する事業（除染事業）は膨大な経費は掛か

るが効果は生活圏のみであり、除去できず森林・河川・ダ

ム・沼に長期的に放置される。 

④「除染→避難解除→避難解除地での復興事業（インフラ

整備）」による早期帰還政策により、ハコモノは出来ても

それを利活用する住民は戻れず復興公共事業の効果は薄い。

⑤戻れない人たちは長期的に避難生活を強いられたままで

あり、生活・定住復興事業は希薄なまま、被災地自治体の

領域のみでの復興事業が主であり、被災者のための復興・

再建事業とならず、長期復興のための抜本的な法制度対策

が必至である。 

⑥発災後「仮の町」事業が提案されたが実現せず、発災前

のコミュニティの維持継承が長期的に不可能である。 

⑦汚染地域に戻った人達が安全で安心した暮らしをするた

めの法制度と補償がない中での見せかけの復興である。避

難解除された地域は「元避難地域」という規定のみであり、

「放射能汚染地域」の指定はされず法制度的には汚染実態

に対する対処が放置されたままである。 

ICRP（国際放射能防護委員会）は 2019年夏に新勧告案を提

示し、今は復興期にあると定義し、「復興期の地域は長期

汚染地域であり、放射能防御文化を育てる」必要があると

いう。年間 10ミリシーベルトは許容するという勧告案には

筆者は反対だが、避難解除された被災地は長期汚染地域で

あるという指摘は正しい（残念ながら 2020 年 12 月の新勧

告では「長期汚染地域」の言葉は消えた）。筆者は飯舘村

有志達と「1.勧告案にある、「復興期における長期的汚染

地域」を明確に規定し、長期的汚染地域で生活する村民達

への継続的補償について勧告すること。2.土壌、樹木等の

放射性セシウムの残存量による評価とそれに基づく長期的

な土地利用規制、補償について勧告すること。」と意見書

を 2019年に提出したが新勧告では無視された。避難解除後

の被災地地域を汚染地域として指定する法制度は皆無であ

り、元避難区域という「区分」しかなく、放射能汚染の無

法地域となっている。ちなみに、チェルノブイリ法では年

間 5 ミリシーベルト以上の地域は「移住の義務ゾーン」と

定義される。飯舘村の避難解除地域の森林は毎時１マイク

ロシーベルト以上あり、年間 8.8 ミリシーベルトとなる。

汚染地域での帰還優先に伴うリスクに対する法制度的整備

が急務であるといえる。 

  

2.復興核災害のリスク 

 発災後 10年が経過した今、廃炉の見通しがたたず「原子

力緊急事態宣言」は解除されないままである。そして汚染

被災地での復興事業による二次災害としての「復興核災害」

を恐れる。筆者は昨年から復興事業のリスクに対して「復

興核災害」という言葉で表現してきている。放射能汚染地

域での国税による復興事業が汚染された放射性物質の新た

なバラまきを含んでいることを指摘しておく。 

①「放射能対策特措法」の罪と罠である。この特措法は放

射能汚染物質を法的に定義し、放射性廃棄物と除去土壌に

峻別した。その定義に含まれない汚染物質は法的には放置

したままである。原発事故で放射能汚染された全ての物を

対策としていない。除染した土壌は対象だが、除染しな

い・出来ない森林土壌、河川土壌等はどんなに高レベル汚

染であっても放置されている（一部浚渫もされているが）。

特定除染地域（国直轄除染地域）の森林汚染土壌は表層

5cm に堆積していると仮定して計算すると、筆者の推定で

は 6200 万 m3 でこのエリアの除染済土壌の約 8 倍の量であ

り、中間貯蔵施設の受け入れ可能量 1700 万 m3 の 4 倍近い

量となる。除去されフレコンバックに詰められた除去土壌

のみが汚染土壌であり中間貯蔵地に搬入されれば、汚染地

域の汚染問題が解決したと思わせる「フレコンバックのマ

ヤカシ」、除去土壌＝汚染土壌と錯覚させる制度的言葉の

力による罠がある。 

②再利用基準の引き上げによる長期的な汚染農地での農作

業をするという理不尽がまかり通っている。原子炉等規制

法ではクリアランス基準 100Bq/kg以下での廃棄物の再利用



は認められているが、汚染農地（除染しても汚染は継続）

は廃棄物でなく対象外とし、特措法でも対象外とされ、帰

還した農民は 100Bq/kgを超える農地で農作業をせざるを得

ない。幸いなことに小生達の試験栽培でも農地が

1000Bq/kg を超えていても野菜は数 Bq/kg 以下であり食用

には問題ないが、放射能汚染非常事態、例外状態での農的

生活が続く理不尽がある。 

③除去土壌全量を中間貯蔵施設に受け入れことは不可能と

政府は判断し、2011 年時点で除去土壌の減容化と「再生利

用」が閣議決定された。さらに再生利用は復興公共事業と

して「福島特措法」（2012 年）の元に進められている。飯

舘村の帰還困難区域の長泥地区では宅地と農地の除染を条

件として、水田への除去土壌の埋め立てその上に客土とい

う処分事業を行うことを村及び村民と合意し、その汚染土

壌再利用試験事業が進む。2020 年は客土しない除去土壌で

の野菜栽培実験も実施された。埋め立て後の農作業は永久

化された汚染土壌上（放射性物質処分地）での管理作業で

あり、原発施設と同様な放射線防御労働となる。 

再生利用される汚染土壌が農地の基盤材として使用され

ても、「農用地土壌汚染防止法」の適用外として国による

復興事業として土地改良事業が農水省の関与で展開されよ

うとしている。復興土地改良事業による復興核災害であり、

さらに全国的な放射能汚染土壌のバラまきになる危険性が

ある。この問題に対して農業土木、農村計画分野からの問

題提起が提示されないままであることも深刻である。 

④汚染森林での再生復興事業による復興核災害の拡大の危

険性である。福島特措法による国からの復興補助金事業と

して森林再生事業による木材供出事業が展開されている。

樹皮 6400Bq/kg 以下の樹木の伐採供出が事業化されている。

製材供出される木材・建材の放射能汚染規制値は設定され

ていない。薪の基準値は林野庁で 40Bq/kg と指定されてい

る。燃焼すると 200倍の汚染灰（8000Bq/kg）になると想定

した基準値である。林野庁の HP では 800Bq/kg 程度の汚染

木材でも空間線利用率は低いので問題ないという紹介があ

り、汚染森林での伐採木材の普及を図ろうとしている。こ

の木材を 30年後焼却処分したら、灰は何万 Bq/kgという特

定廃棄物となる建材が市場流通される危険性を孕んでいる。

早急に木材の規制値を明確にする必要がある。 

伐採された汚染樹皮は、福島で年間 10万トン排出され、

それを活用した木質バイオマス発電所がやはり福島再生加

速化金（国庫補助）で進められようとしている。2020 年に

は飯舘村でも東電と熊谷組等の JVによる新設企業が立ち上

げられ、FIT を活用した発電所として申請する施策が検討

され、焼却灰の高度汚染や飛灰の拡散等核災害が被災地の

森林を活用して起ころうとしている。復興公共事業を活用

した災害便乗型核災害資本主義の肥大化という危険な未来

を予想せざるを得ない。 

 

３．帰還困難区域における除染土壌の再利用事業問題 

中間貯蔵に搬入予定の村内除去土壌は 218 万袋である。飯

舘村と環境省の提案で帰還国難区域である長泥地区の農地造

成の基盤材として除去（汚染）土壌の再利用事業が、長泥の

住宅地と近接農地の除染事業を条件として、地区住民の合意

を得て 2019年 2月現在試験事業が実施されている。住民の除

染意向と取引をし、農地を汚染土壌の永久捨場にするという

無謀な事業を国策で進めていると言わざるを得ない。 

中間貯蔵での 30年保存以後の最終処分地が未定であり、か

つ、中間貯場施設の規模拡大ができない中で、放射能汚染土

壌の永久捨て場にする事業と言える。2011 年 8 月策定の「特

措法」により 8,000Bq/kgに基準値が引き上げられ。それ以下

の土を公共事業で再利用することが国策で進められ、危険な

状態が今後も継続することが懸念され、「例外状態」が継続

している。 

1)除去土壌再利用事業の経緯と概要 

 この問題の経緯をまとめると以下となる。 

①放射性物質汚染対処特措法（2011 年 8 月 30 日） 

放射性物質の汚染取り扱い基準、自由に利用できるクリア

ランスレベルは、100Bq/kg 以下とされていたものが、この

特措法で 8000Bq/kg に引き上げられ、法律上は一般廃棄物

扱いとなった。さらにこの特措法の既成対象放射性物質を

含む対象物は、除染された土壌か、廃棄物となったもので

あり、除染されない土壌（森林土壌、河川底・沼底の土壌

も含む）、森林の立木等は対象外で放置されることになる。 

②放射性物質汚染対処特措法の基本方針（閣議決定、2011 年

11 月 11 日） 

「除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に関する基本的事項」

が策定され、「置場等の確保等の観点から、除去土壌につ

いて、技術の進展を踏まえつつ、保管又は処分の際に可能

な限り減容化を図るとともに、減容化の結果分離されたも

の等汚染の程度が低い除去土壌について、安全性を確保し

つつ、再生利用等を検討する必要がある。」とされた。震

災の年に既に、中間貯蔵に移動させることの困難さを認識

して、できるだけその量を少なくすること（減容化）と、

除染土壌の再利用が政策として打ち出されていたことにな

る。その延長線上に除染土壌の再利用が進められようとし

ている。 

③福島特措法改正「特定復興再生拠点区域復興再生計画」追

加（2017 年 5 月 19 日） 

帰還困難区域での除染や復興事業は進まない状況下で、地

元の要請等もあり、福島特措法が改正され、地元自治体が

特別復興計画を作成し、それを国が認めた段階で、除染、

及び拠点復興事業が国の事業として展開可能となった。 

④飯舘村が環境省に対し、環境再生事業の実施を要望（2017

年 11月 20 日） 

飯舘村、同村長泥行政区、環境省で合意事項を確認（2017

年 11月 22 日） 

飯舘村、環境省の協議に長泥地区住民代表たちに参加する

中で、帰還困難区域である長泥での環境再生事業（この言
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葉は環境省の事業名称ではなく、飯舘村が独自に作成した

言葉である）が 3 者で合意され、具体的な再生計画策定に

進むことになる。その間、長泥地区住民への帰村意向、除

染意向等のアンケートが実施され、結果的には地区の合意

で、この事業が展開されていくことになる。地区住民の気

持ちとしては、他の地区では除染されている状況に対して、

自分達の地区のみ除染されない状況は納得できず、村内の

除染土壌の捨て場となることも覚悟（故郷喪失の諦め？）

して上での合意の意向と思われる。この種の厳しい選択を

被災地住民に強いること事態、民主国家としてはしてはい

けないことと筆者が考える。 

⑤「特定復興再生拠点区域復興再生計画（案）飯舘村」

（2018 年 3 月 8 日） 

「飯舘村特定復興再生拠点区域復興再生計画」を飯舘村長、

国に申請（2018 年３月 27 日） 

「長泥地区特別復興計画」を内閣総理大臣認定（2018 年 4

月 20 日）（2017 年 5 月に公布施行の改正福島特措法で創設

した「特定復興再生拠点区域復興再生計画制度」に基づき

認定）飯舘村に申請して認可された長泥地区での事業計画

の概要は下記である。当初の計画では長泥地区の中心地の

みの除染と復興拠点形成であったが、住民の強い除染要望

を受けて、ほぼ地区全域の宅地とその周囲の除染事業とな

っていて、特定復興再生という趣旨は崩れている。それだ

け、環境省としては除染土壌の処理を帰還困難区域の長泥

で実証化したいという意向が推察できる。 

①村が想定している主な事業 

－除染・家屋解体 

－村営住宅、短期滞在・交流施設の整備 

－桜並木、神社等の文化・交流拠点の整備・再生 

－農用地等の環境再生事業（←除染土壌再利用実証実験、

その後の農地埋め立て） 

※ 農の再生にあたっては、実証事業により安全性を確認

したうえで、造成が可能な農用地等については、再生資

材で盛土した上で覆土することで、農用地等の造成を行

い、農用地等の利用促進を図る（環境省事業）。 

－約 186ha（森林・水面を除くと約 140ha）、計画期間：

2023 年 5 月末まで 

避難指示解除目標：2023 年春頃（村営住宅等は、整 

備ができた箇所から先行解除） 

居住人口目標：約 180 人 

 

長泥地区に汚染された除去土壌の搬入量と、埋め立てる農

地の表土 5cm の高い汚染土壌の削除・搬出により結果として

長泥にどの程度の汚染土壌が蓄積されるのかを試算してみた。

条件としては、長泥の農地汚染は、放射性セシウム 137（半

減期 30 年）で 20000Bq/kg、搬入される除去済み汚染土壌は

2000Bq/kg として、深さ 100cm に埋めると仮定した。 

 
図 1 帰還困難区域長泥での環境再生事業概要 環境省資料 

 

図 2 除染土壌の農地基盤再利用イメージ図 環境省資料 

表 1 長泥に追加廃棄される汚染土壌量の推計 

 

除染土壌を埋め立てる予定されている農地面積は 34haであ

り、総量として、搬出される放射性セシウムは 5100 億 Bq に

対して、搬入・投入される放射性セシウムは 1兆 200億 Bqで

あり、結果として、長泥地区には長期的に 5100 億 Bq の放射

性セシウムが捨てられることとなる。仮に、搬入土壌が

4000Bq/kg と倍と想定すると、残存量は 3倍の 1兆 5000Bq/kg

という総量となる。周囲の森林が放射性物質の永久捨て場と

同様に、農地基盤が膨大な量の放射性物質の捨て場となる。 

汚染土壌の再利用に関して、2018 年度９月から、環境省、

飯舘村、長泥住民代表を交えた協議会を設置して、除染作業、

試験のための村内の除去土壌の搬入・選別（5000Bq/kg 以下）

等の作業が長泥地区の復興拠点近くで行われている。筆者は、

2018 年 10 月、及び 2019 年 5 月に地区住民代表の案内で現地

視察している。5 月段階では除去土壌は概ね 2000Bq/kg 以下

の土壌を搬入して、試験農地を造成している段階であり、そ

の後、露天での試験作物（花卉、ｴﾈﾙｷﾞｰ作物栽培）等が実施

されている。 



2)長泥での村内の除染土壌の再利用の問題 

特別復興事業の抱えている問題を列挙すると以下となる。 

①宅地周囲の除染を希望する長泥住民の気持ちを利用した駆

け引きとしての環境再生事業である。 

当初の復興拠点地区では多くの宅地が含まれず、地区住民

は自宅の除染を希望し、除染区域が拡大された。拡大した除

染区域の代償として除染土壌の再利用実証実験＋農地埋め立

て事業がバーター的に導入された。地区住民は帰村する意向

は少なくても宅地と農地の除染は希望する。他の帰還困難区

域以外の地区は全て除染されているのでその意向はより強い

ともいえる。その気持ちを利用した、除去土壌の永久的捨て

場（中間貯蔵に行き、その後の 30年での県外搬出というスト

リーの外であり、実質的な永久捨場となる。） 

②除去土壌の公共事業等使用が拡大し、私有地である農地が

半永久的な放射能廃棄物処理場となり、農業者は核廃棄物

の処理業務相当の放射能処理施設での管理労働者的扱いと

なることが懸念される。 

農地造成地は私有地であり、埋め立て後も私有地のまま、

所有者に戻されるという農地造成事業として実施される。公

的資金を活用する意味では公共事業であるが、公共地での公

共施設を整備するという公共事業とは異なり、あくまでも、

私有地の利用価値（この場合は農業利用価値を高める）とい

う（私有）農地造成事業である。論理的には私有地に廃棄さ

れた放射性汚染土壌の利用と管理は、所有者である農民に求

められる。行政機関が半永久的に借地するか、買収するか公

共的に管理が実施されなければ、放射能汚染された農地を農

民の責任で管理することとなる。放射性物質の捨て場（放射

性廃棄物処理場）を被災農民が管理することを強いるような

事業である。仮に、飯舘村が行政責任で購入して半永久的に

管理するのか、この点については明確な合意は取れていない。 

③新田川の上流の比曽川沿いの水田に廃棄され、流域上流が

放射性廃棄物の捨て場となる。 

長泥の水田の南側には比曽川が流れている。この下流には

浪江町、南相馬市がある。上流部の川沿いのエリアが放射性

廃棄物の捨て場となり、流域長期汚染の問題である。 

④捨場となる水田沿いの河川堤防の半永久的管理問題。 

比曽川は二級河川であり、県の管理河川である。捨場とな

る農地との境界の河川護岸の整備、管理について県、環境省、

村当局との協議でどのような永続的な管理をしていくのか未

定である。今後の続くと予想される異常集中豪雨、台風での

洪水等を想定すると上流部に捨てられる放射性物質の管理リ

スクは高まるばかりである。 

⑤除染土壌を覆う遮蔽土壌フレコンバックを利用した除去土

壌の希薄処理問題。 

農地基盤としての強度を確保するための土壌調整材として、

遮蔽土壌が活用される。除染汚染土壌は農地の表層土壌であ

り、農地の基盤材としては不適切であり、耐力ある土壌にす

るために、遮蔽山砂土壌と混ぜて使用することとなる。地区 

 

 

 

 

 

 

写真 1・2 左・長泥の土壌再生試験場、右・の選別前土（2019年 5月） 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3・4左・長泥の埋立農地見学会、右・試験栽培地（2020年 10 月） 

 

住民が危惧するのは、結果的セシウムを稀釈して埋めるこ

とになり、実際に持ち込まれた除去土壌の真の汚染度合が

分からないままに埋められることを危惧している。 

 

まとめ 

 冒頭にも述べたが、原発災害は長期化し、かつ膨大な放

射能汚染物質が森林等に残存する状況下であり、従来型の

復興事業は処置できない多様な復興課題、それも長期的に

解決せざるをえない課題を抱えている。その特異性を考え、

原発災害に特化した長期的復興事業の展開は必至である。

また一方で、放射能対策特措法等の欠陥により、汚染土壌

の再利用や汚染樹木の活用によるバイオマス発電事業が福

島特措法を活用して、国からの補助金事業として推進され

るようしている。原発災害後の復興事業が、「復興核災害

事業」のような様相を呈し始めているという危険な復興事

業の展開を危惧せざるをえない状況にあることを指摘して

おきたい。 
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 五章二節  核災害後の公共事業の変革に向けて 

窪田亜矢（東京大学） 

 

公共事業 被災地域 当事者 

核災害 信頼関係  

 

1. 核災害後の公共事業に関する基本的認識 

本節で「公共事業」とは、狭義には政府や行政の財政

支援によって為される空間整備事業を指す。まず、核災

害後の公共事業に関する基本的認識を整理しておきたい。 

（1）東日本大震災における津波と原発事故複合 

東日本大震災では、津波被災地域とそこに核災害も複

合している原発被災地域がある。 

前者は「災害対策基本法」1961 年をはじめ、財政支出

の法制度が整っていた、もしくは災害後すぐに整えられ

たので、浸水被害の把握、災害危険区域の指定、高台移

転・嵩上げ工事、防潮堤建設などが盛り込まれた復興計

画のもとで、公共事業が実施された。 

後者においては「原子力損害の賠償に関する法律」

1961 年により、原子力事業者に対して、過失の有無にか

かわらず、上限設定なしの損害賠償責任が課されている。

「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱によって生じた」

損害の場合は、この限りではないというただし書きがあ

るが、原発の水素爆発後の世論への配慮もあって、ただ

し書きは適用されなかった。また東京オリンピックの誘

致と実施に向けて、原発被災が収束しているように認知

されることが政治的に要請された。 

このように災害の種類によって公共事業の背景が異な

り「日本社会が、震災復興政策の過剰と原発危機対応の

不徹底という長期的なコストを負ってしまった」1)。 

原発事故が生じるときには大地震も生じている割合は

低くないだろう。よって、全体の災害の中で、上記のよ

うな不適正が生じないように留意する必要がある。 

（2）公共事業の担い手と実施地域 

原子力政策は国が推進してきたので、核災害には必ず

国が関与することになる。核災害後の公共事業の担い手

である国と、公共事業の実施地域は、加害者と被害者と

いう関係でもある。公害の賠償金と災後の公共事業費は

全く意味が異なるが、金の出し手と受け手という意味で、

国と被害地域は同じ関係になってしまうことに留意する

必要がある。 

核災害後の避難指示は、原子力災害対策本部（本部長

は首相）によるものだが、爆発そのものや放射性物質の

拡散に関する情報の隠蔽、凍水壁など対応策の失敗、廃

炉事業の完了見通しの延期、最近でも 2021 年 2 月 13 日の

福島県沖 M7.1、震度 6 強の地震によって原子炉の格納容

器の水位が低下したり、地震計の故障が放置されていた

ためにデータが取れなかったりといった不測の事態が生

じている。被災地域である公共事業が行われる地域と、

公共事業の担い手であると同時に原発敷地の監督責任者

でもある国との間に、信頼関係は構築できていない。 

にもかかわらず、避難の指示も解除も、除染も廃炉も

イノベーション・コースト構想も、現在の体制や仕組み

のもとでは、いずれも一自治体や住民だけでは対処しよ

うがない。そもそも「避難指示の解除をめぐって、行政

が設けた委員会のメンバーは皆、外部有識者で、住民は

一人もいなかった。おかしい。外部有識者はアドバイザ

ーではあっても、いつ避難指示を解除するのか、という

判断は、住民らですべきだ」という声がある(1)。住民らが

判断できない事態は間違っているのではないだろうか。 

（3）被曝の基準と放射性物質の特質 

避難指示の基準は、水素爆発直後は原発からの距離、1

ヶ月後からは被曝量へと変化したが、これらは国際機関

による値を参照して国が設定したが、除染という公共事

業や賠償にも直結した。 

被曝量は、人間の生命・健康に直結する値であり、ど

こまでを受忍するかは極めて個人的な判断でなければな

らないはずだ。特に当初、情報や知見は混乱した。「プル

トニウムは飲んでも安心」等という「専門家」が現れた

り、年間被曝量の上限が引き上げられたり（1mSv から

20mSv）といった事態は、放射性物質の安全性に関する科

学的根拠が明確に確立されていなかったことを示唆する。 

また、ゾーニングによって除染と非除染のエリアを分

けて、除染された地域に住んでいたとしても、放射性物

質は、ゾーニングの線を知らないので、土砂災害や山火

事によって侵入してくる。 

放射性物質は、目の前から除去しても簡単には廃棄で

きず、その存在は数万年にわたって忘れがたく粘着性が

ある。数日後か数年後かに人間や動物や植物に影響を与

えても、そうした影響がいつどこ生じているのか、認知

することはできない。なぜなら個々の放射性同位体は確

率的に放射性崩壊を起こして変化をしても、全体をみれ

ば超長期にわたって存在しており、三次元かつ現時点と

いう時空間の位相を超えて存在しているからだ。放射性

物質は過去の挙動の結果として現れて、あらゆる物体と

共存している。環境は有限だが、すべての挙動を知り尽

くすことは不可能で、その共存の結果は未来の時点にお

いてしか理解できない 2）3)。 

このような特質を有する放射性物質に対して、被曝の

基準を設定し、それをゾーニングによって達成するとい

う方法は無効だ 4）。 

 



2．公共事業の変革 

以上をふまえれば、核災害後の「公共事業」は変革を

必要としている。そのヒントになる実践を紹介したい。 

（1）イタイイタイ病被害地域にみる被害者と加害者の間

の、災後の取り組みの結果としての「緊張感のある信頼

関係」5) 

イタイイタイ病の現場となった富山市神通川流域では、

汚染源の発生と放置、被害の発生、被害者集団である原

告の勝訴、そこから勝訴によって勝ち取った三つの条件

の遂行を通じて「緊張感のある信頼関係」を構築し、40

年を経たのち、加害者の謝罪を受け入れるという事態が

生じた。勝訴自体も、その後の和解も、その間の 40 年と

いう長期間も、いずれも稀有で、曲がりなりにも謝罪を

受け入れたということは、被害者にとって最低限の状況

が達成されたのかもしれない、と理解できる。最低限の

状況とは、勝訴によって勝ち取った以下の三つの条件だ。 

①未来にわたる健康被害の補償 

②環境回復と地域の再生 

③公害の再発防止 

いずれも福島の災後の現場では、程遠い状況にある。こ

れら三つの条件が、原発被災地域ではどのように可能な

のか、議論しなければならないが、強調したいことは、

被災地域と加害企業が、それぞれ当事者として三つの条

件達成のために、懸命な努力を続けたことだ。特に被災

地域にとっては大変な負担であったが、そうした過程は

必要ではないだろうか。この過程においては、当初より

弁護士や専門家らの継続的な支援がある。 

社会全体が、自分の地域は非もしくは未被害地域であっ

たとしても、加害者という認識は持っていないとしても

（持つべきかどうかは別の機会に論じたい）、そのような

被害地域の過程を担保する努力をすべきではなかろうか。 

図 1 土壌汚染地域の「緊張感のある信頼関係」構築過程 

（2）アメリカ合州国にみる地元自治体と公共サービス事

業体による非常事態対策 

 上記の③に関連するが、アメリカ合州国では原子力発

電所の非常事態において、地元自治体である州と原子力

発電所の事業体が協力して対応しようとする姿勢がみら

れる(2)。「コネティカット州原子力発電所非常事態対策ガ

イド」（図 2）は、コネティカット州とノースイーストユ

ーティリティーズ（合州国北東地域の原子力発電に関わ

る複数の事業体）によって、同州にある二箇所の原子力

発電所が非常事態に陥ったときの対処方法について、近

隣住民に向けて書かれたものだ。本書は「チェルノブイ

リ救援・中部」の河田昌東氏監修で「小金井市に放射能

測定室を作った会」が 1999 年に日本語に翻訳している。

スペシャルニーズカードの案内、屋内避難や避難移動時

の持ち物チェックリスト、避難ルートや収容施設などの

他、普段はどうやって事故発生を防いでいるのかといっ

た補足まで、全部で 36p の小冊子ではあるが、情報が詰ま

っている。 

図 2 コネティカット州原子力発電所非常事態対策ガイド 

  日本の原発で再度事故が生じたときに、道路の渋滞な

どにより円滑な避難ができないことは何度も指摘されて

いる。この状態を放置せずに、地域住民から原発事業者

にこのようなガイドブックを共に作成することを要請し、

原発に不具合が生じたときにはすぐに周知することを信

頼関係の中で約束することが重要ではなかろうか。 

（3）当事者による「公共事業」の創出と実施 

 核災害によって地域が壊されたのだから、それをどう

戻すのか、治すのか、は、当事者が決めるべきだろう。 

  しかし核災害後にどうすれば良いのか、わからない。

核災害とは何かという知見に乏しく（特に東日本大震災

は、原子力発電所事故という点で、チェルノブイリしか

前例がなかった）、住民がいったんはゼロになってからの

再生という事態も初めてだったといってよい。 

  筆者の限られた経験からは、意思のある人が集まって

議論して、やれることは試しにやってみることしから始

めるしかないと考えている。その過程の中で、広義の意

味での「公共事業」の内容が整ってくる。 
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2014 年春から、南相馬市小高区の地域住民や行政職員の

方々と、協働の場を作り上げていく機会を得た。2016 年 7

月の避難指示解除と共に「小高復興デザインセンター」

という名称で、誰も使わなくなっていた社協会館を借り

受けて、物理的な場も作った（図 3）。研究室の修了生が

現地に 3 年間常駐し、膨大な議論と試行錯誤を経て、集落

部においては「行政区盛り上げ支援事業」、小高駅前の市

街地部においては「まちなか菜園事業」を、それぞれ行

政の「公共事業」として位置付けることになった。 

図 3 小高復興デザインセンターの開所式（左） 

                          集落部での話し合い（右） 

「行政区盛り上げ支援事業」とは、土地を利用すること

で生活を営み、結果的に土地が管理されてきた、土地と

人の一体性を本質とする集落において、再度、集落の主

体性を取り戻すことを本旨とする。人口が激減し、高齢

化し、何をやるべきか、やれるのか、やりたいのか、不

明な中で、暮らしを共有する集落という土地と人の単位

で、話し合いを継続することによって、ささやかながら

実践がみえてくることもある 6）。そのような過程を支援す

ることが、外部者である筆者らにできたことだった。 

「まちなか菜園事業」とは公費解体されて空地が目立つ

まちなかで、かつてのような建物ではなく、植物の力を

借りて町並みを構成しようという試みで、誰もが気軽に

参加できるところに特徴がある 7）。 

図 4 小高のまちなか空地の活用例（屋根園） 

各事業の詳細は省略するが、どのような取り組みが必要

とされているのか、議論や試行が必要だ。しかし試行錯

誤の段階では研究と位置付けて研究費で対応せざるを得

なかった。これでは大学などの関与が必須となってしま

う。当事者による主体的な実践を、試行錯誤の段階から

必要があれば行政は支援すべきではないだろうか。 

  災後にどのような公共事業を必要とするのか、誰もわ

かっていないと考えるべきだ。そのうえで、当事者自身

が模索できる状況を作り出すことが、公共事業の最初の

一歩であり、第二歩として当事者が自律的に公共事業の

内容を判断できる状況を整えるべきではないだろうか。 

 

【補注】 

(1) 当該ワーキングで 2021 年 2 月 20 日に、当事者の方 4 名をパ

ネリストに研究会を開催した。その登壇者のお一人である原

田雄一氏は浪江町の商工会長なども歴任されてきたが、除染

に関する委員会で、関係者として発言が許された時間は 5 分

だったという。原田氏らによる「町外コミュニティ計画」の

意義については、8)に論じた。 

(2) 「チェルノブイリ救援・中部」はチェルノブイリの現地と交

流を重ねながら、セシウムが菜の花油には出てこないことな

どを明らかにしていた。南相馬市においても住民と連携して

「放射能測定センター・南相馬」を運営し、住民自らが土地

や野菜などの放射能測定ができるようにした。当該冊子は、

河田昌東博士のご厚意でいただいた。記して感謝したい。 

(3) 本節では災後の公共事業に限定して、変革について論じたが、

復興という空間計画においてもパラダイムシフトがいること

は明確だと考えている。9)では復興という目的を「復原」に

更新すること、10)では空間計画ではなく空間倫理を根底にす

えるべきことを論じた。参照いただければ幸いである。 
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六章一節 東京電力福島第一原発事故による長期的災害と復興の構造 

糸長浩司（日本大学） 

 

長期的災害 復興核災害 初期被ばく 

被災者の復興 現場主義的復興 建築・都市・農村計画制度 

 

１．はじめに 

 福島原発災害は未曽有の災害であり、現在も災害中で

あることを考えると、10 年経過はしたといえ、この複雑

な問題に対しての総合的理解は不十分としても行うこと

は必要であると考え、この災害と復興（復興計画・事業）

の全体像、特に、「災害建築学」の確立も含めて検討する

こととした。2021 年 3 月現段階においてであり、今後の

見直しは必至という前提である。 

 本中間報告で既に筆者が述べていることと重複する点

は多くあるが、原発災害の問題構造として簡潔にまとめ

ることは意義あるものと考える。 

 

２．原発災害と復興の問題構造 

(1)避難と初期被ばくの問題 

発災直後における適切な避難勧告、避難誘導が行われ

ず、無用な初期被ばくがある程度あったことはいがめな

い。原発災害対策の想定として同心円的避難指示のシナ

リオは実際の風雨の影響で結果的には西北地域での汚染

実態があったにも関わらず、同心円的避難対策が進めら

れた点、及び SPEEDI が的確に使用されなかった点である。 

飯舘村のような 30km 圏外での避難は遅れ、筆者らの推計

では 3 月～7 月の飯舘村民の初期被ばく量は村民平均で約

7.0 ミリシーベルトであり、震災前に許容されていた被ば

く量の 7年分を発災初期の約３か月で受けたことになる。

この理由として一端避難した村民が行政と放射能専門家

の誘導で一次帰村し無用な被ばくを受けたことも指摘し

ておく。現段階ではまだ、初期のヨウ素被ばくに関して

の科学的データはなく、放射性セシウムによる被ばくの

みの推計である。 

（2）避難の長期化問題 

 地震や津波のような自然災害と異なり、福島原発災害

は特異な災害であり、リスクの未確定で長期的な放射能

汚染である。原発災害対策特措法には今回のような原発

災害による長期化する避難対策は想定されていないが現

実であった。また自然災害のように目に見えた危険性を

被災者及び行政は認識できず、装置による測定結果とそ

の解釈の多元性（法的解釈、科学者の個人的解釈、政治

的解釈等）に翻弄され、避難をするのかしないのか、長

期的な避難は避けて早期帰還すべきなのか、避難解除が

されたら帰還してよいのかいけないのか等の判断は、自

己責任的に被災者に委ねられる傾向が強かった。結果と

して被災者個人、家族、コミュニティの分断とストレス

は相当なものであった。また、避難先での軋轢も生まれ

ることにつながった。真に前例のない災害であり、この

災害に対する的確な対処方法は見えないまま 10 年間が経

過した。避難解除がされても帰還しない人にとっては現

在も避難生活である。例え、東電からの補償金によって

避難先で住宅を新築した人たちも、まだ住民票は避難自

治体に残す人も多い実態は、避難が継続しているともい

える。例え、帰還した人たちも発災前の異なる場所で、

かつ周囲の汚染された森林に囲まれた生活再建は帰還し

つつも避難生活が続いてるともいえる。この長期的避難

生活を強いる災害が原発災害であることを再認識し、そ

のための、長期的再建・復興計画と施策が求められる。 

(3)除染の問題とフレコンバックのマヤカシ 

 原発災害は大量の放射性物質（特に Cs134・137）を広

範囲に降下沈着させた。その被災エリアは森林が 7～8 割

という面積を含みより複雑化している。除染という言葉

自体、原発災害前には使用頻度の少ない言葉であり、原

子力災害対策特措法では 26 条で「放射性物質による汚染

の除去」と明記されているが、除染という言葉は使用さ

れていない。このことが示すように大規模な原発災害は

想定していなかったといえる。その上で、急ごしらえの

「放射能対策特措法」を 2011 年 8 月 30 日に議員立法し、

除染が本格化する。しかし、先に述べたように、この法

律は放射性廃棄物と除去土壌のみを対象にすると限定し、

膨大な森林汚染（土壌及び樹木）を取り扱わず、宅地と

農地除染のみである。この点を国民は十分に理解せず、

除染事業は全ての放射性物質を取り除く事業かのように

誤解させ、フレコンバックが移送されて現場から消えれ

ばその被災地域はあたかも全てキレイになったかのよう

な錯覚を起こさせている。筆者はこれを「フレコンバッ

クのマヤカシ」と言って追及してきた。 

 さらに、国は除染の効果を空間線量率で図り、除染前

後で低減した事実を持って除染事業の効果を宣伝してい

るが、筆者らが指摘しているように Cs の自然減衰（特に

半減期が２年の Cs134）の効果であり、除染の効果は 5%

程度である。実際の汚染物質は森林土壌や樹木に付着し

つづけ、また、除染した後の農地や宅地の土に含まれて

いるという事実がある。確かに、除染により宅地や農地

での空間線量率は低減しているが、問題は付着し残存し

いる Csの量である。この Csの付着量をきめ細かく測定調

査し開示することなく、一定場所の空間線量率の値で除

染効果や避難解除を実施してきたという、非常に非科学

的で政治的な除染とその政治的利用であると言わざるを

えない事実がある。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１ 原発災害と復興事業にともなう問題の構造図（作図：糸長浩司） 

 

(4)避難解除と被災している実態の問題 

 避難解除は帰還困難区域を除いて実施された。原発災

害発災後、避難するという防災行為が法制度的に実施さ

れ、その避難に伴う精神的・物理的負担に対して原因者

の東電が補償をするという仕組みで原発災害対応がされ

てきた。従って、避難解除されるとこの原発災害は終了

したかのような錯覚をもたらすことになっていないか。 

 原発の爆発により放射性物質が被災地に降り注ぎ、そ

れらを全て除去できない状況は、避難解除されても、こ

この物理的汚染実態は変化しない。水俣公害でいえば汚

染された干潟で汚染された魚介類をとるようなことに相

当しないか。 

避難維持=汚染がなくなった ということではなく、あ

くまでもある解除基準を国が定めて解除し帰還の権利を

被災者に付与したのみである。被災している実態を正確

に捉える必要がある。それは空間線量率ではなく放射性

セシウムの量、ベクレル単位で測定し、その汚染区域の

度合を明確にし、持続的に管理するというシステムの上

に、その周囲での帰還の生活をどうしていくべきかを問

題にする必要がある。 

(5)被災者の生活再建とコミュニティ再建の問題 

 帰還率は 2～6 割程度の市町村によってバラツキがある。 

被災者は二分されている。被災前の状態には決して戻れ

ない厳しい現実がある。被災者は個々の判断、家族の判

断で避難・定住先を決定し、生活再建をしていかねばな

らない。東電の補償が個々の家族への補償を優先して進

めた結果として、被災前のコミュティ単位や地縁的単位

での共同的生活再建の途は開かれなかった。結果として、

移住先もバラバラ、かつ、移住先での被災者の孤立化も

進む結果をまねているのも事実である。コミュニティ再

建、コミュニティの共同的権利が無視された。この背景

には公私をベースとした近代法の課題があることは明確

であり、この原点から検討する必要もある。公と私だけ

でなく、共の力、共同・協同・協働の力を見据えた生活

再建、コミュニティ再建の手法、法制度、復興事業制度

が必要である。先に紹介したように、津波被災地での集

団移転事業のような制度が原発災害対応に必至である。 

(6)被災地現場主義的復興事業の問題 

 ７割以上の住民が帰還しないなかで被災地現地では膨

大な復興事業が展開され、イノベーション構想と称して

脱炭素型最新都市のようなテーマでの復興事業が加速し

ている。その担い手は元の住民ではなく移住者を想定し

たものも多い。誰のための復興かと問う被災者は多い。

原発依存型でのまちづくりから、当事者不在の原発災害

復興事業依存型のまちづくりになっていないか。ボトム

アップ的な復興まちづくりが求められ、また、それは被

災地にハードで最先端技術工場の建設することではなく、

避難した住民が現在居住している自治体と協力した復興

事業ではないのか。被災地の空間にとらわれた従来型の

復興事業システムも問題であり、また、このような復興

計画づくりに関与せざるを得なかった、計画者、建築家、

技術者の責任も併せて問われることになろう。再度、ボ

トムアップ型で被災住民と一緒に多元的復興を考える行

動も必至である。また、事前復興計画づくりにおいても
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この視点はより重要となってくる。 

(7)復興核災害の危険性 

 神戸震災後の復興事業により公営復興団地に閉じ込め

られた高齢者たちの孤独死等をもって、「復興災害」とい

う言葉できた。原発災害後の復興事業でも同様の心配は

あるが、それとは別に原発災害特有の復興災害の心配が

ある。筆者はそれを復興核災害と命名した。放射性セシ

ウムが残存し、また、除染した汚染土壌を農用地の基盤

材として再利用したり、汚染樹皮を利用したバイオマス

発電事業が復興事業として展開されてきている。長期間、

被災地では放射性物質を取り扱う産業による経済振興策

が進められようとしているともいえる。この点をもっと

厳しく国民と考える必要がある。さらに建築関係では放

射能汚染樹木を加工した建材の規制値がないまま、森林

再生、林業再生として市場にでる状況となっている。建

築分野としてこの点は真摯に向き合い解決策を明確に提

示していくべきである。 

(8)原発災害に対応した法制度の開発 

 原子炉等規制法、原発災害対策特別措置法、放射能対

策特措法等の法律の欠陥は明確になってきた。早急に法

制度改正が必要である。 

(9)建築・都市・農村計画学での問題 

 原発災害を想定した建築・都市・農村計画学は確立さ

れていない。また、この分野での明確な対策の法体系が

出来ていない。避難解除された農林地域では、何の土地

利用規制もない状況である。早急な法制度を整備する検

討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



六章二節 破局時計画論とポストノーマルサイエンス論の深化 

 糸長浩司（日本大学） 

 

破局時計画論 ポストノーマルサイエンス 復興計画 

自然共生居住権 市民的計画学 計画の暴力性 

 

１．はじめに 

日本での先例のない災害である原発事故による放射能

汚染災害地における建築・農村計画のアプローチはどう

あるべきか、そのためには新たな計画論の構築が必要で

ある。平常時の計画論から破局時の計画論への深化と捉

えたい。 

10 年経過し、放射能汚染の深刻さ、除染の効果と限界、

里山汚染の深刻化、コミュニティ再建の厳しさ、実質的

な二地域居住システムの被災者自身の個別的努力による

設立と、一方で、後継者層の村づくりからの脱落、国、

県、市町村行政により、解除宣言と帰還政策の優先化に

よる課題、将来的展望の不透明性等については既に展開

した。本稿では、放射能汚染により、長期的な住める環

境としては厳しいと言わざるを得ない農村地域を破局局

面としてとらえ、その破局地を対象とした空間・環境計

画論、及び農村計画論の在り方について、哲学・科学・

技術・計画学の視点を踏まえつつ、破局計画論として展

開し、被災者市民との協働による計画科学の深化、ポス

トノーマル・プランニングサイエンスの可能性を考える。 

 

２．自然共生居住権・逆生産性・直耕 

 飯舘村民達の放射能汚染に伴う被害に対して、筆者は

「自然共生権の喪失」と定義し、飯舘村民の半数以上に

よる ADR 訴訟での弁護活動で、この言葉で訴えてきた。

震災や津波による災害は、突然、人々から命と居住権を

奪う。災害の実態にもよるが、居住権が短期的に剥奪さ

れるだけでなく、長期的な居住権の剥奪を伴う場合もあ

る。危険が長期的に伴う場合は、その個所に居住するこ

との可能性が長期的に剥奪され、他の場所に移住するこ

とが強いられる。その移住は、生活・生産のための基盤

をすべて移転させることを伴う。そして、被災者の持つ

その場所に対する愛着権、仲間の暮らし助け合うコミュ

ニティ居住権も同時に奪い、移住先での再建を余儀なく

される。 

この災害に伴う多元的な居住権の喪失からの克服を、

移住により解決するか、あるいは災害の場所での再建・

復興によるかは、災害の種類と規模による。あるいは、

復興の政策による。また、都市での災害か、農山村での

災害かにもよる。さらに、災害による汚染、危険度合の

継続性にもよる。 

未曽有の原発事故は巨大人災であり、長期的な放射能

汚染が継続し、その危険性が即確定できないという不確

実性の長期・広域災害である。通常の災害という範疇に

組み込んでその対処を図ることはできない。今までにな

い災害であり、その克服・復興の道は複雑であり、今ま

でにない対応と政策が求められることは論を待たたない。

一番の論点は、半減期が 30 年と長い Cs137 という長期的

な放射能汚染物質がその土地に面的に降下し、除染とい

う移染の限界が明確な中で、長期的に(100 年オーダー)危

害をその場所に及ぼし続けるという災害である点にある。 

地震、火山爆発、津波、火災であれば、時間の多少の

長短はあるとしても、その災害のあった土地の回復を図

ることは可能という前提で復興、住み直しが進められる。

その住み直しは、覚悟の大小はあるものの、以前と同じ

状態への回復を前提に進められる。しかし、放射能汚染

はそうはいかない。長期的危険、それも明確な危険かど

うか、「ただちにはわからない」という確率的な危険とし

て提示され、その危険性の判断、暮らし直しの判断が明

確に正しいかり断定根拠はない。したがって、個人的、

政策的に決定されることにもなる。 

都市型の暮らしと異なり、長い年月をかけて醸成して

きた、二次的自然の創造の中で成立してきた里山暮らし

が長期的に破壊された。「自然との共生居住権」による生

活が放射能汚染により喪失し、その豊かな居住権が一瞬

の内に破壊された。山菜や松茸を採り、沢水を飲み、沢

水は田んぼを潤し、惜しい米を育むという里山暮らしが

破壊された。四季折々の里地里山の収穫を喜び、みんな

で祭りをする。先祖が開拓した里山には牛が放牧され、

美味しい牛乳と肉を提供してくれる。大地とともに生き

てきた村の暮らしが、長期的に放射能汚染され喪失した。 

原発による危険で大量な電気エネルギー生産のための原

子力発電所は、本来の自律的・地域的なエネルギーの生

産から離れて、巨大化した制度的な他律的な電力エネル

ギー生産であり、その事故の結果は膨大な逆生産性の経

済・社会を作り出してしまった。 

イバン・イリイチの逆生産性（堕落した迂回の論理）

とは、「他律的生産は、自律的な能力が麻痺するほどの物

理的・制度的・象徴的領域の完全な再編成をもたらたす。

その時、連鎖型の悪循環がはじまる。」1)てであり、制度化

による地域の自律の崩壊ももたらした。大都市のための

膨大な電力生産の必要性と原発による電力会社への負債

が生じない電力生産制度という、エネルギーの制度化が

もたらした農村地域の自立・自律の崩壊である。 

「自然共生居住権」は、安藤昌益の「直耕」2)の概念に

通じるものである。自然と直に向き合い、自然を保全し、

加工し、人間、コミュニティが生き続けられる、自然の
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人間化空間の創造としての、「直耕」の場、自然と人間の

共生システムとしての農的システムと空間が、巨大なエ

ネルギー資本制度化の進展と破滅により、剥奪されたと

いえる。この点が、都市型災害と大きくことなること、

農村地域での放射能災害の本質である点を日本社会は十

分に理解できていない。あるいは理解できず、金銭的補

償関係で処理できるような認識がまだどこかにある。 

 

３．計画という科学的・技術的・社会的行為を問う 

 未曽有の大災害に対する地域復興、農村復興のための、

計画論、農村計画論の深化が急務である。そのために、

まず計画論について歴史的経緯を考えてみる。 

建築分野での計画学の確立は、筆者の師である青木正

夫らによる。「建築とは、住意識の実現なり」3)とし、空

間と人間の関係性における矛盾の止揚という目的を実現

するために計画学があり、矛盾を客観的にとらえる学と

して建築計画学がある。[矛盾の発見―矛盾の解明―矛盾

解決行為＝計画設計過程]の一連の過程の必要性を述べ、

そこに建築計画学の学としての意義を提示する。空間生

活の機能面の法則性の発見は、建築計画学が行い、建築

設計過程での総合化を可能とする客観的方法の究明を建

築計画学が担う。矛盾の解明と法則性の発見である。「計

画学のあるべき姿は技術学でなければならない」とし、

「使われ方の研究」としての使用実態からの矛盾の発見

と法則性の発見方法を述べる。その上で、「法則性を客観

化できたことによって、この法則性を意識的に設計計画

に適用できることが可能となった。」として、建築計画学

の技術学としての価値を述べる。計画学の技術学として

の確立である。 

青木正夫の計画学の確立は、戦後において建築構造学

等に対抗して建築計画分野を学として、大学内、建築学

術界に位置づけるために、科学性を装う必要性から、武

谷三男の科学技術論の「客観的法則性の意識的適用」4)の

主張に始まる。原爆投下をめぐる、物理学者、科学者の

科学論、技術論、科学者の社会的責任論が展開されてい

る時代 5)において、青木正夫は、建築学のアカデミズムの

中において、建築計画学を学として自立させるために、

武谷三男の技術論を援用したといっても良い。建築計画

学の「科学的装い」のために、自然科学における自然法

則に準じた建築における空間と人間の関係における法則

性を探求し、あるいは建築空間を取り巻く人間の行為(行

動様式、使われ方)の傾向を客観的法則性として発見し、

その「客観的法則性」を新しい建築の空間計画に応用す

るという、建築計画技術の手法論として建築計画学は位

置づけられ今日に至るといえる。 

後に述べるように、現在、ポスト・ノーマルサイエン

ス論が展開され、客観性、確実性への疑問、アカデミズ

ムの世界の閉そく性、限界性が指摘され、それを乗り越

えるための拡大ピアコミュニティとアカデミズムコミュ

ニティの両立の方向が提示される中で、建築計画学の誕

生時からの狭さと限界性を指摘せざるを得ない。また、

客観的法則性の発見とその適用が、ニュートン力学的な

自然法則の適用可能性とういう古い科学・技術パラダイ

ムへの適用の中で展開されてきたという限界を認識する

必要がある。 

空間を利用する人間の精神性（文化性）は建築計画学

の確立のためには切り捨てられ（青木正夫も言及してい

る）、客観性として提示できるものを要素として限定し観

察し分析し、その法則性（要素間の関係性）を解明し、

それを新たな計画のために適用してきた。学の発展過程

としては、複雑な要素を消去しより実験室での実験環境

に近い状態で、事象を観察し法則性を見出すということ

に注視した。ただ、青木正夫の住宅計画学での歴史的解

析は、時代性・文化性・社会性を考慮した文化性・歴史

性を深めた研究として高く評価できる。 

残念ながら、原発投下をファシズム体制の破壊であり

戦争の終結を招いたとして評価するという、人道的観点

から見ても問題発言をしていた武谷三男の科学哲学の限

界は、その科学論、技術論にも反映している。アカデミ

ズム、あるいは物理学・科学、科学者の絶対優位の上で

の、上から目線での技術論ではなかったか。法則性の発

見と適用は、専門的科学者・技術者の特権として定立し、

その上での社会的貢献があるという認識である。科学・

技術万能主義といえる。このような認識がどこまで、青

木正夫の建築計画学の理論と手法の展開の中に反映して

いるかは今後検討を深めることも必要である。 

 一方で、都市農村計画学の確立を目指した、同世代の

石田頼房の計画学を見てみる。石田頼房は、都市農村計

画学における計画について、「使われ方」研究としての建

築計画学の実験的研究方法に準じて適用された計画は、

計画制度の適否を探る研究として位置づける。しかし、

市街地、都市という、生きている空間での実験的研究の

限界や危険性、実験の失敗にも言及し、「計画者・計画研

究者は、実験の失敗を避けるために、実験によらず、い

かにして計画論・計画技術を改良・開発すればよいのか。

それには二つの方法がある。一つはシミュレーションで

あり、もう一つは歴史研究である。」と言及する。6) 

 石田は、「計画の機能・概念は、次の三つの側面・考え

方を基礎に考えることができる。①計画とは「予測し、

それに備える」ことである、②計画とは、計画に関連す

る主体の「要求の矛盾の調整」である。③計画は、計画

対象地域空間全体に関する「公共的観点からする計画」

と、その部分である地区に関する「住民の合意による共

同の計画」から構成される。」6)とし、科学者、技術者の

アカデミズムや体制側からのみの計画手法の限界を述べ、

地域住民、当事者の関与を組み込んだ計画論を提示しよ

うとしている。ポスト・ノーマルサイエンスにおける、

拡大ピアコミュニティの必要性を、先駆的に計画学で述

べているともいえる。しかし、原発災害により長期的な

汚染の場所、汚染地域での計画論はどうあるべきか、そ



の場所の復興計画論か、そこでは生きていけない被災者

の生活再建のための他の場所での計画論かが問われた時、

そして、行政計画的枠組みが前者に限定される時、石田

はどのような計画者としての立場に立つのか問うてみた

い。この問いに現在の計画研究者は答えねばならない。 

 この当事者、ステークホルダーをいかに計画学の中に

組み込むのか、それを組み込んだ上で、どう計画学を確

立していくのかという今日的課題につながる。放射能汚

染された大地に向き合い、その場所を捨てることもでき

ないが、そこでの定住は諦めざるをえないというジレン

マに裂かれる住民の存在がある。また、科学的客観性が

確実ではなく、未来においても不確実性が伴う状況、課

題に対しての明確な回答を科学者、技術者が得られない

状況下で、まさにポスト・ノーマルサイエンスの中で、

被災住民に対する計画学、農村都市計画学はどう対処す

べきなのかが問われている。 

 

４．計画学の科学・技術哲学的位置づけと計画の権力

性・暴力性・市民性 

第二次世界大戦後の科学界では、戦前の軍国主義への

奉仕的科学、体制的科学に対する反省と、新たな科学に

よる自由、民主化に対する期待を含めた行動が科学者自

身によって始まる。民主主義科学者協会が設立され、国

民的科学がその後提唱され、国民のための科学、技術の

在り方が模索される。しかし、その後は、政治的駆け引

きの中で、学術分野での総合的で民主的な発展・拡大に

つながらなかった。戦後７０年、改めて、日本の科学技

術と社会、科学者と技術者の社会的責任についての歴史

的総括が問われている。建築学、都市農村計画学におい

ても同様な視点からの歴史的な総括とその上での新たな

計画論と実践が必至となっている。 

戦後の科学の民主化運動の中で、建築計画学、農村計

画学の分野から、筆者の恩師である青木志郎達が関与し

て生まれた生活科学も重要である。農村地域での農村住

民の生活、住生活の民主化戦略のための、建築計画学の

一分野が開拓される。農村住民の生活を総合的に見るこ

とから、農村空間、住空間、集落生活の民主化、生活改

善、近代化のための方法論が模索され、近代主義論争、

ヒューマニズム論争もその中で展開される。生活科学は、

建築計画学、農村計画学における市民的計画学の萌芽と

考えても良い。その後の住民参加論、集落計画論、コミ

ュニティ計画論へと発展していく。再度、この生活科学

の意義と動向を科学論、技術論、科学のパラダイム転換、

ポスト・ノーマルサイエンス的な科学と社会の関係性か

ら考察する必要がある。 

計画学を技術学として定立することに寄与した武谷三

男が、1946年に書いた文章、「原子爆弾をとくに非人道的

なりとする日本人がいたならば、それは己の非人道を誤

魔化さんとする意図を示すものである。」という 7)、今で

は信じがたい非人道的な科学万能、物理万能、技術万能

主義的な見識に対して、唐木順三が科学者の社会的責任

論や、科学者の精神の問題として批判した視点は、今で

も重要である。福島第一原発事故直後での科学者、技術

者（建築、都市農村計画研究者も含む）のとった態度、

精神と 2011 の原発災害後の態度、精神を比較しながら、

この問題に対しての今日的な解析も必要となっている。 

パラダイムシフトを展開したクーンの『科学革命の構

造』を翻訳し紹介した、中山茂の科学の三分類（アカデ

ミズム科学、産業化科学、サービス科学）や、科学の体

制化批判論を展開した廣重徹の科学論は、計画学の今後

を展望する上で参考になる。金森修は、廣重徹の「体制

化科学」批判について、「廣重がいい得るのは、人間抑圧

に満ちた社会秩序に奉仕する科学を、人間解放のための

科学に転換させるような「価値の根本的転換」が必要だ

という」。7) 

計画学は、人と社会の関係性の構築のため学であり、

人間と環境・空間の関係の持続性を維持・創造していく

ための学であると定義できる。計画学、農村都市計画学

を学術的計画学、体制的計画学、市民的計画学に分類し、

その発展と同時並列的関係性を今、論じる必要がある。

そこには、人間性、精神性、文化性、社会性、組織性、

時間性も組み込んでいく必要がある。 

建築計画学における学術的計画学は、法則性の発見や

その適用論として成立されるが、体制的計画学は、まさ

に、時代の要請する、あるいは近代制度化が要請する人

間社会装置空間のための計画学である。建築計画学が学

としての科学性を付与したともいえる学校建築計画学は、

体制的計画学として系統発生した。当初、軍事教練のた

めの校庭計画、富国強兵のための子供たちの収容と半強

制的な学びの場としての教室計画等の学校計画は、戦後

の民主化政策の中で、より近代的な計画定立するが、最

低設計基準論等、より良き国民を作るための体制的計画

学として大成してきたというのは言い過ぎか。イリイチ

の制度的空間の極は学校建築にあり、その制度化空間の

計画学として定立されたともいえる。 

今日、市民的学校計画学的な試みとして、市民参加型

での学校計画計画も現れてきているが、まだ、文科省の

規制基準には厳しいものがあろう。別の言葉で言えば、

その空間を日常的に活用する人間、子どもたちの身体性、

精神性、成長性を十分に配慮しきれず、一種の権力性

（体制的権力性と学術的権力性の両方）で計画原論、計

画指針を創造してきたともいえる。その後の計画学の発

展の中で、多少ともその誤謬に気づき、参加性、当事者

性を重視した計画学に発展をしてきていることは認めつ

つも、体制的計画学は、公共施設計画学として、補助金

行政指針も含めて今日に歴然として存在する。計画の権

力性、暴力性は、多少の装いをかえつつも健在であると

言わざるを得ない。原発災害後の被災地現地の復興に拘

る復興計画は「復興体制的計画学」の側面を持つことに

注意しなければならない。 
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市民的計画学とは何か。空間を活用する市民の参加性、

関与性、計画・デザイン性、実効性を尊重し組み込んだ

計画学として定義できる。公害問題での解決に向けて宇

井純達が取り込んできた公害市民講座等の試みでもある。

ワークショップ型での公共施設計画設計手法は、市民的

計画学として定位できる。計画段階で終わりとせず、市

民的創造、市民的管理活用としてのＰＤＣＡ的な連続性

技術学として集大成していくことも必要である。 

 農村都市計画学の系統的発生は、体制的発生と市民的

発生の両面がある。二宮金次郎による農村計画は後者に

入ろうか、あるいは、その実現のためには時の体制・権

力側の力技が大きいともいえるので、小さな体制的計画

学そのものであるともいえる。また、江戸期の柳沢吉保

による新田集落は、体制的農村計画そのものである。城

下町、宿場町等もすべてその計画性は、体制的計画であ

る。堺商人による「商業市民都市堺」は、多少の市民性

があり半体制的計画である。 

近代都市計画は、東京市区改正条例に始まると考えれ

ば、まさに国策としての体制的計画であり、そのために、

その後の都市計画法、都市計画手法の輸入適用と独自発

展もすべて、体制的計画である。それを実現するために、

学術的計画学が構築されてきた。この傾向は、今日も変

化はない。学術的都市計画学が体制的都市計画学に寄与

し、社会実験的要素で提示された学術的都市計画案の実

施による成功と誤謬が、学術的都市計画学の進化に寄与

するという循環的計画進化に対して、市民的都市計画学

がどう対抗するのかが問われている。さらに、市民的復

興都市計画学の展開が必要となっている。都市計画は権

力的統治機構とその空間配置計画を主眼とするものであ

り、発生的には体制的である。一方で今日、資本主義、

金融資本主義、グローバル資本主義の浸透の中で、国際

都市の枠組みは国家的体制的計画からグローバル資本的

計画へ変貌しつつある点も見逃せない。また、今日的な

国際的テロ横行の中で、都市防衛という名のより権力的

体制的都市計画が浸透していくことも懸念される。 

学術的都市計画学が、市民的都市計画学として自立・

自律性し、イバン・イリイチ流の脱制度された都市計画

学として定立できるかは不明なままである。ただ、一方

で、オルタナティブ都市運動、都市空間の市民による奪

取運動、社会運動の芽生え、小都市コミュニティ、エコ

ビレッジ運動に、市民的都市計画学の展開を期待したい。

このオルタナティブな計画とアクションも今日的必要性

を痛感する。東日本大震災後の復興計画と復興アクショ

ンにも、その萌芽的試みが問われている。 

農村計画学はどうであろう。系統発生的な基本的構造

は都市計画学と異ならない。学術分野が農学主流か、工

学主流かの相違はあるとしても同様である。ただ、都市

計画との大きな相違があるとすれば、改変しがたい大地

との関係、自然との密接な関係性、場所性の強さ、伝統

性と風土性への縛り等であり、単に時代的体制的な計画

要求が簡単に完結できるものでない。自然、風土、歴史、

文化性に依拠しながらその計画的調整を行うことが求め

られる。 

農村計画学は、明治以降は国策としての農業農村整備

事業計画として、また、第二次世界大戦中での朝鮮侵略、

満州侵略では、都市農村計画は、まさに侵略・軍事・体

制的計画学として定立し寄与した。少なからず、建築計

画分野、都市農村計画の研究者、「学術」分野としても、

その社会責任についての顛末が求められている。戦後の

食糧増産、農業近代化戦略の下での農業構造改善事業、

八郎潟の新農村計画等は、時の体制的農村計画学として

定位され、その社会・政治的役割を果たしてきたといえ

る。先に述べたように、国民的科学運動と密接に関係し

て瞬時的に構築された生活科学での、農村計画研究者の

農村住民との民主的関わりによる科学、計画学の樹立を

目指したことは評価できるが、それにより、その後、市

民的農村計画学が成立したわけではない。計画研究者の

総合的専門化した視線での農村民主化、農村住民の民主

的転換へのトップダウン的な示唆であり、研究成果の適

用であった面は強い。その後の農村計画分野における、

生活環境点検活動、ワークショップの展開、農村集落計

画における農村住民の合意形成による「市民的計画学」

の展開が行われてきた。放射能汚染が継続する広大な農

林地を抱えた農村の再生、復興のための、市民型復興農

村計画学はどうあるべきかが問われている。 

しかし、市民的計画学の進化は単に計画研究者の意識

変革だけでなく、市民、農村住民自身の計画学に対する

理解、コミュニティにおける計画性と合意形成意識の深

化とその手法の学びが必至である。この市民サイドの深

化の過程がなければ、専門家による市民参加を題目にし

た「市民的計画学」のトップダウンとなる。また、体制

的計画学との融合、あるいは、農村体制側からの要請に

基づく、市民行政(体制)協働型の計画学として成立するに

過ぎない。 

以上の点は、原発事故前から 20 年以上にわたり飯舘村

の村民と行政による計画づくりや、集落コミュニティレ

ベルでの農村計画学の展開を、市民的計画論として信じ

てきた筆者の反省からの学びでもある。原発災害後の首

長の村民への放射能測定情報開示に対する拒否や、避難

解除に対する村民との対話の欠如、ハード中心型の復興

計画と事業展開などの状況は、非常時とはいえ、市民的

計画学とはいえないものである。震災前の村民参加型の

村づくりは、真の意味での市民的計画学ではなかったと

疑わざるを得ない。原発災害前まではその一端を担って

きた筆者自身に、大きな反省と自己批判が迫られた。基

礎自治体におけるいわゆる「御用学者」としての役割し

かできていなかったのかとも自省した上で、真の意味で

の市民型農村計画学による復興、生活・コミュニティ再

建計画とその実現手法の展開が緊急に求められていると

痛感している。震災直後に村民達自信で立ち上げた「負



けねど飯舘！」における一種の「災害ユートピア」的市

民活動への支援と期待をしたが、その後の動向は十分に

深化しないまま今日に至っている。原発事故、長期的な

放射能汚染という前代未聞の大災害の中で、明確な将来

予測ができない中での、未来を予測する計画学の難しさ

があることは承知の上ではあるが、より市民的農村計画

学の深化を、飯舘村民と一緒に進めていければと思う。 

 

５．ポスト・ノーマルサイエンス 

ジェローム・ラベッツは、現代科学を 3 区分し、アカ

デミズム科学、産業化科学、批判的科学として、批判的

科学の展開に期待をする。中山茂は、批判的科学を「サ

ービス科学」と再定義し、そのサービス科学を審査する

のは市民であり、その発展の上に市民科学となる。7) 

 ジェローム・ラベッツは、ノーマルサイエンスの限界、

客観性の限界、科学者の意思決定の限界を提示し、その

上での現場に即した専門家によるコンサルティングでの

臨機応変の対応での展開を述べ、それでも問題が解決で

きず、複雑化、不確定性を示す今日において、「ポスト・

ノーマルサイエンス」の必要性を述べる。科学・技術者

コミュニティを超えた市民(地域住民、伝統的住民等)参加

での拡大ピアコミュニティの有効性を指摘する。この両

者のコラボレーションで、複雑で不確定な課題に対する

前向きな対応が可能であると述べる。社会・経済・政治

の複合的戦略による、生命工学の暴走、核科学・技術の

暴走、地球温暖化の深刻化に対する、的確な今日的対応

として強調する。6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ポスト・ノーマルサイエンス 

 ポスト・ノーマルサイエンスでは、「科学のなかで発し

た問題は、科学の外から、再定義されなければならない」、

「科学技術について決定を行うのが科学者であるという

のは出発点からして間違っている。・・・・科学技術につ

いての決定や責任の所在は、あくまでも「決定の関与者

（ステークホルダー）」が握るべきである」とする。 

 以上のポスト・ノーマルサイエンスは、計画学の今日

的課題と一致する。ポスト・ノーマルプランニング論と

しての展開を想定し、科学的客観性の希薄化、不確実性

の大きさ、学術的・体制的計画者の狭い世界での決定を

超え、多数のステークホルダーとの協働による、計画技

術の転換と、それを実現するための協働的体制づくりが

必至と考える。 

筆者らは、2011 年 3 月 11 日の震災直後に反原発研究者

である京大助教（当時）の今中哲二達と知り合い、飯舘

村全域での放射能測定調査を実施し、その後は村民との

協働による現地調査、シンポジウム等を継続的に開催し

てきた。この過程の中で、この長期的災害に対して現地

村民目線での多面的専門的な支援研究体制が必要である

との共通認識の上に、「飯舘村放射能エコロジー研究会」

を 2012 年 8 月に結成し、今日に至る。以下は、本研究会

の設立主旨文の一部である。 

「飯舘村放射能エコロジー研究会（IISORA： Iitate-mura 

Society for Radioecology）は、突然の放射能汚染、放射線

被曝、避難生活、生業喪失といった事態が、飯舘村の

人々や自然に何をもたらし、これから何をもたらすのか、

村人の生活再建はどうあるべきか、調べ、記録し、分析

し、飯舘村の人々が被った“不条理”を地元の人々とと

もに社会に発信しようとする研究者やジャーナリスト、

ならびにそうした活動の協力者の集まりである。日本大

学の糸長は、住民参画の村づくりのプランニングを通じ、

福島事故の２０年以上前から飯舘村に関わって来た。環

境ジャーナリストの小澤も、福島事故以前から、木質チ

ップボイラー導入など飯舘村での自然エネルギー利用に

関わってきた。京都大学の今中は、事故以来、飯舘村の

放射能汚染調査を行っている。チェルノブイリ事故の経

験が明らかにしているように、大規模原子力災害にとも

なう被害は、放射能汚染、放射線被曝といった原子力特

有の問題に限らず、個人生活や地域社会の破壊、地域経

済の破壊、さらには生態系の破壊といった問題にまで及

んでくる。事故被害の全体像を明らかにするには、さま

ざまな分野の専門家による共同作業が不可欠である。

IISORA は、飯舘村調査を通じて知り合ったもの同士が、

そのような共同作業を行う場として 2012 年 8 月に発足し

た。“事務局”といったものを必要とするような集まりで

はなく、とりあえず、糸長、小澤、今中の３人が世話人

を務め、今後、シンポジウムやホームページを通じて、

それぞれの活動の成果について情報発信を行うつもりで

いる。」9)  

各種専門家たちと飯舘村民との協働による、シンポジ

ウム（2011 年から毎年福島現地で開催し、2017 年で８回

を数える）、村民との協働による現地調査とその結果報告

と意見交換等の継続的活動は、原発事故、放射能汚染の

長期化と長期的な被害の不確実性という課題の解決方向

を探る、ポスト・ノーマルサイエンス＋プランニングと

して位置づけられる。 

 

６．破局時計画論 

 年間空間線量率 20m ㏜の数字を閾値として、それ以下
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の線量率になったことをもって、飯舘村は帰還困難区域

の長泥地区を除く全地区が 2017年 3月 31日に避難解除さ

れた。国民の権利として年間 1m㏜は無視され、個々の村

人の自由意志での帰村が誘導されている。放射能汚染に

注意した生活を、危険に対する予防を各自行うことを前

提にした復興計画、復興事業が政策として展開されてい

る。平常時の 20 倍の危険な震災前は例外的な値をもって、

被災者に平常時と同じ生活を許容するという事態となっ

ている。一種の例外状態の日常化ともいえる状態での帰

還政策である。 

放射能汚染された農村地域は決して正常な状況にはな

く、放射能汚染公害地であり、一定の除染をしたものの

残念ながら今なお放射能災害地であり、破局地である認

識がない。まだ回避できていない危機、破局に対しての

認識をあえて欠如させている。 

 ジャン=ピエール・デュピイは、「賢明な破局」につい

て言及する 10)。予防防原則の限界を提示し、将来的な破

局に至る時、その時点での賢明な対処を賢明な破局とし

て定立する。頻繁に起こる、世界的テロや、予想を超え

た自然災害、人為災害を目のあたりにする今日、懸命な

破局論、そのための破局時計画論の構築が急務であると

筆者が考える。将来の破局を想定し、その破局の局面に

おいてどう対処すべきか。バックキャスティングでは、

未来のビジョンをイメージし、それに至るプランニング

を作成するが、未来のシナリオが破局シナリオである時

に、破局時計画論が必至となる。 

しかし一方で、長期的に放射能汚染された地域は、発

災後から今日まで破局的局面が続いているという継続的

破局時にあるといえる。長期的放射能災害という破局時

間が長期的に続き、被ばくリスクによる健康障害も含め

た破局が心配される状況にあるという認識の上で、「破局

時計画論」が求められる。「平常時計画論」とは異なる

「破局時計画論」の必要性である。 

先に述べたように ICRP の 2019 年新勧告案では、避難

解除された地域（復興期間にある地域）でも長期汚染地

域であり、そこでの防御文化の育成が必要と述べている。

長期汚染地域とは真に破局的場所（厳しい管理の必要な

場所）であるということになる。残念ながら 2020年 12月

の新勧告案 146 では、この長期汚染地域という言葉は削

除されている。 

 福島原発事故で長期的に放射能汚染された大地、森林、

100年単位での正常化の期待しかない。その汚染大地は除

染されて一部は放射能が除去・移動させられているが、

圧倒的に周囲の森林に降り注がれた放射性セシウムは残

存したままである。その真下で帰村した村人たちは生活

を強いられることになる。放射能汚染が継続している破

局的時間において、破局的場所、破局的土地の利用を今

後どうしていくのかが問われる。破局的土地利用計画の

理念・手法・法制度が必要となっているといえる。この

破局的土地利用計画には、非居住区域、農地利用制限管

理区域、森林利用制限管理区域、完全利用制限区域等の

新たな土地利用規制と管理手法を含めた破局時計画論で

対処すべきである。 

破局時計画論においては、チェルノブイリ事故による

土地利用規制、強制避難区域指定等を含めた土地利用規

制管理制度、居住制限制度から学び、日本における放射

能公害土地利用計画法（仮）、放射能公害農村都市計画法

（仮）の制定が必要となっている。長期的に使用できな

い大地として、あるいは、使用の限定される大地として

の新たな計画手法が展開されないといけないにも関わら

ず学術的計画論も体制的計画論も提示されないままであ

る。逆に、平常時計画論が展開され、放射能災害は除染

と基準値の設定によりないものとされ、平常の土地利用

計画が法制度的にも展開されようとしている異常な事態

が生じている。除染された宅地では核シェルター的要素

は皆無の住宅が再建され、除染農地では作物の試験栽培

がされ、森林は宅地周囲のみの落ち葉層が除染されたま

まで、誰が森林に入ろうと自由な状況となっている。そ

れを法制度的には許容している。 

破局時認識が希薄化する中で、今後ともよりリスクが

高まる。原爆事故後の広島市内への入市による追被害や、

黒い雨が降下した広島郊外エリアでの追被害等の歴史的

推移を考えると、まだまだ原発事故破局時として現在を

とらえ、そのための破局時計画論の具体化が必至である

と考える。建築学の立場から、長期的放射能汚染地域で

の住宅、建物、そこでの住生活、建物の使い方等につい

ての学術的視点からの調査、計画提案等が求められてい

る。再度、被災地で苦闘する村民、市民、意識ある研究

者達の協働による市民的計画学を深化させ、この「破局

時建築学」の展開が必要となっている。 

チェルノブイリ事故後に制定されたチェルノブイリ法
12)では、明確に放射能汚染地域と被害者を法的、体制的

に確定し、限界はあるとしても、その上での保障と計画

的対処を進めている。しかし、日本は今だ、福島原発事

故による放射能汚染被害地と被害住民を認定せず、一時

的避難指定のみを行い、2017 年には全面的な避難解除を

体制的に進め、破局事態を葬り去ろうとしている。 

その体制的破局否定戦略が進められようとしている中

で、真の計画学、都市農村計画学は、対抗としての破局

計画学を、市民的計画学として、ポスト・ノーマルプラ

ンニング論として展開していくことが求められよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 平常計画論から破局計画論へ 



 

 図２は平常計画論から破局計画論への転換イメージで

ある。C は破局し平常システムが崩壊した状況下であり

巨大災害時であり、一定の最終破局面 D にいたる。その

後、復興の早い災害であればすぐに復興 E に至れるが、

原発事故放射能災害はこの破局時が長期化する。放射能

セシウム 137 は半減期が 30 年であり、1/10 に減少するに

は 100 年かかる。100 年は 3～4 世代の時間である。この

長期的な視点から、復興を考えざるを得ない。 

  

７．場所連続性の否定から移住・還住による破局時計画

論への深化 

 場所の連続性、場所の連続的利用を当面は否定せざる

を得ない破局時局面において、破局農村計画論をどう展

開すべきか。先に、放射能汚染された被災地での土地利

用規制を含めた破局時土地利用計画については概要を述

べた。一方で、被災者、被災住民に対する破局時計画論

はどう展開できるのかを考える。計画論には即地的（土

地・空間・環境）側面と即人（生活者）側面の二面があ

る。前者は先に述べたが、後者の即人的破局時計画論は

どう展開すべきか。 

筆者は原発事故当初は、破局時計画論という計画的視

点は持っていなかったが、チェルノブイリでの放射能汚

染実態を考えると、汚染地には長期的には居住できない

であろうこと、ただ、一方で故郷を捨てることができな

い人たちにとっての計画論として、二地域居住計画論を

提示した。翻って考えると、震災直後から破局時計画論

的思考をしていたことになろうか。被災地の人々にとっ

てどういう計画的対応が適切かを苦闘した。場所性の一

時的（長期的になる可能性も含めて）な否定、場所の連

続的利用の否定の上に、より長期的な場所性の復興・再

生の計画論の必要性は痛感していた。人にとっての非常

時の計画のあり方を模索した。 

場所性、場所の連続性は、個々の場所の自然と人間の

関係性であり、長い人間の営為により構築されてきた個

性あるつながりである。農村空間の魅力と価値は、個々

の農村における具象的・抽象的なつながりにある。この

つながりが放射能汚染により長期的に破断され、破局面

に至っているのが放射能汚染された被災農山村である。 

 筆者は発災直後からより安全な場所への移住による分

村計画、「二居住 100 年構想」を提案してきた 13)。一日も

早い帰村、還村が望ましいが、放射能の崩壊寿命の長さ

と人間寿命、地域社会寿命を比較した時、場所性にこだ

わり、定住にこだわることの危険性、危うさに直面して

いた。放射能汚染された村から、県からはより遠くの安

全な場所への移住の提案は、村人には肯定的に受け入れ

られない状況が続く。場所性にこだわる人達の気持ちは

尊重するが、次の世代を担う若者達の将来を見据えた移

住シナリオは必至であると考えての提案であった。 

 放射能の特殊性は、高齢者への定住性のこだわりを幾

分肯定し、子ども、若者、次の世代を懐く女性達の場所

への定住性に対してより否定的である。場所性にこだわ

ることが、その場所に生きることをより短くする可能性

があるという矛盾を抱えている。放射能汚染による外部

被曝の危険性、地産地消で生きることはより放射能汚染

されたものを体内に入れる内部被曝のリスクが高める。

定住してきた場所に拘ることが、場所への定住を阻害す

るという矛盾である。 

 放射能汚染された福島県浜通り、中通り地域は、チェ

ルノブイリの強制的避難区域の汚染度合いかそれ以上で

ある。その面積は 800km２を越える広大な面積である。ロ

ーカリゼーション、地産地消による大地と人間の持続的

な暮らしの理念は試練に立たされている。場所性にこだ

わりバイオリージョンに生きることの難しさを突きつけ

ている。平常時の農村計画は、大地の持続性と継承性に

頼っているが、その場所性が否定されている中で、破局

時農村計画が、人間が生きるための人間居住（移住）の

ための新たな農村計画が求められている。放射能汚染が

弱まり、安心して人間居住が可能となるまでの時間軸を

入れたシステムデザインが必要である。危険な場所から

は避難し、新たなに地で生きる権利を保証した社会シス

テム、移動社会システムが求められた。○村民、○県民

にこだわることで、かけがいのない命が脅かされる。○

県の復興ではなく、人間、コミュニティの復興再生の長

期的シナリオを描く必要があった。 

 東日本大震災は、火山列島、多数の大陸プレートの衝

突する日本の大地が活性期に入り、列島に生きる日本人

には大地の不安定な状況と長く付き合う覚悟がいる時代

に突入したことを示す。原発事故による放射能汚染問題

は、場所の信頼性の不安定性をさらに突きつけている。

場所にこだわる定住から、移動、移住の価値観への転換、

見直しが必至である。定住だけを良しとせず、移住も人

間居住の一つのスタイルであることを認めた重層的な社

会システムの構築が必至である。改めて移住、移動につ

いて考えた。 

 移動研究者の伊豫谷登士翁は、「グローバリゼーション

と呼ばれる時代は場所の揺らぎの時代であり、現代の移

民研究が考えるテーマは、固定的に考えてきた場所の問

い直しである。」14）と、移動研究の方法論の見直しを語り、

定住社会システムにこだわってきた人間居住デザインの

限界も示している。「移動から定住へという歴史認識が、

暗黙のうちに前提とされてきたことである。近代は移動

の自由が保証された時代である。しかし逆説的であるが、

移動から定住への移行が「進歩」であるいは「文明」と

とらえられたことによって、移動する人は野蛮で遅れた

人々であり、過度的な現象とみなされ、いずれは定住す

べきものと解されてきた。・・・・移動と定住とは対立的

であり、定住が常態であり、移動がその逆説であるとい

う暗黙のうちに想定してきたことである。故郷とは、

人々の存在すべき場所、あるいは戻るべき場所であり、
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その当然あるべき場所から切り離された存在として移動

が取りあげられてきた。・・・・定住こそが正常であり、

移民は、正常な定常状況からの逸脱であり、ある定住し

た状態から次の定住状態までの一時的過程とみなされて

きた。」14）と語る。 

 放射能汚染が長期化する今、将来的な定住も包み込ん

だ移動、移住の社会システムと人間居住システムのデザ

インが求められている。個々の場所性も尊重し、ローカ

リゼーション、バイオリージョンに生きるシステムも組

み込み、複数のローカリゼーション、バイオジョンが重

層化した、場所と時間の重層システムを考えた。 

 

８．移住・定住・還住による協働生活体の構築に向けて 

 筆者はエコロジカルな人間居住デザインとして、日本

の伝統集落共同体にも注目し、さらに世界的なエコビレ

ッジに注目し、様々な提案や実践をしてきた 15)。エコビ

レッジに通じる先駆的思想家としてフーリエのユートピ

ア論を注視したい。物質的、有機的、動物的、社会的運

動の四運動を提示し、その中で「情念引力の理論」を位

置づけ、「農業的家族的結合社会（アソシアシオン・ドメ

スティック・アグリコル）」という農業を基盤として社会

組織単位の形成を提唱している。歓待をキーワードとし、

国家的強制機構からの脱皮し、現行の制度を超えたユー

トピア、友愛、団としてのユートピアを思考していた。 

 フーリエ研究者で仏の哲学者ルネ・シェレールは、フ

ーリエのユートピア思想の骨子に歓待の概念があるとす

る。この歓待の概念は閉じたコミュニティではなく、開

かれたコミュニティとして重要な概念となる。「歓待

は・・社会的＝同胞的な組織、・・「農業的家族的結合社

会（アソシアシオン・ドメスティック・アグリコ

ル）」・・の帰結なのである。」16）とし、フーリエ的エコビ

レッジの基本理念に歓待をおく。「「協働生活体」（ファラ

ンステール）がしばしば誤ってそう見なされてきたよう

な自足集団へと転化し、その自足を守るための障壁に囲

まれ、他者に閉ざされた小社会となってしまうのを防止

するもの、これもすべて歓待の概念のもとに解釈するこ

とができる。」16）とし、閉鎖系社会にユートピア＝エコビ

レッジが陥らないためには、歓待、全てを迎える心持ち

とその仕組みの構築が重要と指摘する。 

 フーリエの現代解釈者のルネは、更に、近代工業社会

での定住的な住まい方の課題を考え、「入植のイデオロギ

ーや工業的進歩に付随するイデオロギーは地球を荒廃さ

せるもので、そこには地球に住まうという発想はない。

地球に人間的に住まうには、野性的地帯、砂漠、ステッ

プ、自由に行き来できる空間というものが動物にとって

もノマド的住民にとっても必要とされる。」15)と語る。定

住に対する、遊動、ノマドとしての人類の原始的姿を位

置づけ、そのなかにユートピアを位置づける。そして、

「ユートピアの輪郭を描くのにふさわしい概念はやは

り・・歓待の概念をおいて他にないだろう。」15)という。

歓待、自然の歓待、人の歓待、ノマド的住民に対する歓

待である。そこには、「出来事としてのユートピア」があ

る。 

 ルネは知己のガタリの三つのエコロジーとフーリエの

ユートピア思想を対比して、「ガタリは、フーリエをエコ

ロジー的に読むことをわれわれに教えてくれる。三つの

エコロジーとは、自然的、社会的、精神的なエコロジー

のことで、ポストメディア時代のユートピア的希望とし

ての新しい主体化の基軸にしようというわけである。そ

して、そうすることで、圧倒的な近代化的コミュニケー

ションの機会の重圧から脱し、新たな解放を準備してい

こうというのである。」16) 

フーリエ思想は、150 年後に F・ガタリの三つのエコロ

ジーにまとめられたエコゾフィー概念に受け継がれ、F・

ガタリの「ミクロ政治」、「分子革命」は、協同社会的な

オルタナティブとして評価される 17)18)。両者に共通する

小さい協同的自発的コミュニティの創造と、そのリゾー

ム的な発生は、空間、環境の人間的協働的な奪取になる。 

 

９．最後に 

 東日本大震災による原発事故とそれによる広域的な農

村地域への放射能汚染は、放射能公害といえる危機的状

況にあると認識する。震災直後も大きな破局であったが、

今日もその破局は続いている。この不安定な破局におい

て、新たな人間居住システム、農村計画論は必至である

と考える。個性ある場所での持続性と継続性を尊重して

きた農村計画論の新たな飛躍が求められている。場所性

への単なるこだわりを乗り越え、移動、移住を組み込む

ような大胆なパラダイムシフトが求められている。 

農村という場所、空間を対象とした計画論と、農的暮

らしをする人を対象とした計画論の二面性が必要となる。

放射能汚染され続けている場所を、どう今後の計画的に

再生・利用・管理していくかの空間計画論と、その場所

での定住のリスクをさけ生活拠点を別の場所に設定し再

建を当面の間図る人間・コミュニティ計画論の二つの計

画論が必要とである。後者は、移住・定住・還住の時間

を組み込んだ計画論を展開し、移住民は新たな生活拠点

の場所で、その場所の既存の居住者・コミュニティの歓

待を受け融合コミュニティを構築する計画論、計画手法、

計画制度が必至である。震災後、多くの「仮の町・コミ

ュニティ」が構想されたが、残念ながら実現していない。 

飯舘村民のための移住・定住構想を関係者と練ったが

実現できないまま、村民達は分散的定住化を進めている。

今後 50 年近くは、飯舘村の生活拠点の主要な場所は村外

になろう。村民達の紐帯、コミュニティ意識の醸成、世

代を超えた継続的醸成のためには、村外での飯舘村コミ

ュニティの維持と継承をどうはかるか、また、村外の融

和コミュニティの構築をどう図るか、一種の二重コミュ

ニティの維持のための計画手法・制度の開発も必要とな

る。融和コミュニティは都市である。都市農村計画手法



の融和を含めた展開が求められる。福島市内に移住定住

し、荒廃した農地を再生し農的暮らしを移住地に実践し

て飯舘村民達の試みはその萌芽であると感じている。 

放射能汚染され再定住条件が厳しい、破局時における

農村空間の破局時計画理念と手法・制度はどうあるべき

か。理念としては破局空間・環境として認識し平常時で

はない、破局時での計画手法・制度を採用する必要があ

る。利用不可能空間、厳格なルール化の下でのみ利用可

能な空間の仕分けをし、そこでの人間活動は非常時、破

局時の人間活動として位置づける。それに対しての国家

的補償を明確にした上での活動を許可するような仕組み

が必要となる。 

解除された飯舘村の 19 の行政区は、補助金の対象とな

る復興組合を結成して除染農地の管理等を進めているが、

放射能汚染リスクに対する厳格な規制や管理手法は提示

されていない。さらに、汚染森林に関しての利用・管理

規制はなく、単に山菜等の利用規制のみであり、放射能

汚染されていないような状況下にある。村外の生活拠点

と村内の改修・新築した住宅での二地域居住スタイルで、

村での宅地・農地管理に関わる村民達もいる。二地域居

住システムは筆者も後述するように提案してきているが、

厳格な放射能汚染調査、開示、汚染地域での管理・利用

行動における法制度と補償を含めた厳格化の上に行われ

るべきである。放射能汚染された破局時における人間行

動であることを肝に命じるできである。 

チェルノブイリにおける規制制度にも学び、「福島原発

事故にともなう土地利用計画・管理法・農村計画法」（仮）

のような制度的整備の下に、長期的な農村空間・環境の

管理と再生を進めるべきである。その道は 50～100 年以

上かかると思われるが、その時間的スパンを持って、破

局時計画から破局回復計画を経て破局計画論は平時計画

論のステージに戻ることができる。この期間、汚染され

た森林をそのまま放置しておくことの危険性は明確であ

り、その難しい管理システムの構築を含めてまだまだ課

題は残るままではあるが、今できる最善の計画論・手法

の展開を模索するのみである。 

 

★本稿は、「平常時計画論から破局時計画論へ」19)の原稿

を修正追記したものである。 
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七章  検証と提言案 

一節  検証作業結果シートと梗概 

 今回の震災 10 年シンポで設置された 5 つのＷＧに共通のシートとして、教訓・学会二次提言（2013

年）の評価・まちづくりーの展望、検証と提言の 2 つのシートの作成が義務付けられた。この作成作業

を通じて、本報告書の構成や、提言案を作成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二節 提言案 
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  原発事故による長期的放射能影響への対策のための建築からの提言案 

 

前書 

 

2011 年 3 月から 10 年が経過したが、原子力緊急事態宣言は解除されず、かつ福島第一原発の廃炉計

画の見通しは不透明なままである。福島県内の避難指示 11 市町村は 2020 年 3 月に解除が進み避難エリ

アは縮小されてはいるが、住民登録者で実際に居住する住民比率（居住率）は 2021 年 1 月時点 27％で

高齢者率が高い（東京新聞 2021/1/25）。この事態は。まだ災害中であり、原発激甚災害は長期化するこ

とを示している。その最大の理由は事故により放出され被災地に降下した膨大な放射性物質は宅地、農

地では一定程度除染されたが、圧倒的な面積を占める森林での除去は不可能であり、その汚染エリアに

取り囲まれた地域での生活、生業はできないという被災住民の判断がある。一方で、帰還者のためのライ

フライン等の公共施設整備や新産業のための環境整備等は復興事業として進められてきている。   

元の住民の帰還比率が圧倒的に低い中で、被災地での膨大な復興事業の意味が問われてきている。ま

た、日本建築学会会員は被災地での復興計画や事業に深く関与していることもあり、これらの問題を建

築学の問題としても考える必要がある。何故、このような人の復興と場の復興のズレが生じるのかを検

証することが求められている。そこには、従来型の自然災害からの復興のセオリーである、場の復興が人

の復興に連動するという考え方、また、区画された場所に居住する住民の生活と生業を守ること、再建す

ることが自治体の責務であるという行政システムの限界についての検証も求められている。 

さ らに教訓として共同力の意義を強調しておきたい。原発発災後から今日まで、被災自治体の懸命な

努力の他に、被災住民達自身による相互扶助や多数の支援者たちとの「災害ユートピア」、災害コミュニ

ティの構築が垣間見られ、共の力の意義が明らかになった。農山漁村地域での集落、地区、町会での地縁

的紐帯が悲惨な避難と長期的避難生活を支える一助となり、帰還率が低い避難解除地域での生活再建の

大きな支えとなり、避難先での住民たちの貴重なつながりを維持する力となっている。 

建築学は人の命と心豊かな暮らしを守り、地域社会の魅力的な安定のための「生空間」（人々が生きる

ための空間）を構築し維持するための学としてある。災害のない平常時での「生空間」のためだけでなく、

長期的災害時、さらに原発事故による長期的放射能汚染・被ばくリスクという長期的非常時における「生

空間」の構築のための理念と手法の再検討が 2011 原発事故により突きつけられている。原発激甚災害前

の建築学セオリーでは不十分であることは明確であり、ポスト原発激甚災害の建築学の構築に向けた努

力が求められている。 

「生空間」は健全な自然やインフラという社会的共通資本（資産）の他に、法制度というもう一つの社

会的共通資本によっても支えられる。災害後の「生空間」を、どこに、誰のために、どのような形態で、

どのような方法で、どう構築していくのかが「災害建築学」に問われている。そして、原発激甚災害は、

どこに、誰のためかが同一化できない矛盾を抱えている。被災地での「生空間」の再構築か、そこには居

ない被災者のいる避難先での「生空間」の再構築の二面性が生じる。原発事故特有の「生空間」の再構築

の法制度の見直しもより重要となっている。 

2021 年現在、日本では９基の原発が稼働し（５基は定期検査中）、廃炉決定も含めて全部で 57 基の原

発が存在し、何らかの甚大事故があれば、2011 原発甚大災害が再び起こるリスクを我々は抱えている。

本提言案は、現在の長期的災害と併せて、あってはならないが将来の原発災害に対して、建築学からの対
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策としてまとめたものである。日本建築学会は多様な立場の会員がいる中で、本提言案を真摯に検討し

て頂ければ幸いである。 

尚、本提言案は原発激甚災害に対する提言であるが、本提言の基本的考え方は原発災害以外の地球温暖

化を起因とする気候非常事態による激甚災害、新型コロナパンデック災害等甚大な災害に対して、新た

な「災害建築学」といえるような建築学の深化に寄与するものと期待したい。 

 

A.検証と放射能と向き合う建築学の深化 

提言１（検証）継続的検証 

東京電力福島第一原発事故の災害は現在でも継続中であるという認識の上で、発災時から今日に至る

長期的な被害実態、避難行動、除染、復興計画、復興住宅、公共施設整備等復興施策の成果と課題につい

て徹底した検証が必要である。発災直後は国からの的確な情報がないまま、被災自治体は独自の判断で

住民の命と生活を守るための避難行動、個人やコミュニティの意志による避難、移住行動もあったこと

は高く評価したい。 

住宅、宅地、町、農林地の継続的放射能汚染実態の解明、除染の効果と限界、及び生活、生業、コミュ

ニティに関係する継続的被害実態、被災地内外での多様な再生行動、各市町村の復興計画の推移、帰還住

民の少ない状況下での被災地中心の従来型復興事業展開などの継続的検証、さらに原発立地に頼らざる

を得なかった都市農村づくりについての地域計画の課題についての検証を提案する。特に、会員は被災

自治体での復興計画や復興事業、及び被災者住民行動に深く関与していることも含めて、徹底した検証

が必要である。 

 

提言２（建築学の深化）放射能汚染と長期的に付き合う建築学の再構築に向けて 

原発事故により、長期的な核汚染と向き合った建築、都市、農村という人間の居住空間、生業空間のあ

り方が問われている。目に見えない汚染との長期的付き合い、今までの日常とは異なる長期的破局局面

が継続するなかでの、不安定な条件のなかでの人間のための空間「生空間」をどう構築するか、維持する

かという本質的な問に向き合い、その解決の途が求められている。また、再生可能エネルギーへのシフト

もしながらではあるが原発によるエネルギーにも依存した建築・都市・地域の構築と運用に深く関与し

てきた建築学の反省と再考を行い、エネルギーと建築・都市・地域の関係をとらえ直した建築学の深化を

提案する。原発活用を含む近代産業主義的経済社会の延長線上での人間居住・生業空間のデザイン・創造

の理念・手法・制度の大幅な再構築のために、人新世の時代の今、多方面の分野と連携した、新たな建築

哲学と建築総合学を構築し、それを社会に提示していく行動が必要となっている。 

 

B.避難者・被害者の生命・健康、コミュニティの尊重（避難と移住） 

提言 3（汚染予測と緊急避難）放射能汚染予測手法の適用による的確な避難誘導手法の開発 

2011 年の原発事故発災後、的確な情報がない中で被災自治体の賢明な避難と防御行動により多くの住民

の命と健康が守れた。その一方で、国や東電から SPEEDI 等の情報が的確に開示されていれば、無駄な

初期被ばくや避難災害を避けることができたことも事実であり、これらの検証も必要である。併せて、今

後の原発事故に際しては、的確な放射能汚染予測の開発と適用を図り、2011 の教訓を生かした適正で実

現性の高い避難計画を策定することを提案する。 
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提言４（避難計画と核シェルター）待避計画の充実化と施設整備 

原発事故発災直後、的確に避難できない場合も想定されることより、広域避難が不可能な緊急事態が生

じた場合も想定した避難（待避）計画の内容を充実する必要がある。その場合に備えて的確な放射線防御

のできる「核シェルター」機能を持つ強固な施設への誘導、特に子ども、妊婦等の誘導計画とその実施が

必至であり、緊急避難誘導計画の策定を避難計画の中に組み込むことを提案する。 

提言５(長期避難) 広域での良質な長期避難施設及び避難住宅地の整備 

原発が稼働されている状況下では今後の原発事故発生を想定せざるをえない。2011 年の原発事故の教訓

から長期的避難生活が広域的に展開されることは十分に予想される。そのためには、広域的避難先での

長期的滞在が可能な質の良い避難施設、あるいは、自家菜園・コミュニティ菜園等も併設した避難住宅地

（避難村）のような施設整備計画と発災時に速やかな実施事業の展開を提案する。 

提言６（ふるさとと二地域居住）「ふるさととつながる」仕組みづくり 

原発事故は、長期的避難生活、長期的移住生活をもたらし、かつ汚染地域での長期的管理活動を被災住民

と被災自治体にもたらす。帰還し、あるいは避難先から通うことで被災地域の環境管理に懸命な住民や

地域コミュニティがある。日本人の土に根ざしたふるさと意識、地縁・血縁意識は高く、単純にふるさと

を捨てること、ふるさとで培った人々のつながりを捨てることはできない。捨てることによるストレス

は痴ほう症等の二次災害ももたらす。帰還や移住の択一的選択ではなく、いつかは故郷に帰るという決

意を胸に安心した避難生活、移住生活を続け「将来の帰還の思いを持つ長期避難」というもう一つの選択

をした人達も多くおり、被災住民とその協力者による新たなコミュニティづくりも試行されてきている。

被災者の長期的避難実態、ふるさととのつながり実態、発災後に提案された多くの「仮の町構想」につい

て検証し、ふるさととのつながりを何らかの形で継承していくための「仮の町・村」、二重住民票や二地

域居住制度の早急な検討を提案する。 

 

Ｃ．放射能汚染に対応した建築・都市・農村の対策と法制度の見直し 

提言７(建物内の被ばく低減)  住宅・建物での適切な放射能被ばく予測手法の開発と低減手法の開発 

住宅内及びその周囲での放射能被ばく予測の科学的手法を開発し、発災時での累積初期被ばく予測推計

を行う。また、長期的な汚染地域で居住する場合において、住宅防御建設手法、宅地防御手法等の対放射

線防御住宅地計画とその手法開発を推進することを提案する。 

提言８（建築都市農村の法制度）原発事故対応型の建築・都市・農村に関する法制度の見直し 

長期的な放射能汚染に即した建築・都市・農村での人々の生活と生業の保証や空間維持・創造、土地利用

管理に関する法制度は皆無である。公害対策基本法での放射能汚染対策の対応と併せて、建築基準法、都

市計画法、農振法、森林法等において放射能汚染による影響を低減するための法制度の検討が必要であ

る。現在での対応のみならず、将来の万が一で原発事故時での対応にとっても必要である。 

 

Ｄ．復興事業の見直しと原発事故に特化した再構築 

提言９（復興事業の再編と二次災害の回避）復興事業による二次災害の回避と復興事業の再編 

自治体は土地区画の管理利用、そこに居住する住民の保護のための公的組織として位置づけられてきた

ため、被災地への早期帰還を優先した除染事業及び復興事業が中心として進められてきた傾向が強いと

いえる。自治体は土地に縛られ、その土地の復興が自治体の復興であるいう復興行政の限界を検証する
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必要がある。特に、土木建設事業を主とする公共事業は被災地の長期的な経済社会復興につながらない

一過性の公共事業という非難もある中、改めてハード事業中心の公共復興事業の見直しと再編の検討が

必要である。さらに、森林土壌等の汚染実態解明や対策に関しては十分で科学的な検証には時間がかか

る中で、一定の成果は出ているものの、長期的放射能汚染対策のための的確な施策はまだ見えていない。

伐採樹木の利活用を復興事業で進めることでの二次汚染災害のリスクを十分に検討し、適正な森林再生

事業の見直しをする必要がある。さらに除去された汚染土壌の農地での再生利用が復興事業として展開

され二次的放射能汚染災害も心配され、復興事業の見直しと再編が必要である。、さらに汚染土壌の再生

利用が復興事業として展開され二次的放射能汚染災害を招くことも心配され、復興事業の見直しと再編

が必要である。 

提言 10（森林再生と木材規制）汚染森林の管理再生手法の構築と汚染木材の利用規制の法制度の検討 

放射能汚染の長期化は森林汚染が最も深刻であると推察する。先に述べたように「放射能対策特措法」で

は森林除染は対象外であり、推計では特定除染地域（国直轄除染地域）の森林に残存する汚染土壌は 6200

万 m3 になり、中間貯蔵施設の予定保管量の約８倍である。核物質のセシウム 137 の影響が 1/10 になる

のには 100 年の自然減衰期間が必要である。100 年の間に多くの自然災害が予想される中、長期的視点

からの汚染森林の保全・管理と再生計画を検討し、モデル的再生事業を繰り返し、周囲への汚染の防止と

森林の再生に向けた事業展開が必要である。併せて現在実施されている森林再生事業では、樹皮が

6400Bq/kg 以下の汚染樹木は伐採され木材加工され市場に搬出される。薪の基準値は 40Bq/kg に設定さ

れているのに対して木材の核物質規制値は設定されないまま建築材として利用されるという矛盾がある。

森林経営、林業経営にとって規制値の設定は非常に厳しいものと想定されるが、SDGs の「つくる責任」

を果たし、消費者との信頼関係を構築するためにも、適正な放射能汚染規制値を設定し、放射能汚染され

た木材の建材等の利用に関して規制・管理システムの構築が必要である。建材に深く関係する日本建築

学会も広く、木材関連、建築関連の学協会とこの点についての実態の解明と評価、対策についての行動が

求められる。 

提言 11（バイオマス発電事業の見直しと地域再生）適正な再生可能エネルギーの地域的構築 

汚染樹木の伐採による高度に汚染された樹皮（福島森林再生事業での規定 6400Bq/kg 以下）を活用した

FIT 活用バイオマス発電事業が避難解除地域の公共復興事業の一環として、汚染森林の活用策として進

められようとしている。燃焼による放射性物質の漏えいに関してフィルターの集塵効果での安全性を主

張する立場とそれに疑義を持ち復興事業による二次災害を心配する立場に分かれているのが実態である。

バイオマス発電所の建設は建築設備に深く関係する分野でもあり、この件に関しての科学的、技術的論

点について討議を進めることを提案する。汚染樹皮を燃焼し高濃度化した灰の処理を避難解除地域で行

うという、一種の「核処理施設」ともいえる施設が 20 年以上稼働することに関してより慎重であること

は求められる。また、被災地域での再生可能エネルギー振興策として評価される一方で、山間地域におけ

る風力発電の 150 基を超える計画が持ち上がっている。風車設置予定個所は汚染森林地域であり、風車

設置に際しては汚染樹木の伐採・排出処理に伴う汚染拡大の危険性、膨大な風車設置による景観及び自

然環境の破壊などの大規模開発による課題が多く予想されることより、関係市民、行政の多様な関係者

による協議が必要である。原発事故災害からの教訓を生かし、原発に頼らず、適正な規模で、地域住民も

参画できる再生可能エネルギー生産の地域的構築のシステムと制度の構築を提案する。 
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Ｅ．原発事故災害対応のための法制度と体制の見直し 

提言 12（特措法の改正）「放射能対策特措法」の改正 

除染しない森林土壌、湖底や川底の汚染土壌は法的に処理されないまま永続的放置されることを暗黙に

認めている「放射能対策特措法」は速やかに改正し、長期的汚染地域を法的に認定し、その汚染地域での

長期的な土地利用規制、土地利用管理、汚染対策、再生施策等の開発の推進を提案する。 

提言 13（土壌汚染対策）「原子炉等規制法」でのクリアランスレベル適用 

除染後も放射性物質の残存する宅地での生活、及び汚染農地での農作業をせざるを得ないという被災住

民の無念な気持ちを理解する必要がある。除染後の農地も 100Bq/kg を超える農地である。原発事故前か

らある「原子炉等規制法」のクリアランスレベルは 100Bq/kg であるが、これを超える汚染された除染済

土壌での農業をしていることになる。環境省は、100Bq/kg は「原子炉等規制法」での「廃棄物を安全に

再利用できる基準」、放射能対策特措法での 8,000Bq/kg は「廃棄物を安全に処理するための基準」と説

明する。しかし、農作業は「廃棄物を安全に処理する」行為ではなく、汚染土壌での農作業の慎重な取り

扱いが法制度的にも求められる。かつ、重金属汚染に関しての規制値が設定されている「農用地土壌汚染

防止法」に放射性物質の規制値はない問題も含めて、安心した住生活、安心した農業のできる法制度的対

応を進めることを提案する。 

提言 14（原子力災害公害法）の制定「原子力災害対策特措法」の欠陥を是正し、「原子力災害公害法」（案）

の制定  

原子力災害特措法は原発事故発災後の対応が主であり、その後の長期的汚染に対応した災害対策法とな

っていない。東京電力福島第一原発事故後 10 年経過する現在でも原子力緊急事態宣言は解除されていな

い中で、避難解除された後の被災地は法的な枠組みでは何の指定区域にもなっておらず法的に放置され

たままである。2019 年の ICRP の新勧告案では「復興期の長期汚染地域では・・・放射能防御文化を育

てる」必要性を指摘している。その案では避難解除された地域を長期汚染地域として指定して対処すべ

きという趣旨の勧告案である。避難解除され復興事業が進められ、帰還者の人達の日常の生活が戻って

いるが、周辺の山林は汚染されたままである。チェルノブイリでは移住の権利地域あるいは移住義務ゾ

ーンに相当する区域に、日本では帰還者が通常の生活をしていることを認め、将来的な被ばくリスクに

対して対策や補償がとられていない。原発災害対策特措法を改正し、長期放射能汚染地域の指定と長期

的災害対策に取り組む法制度が必要である。さらに原発事故災害は産業公害の側面を持つものであり、

長期的な被害者救済の視点からも「原子力災害公害法」（案）のような法制度の枠組みを検討する必要が

ある。 

提言 15（原発災害対応の国家機関創設）長期汚染対応のための国家レベルでの機関の創設 

原発事故による影響は長期化することは明確であり、基礎自治体、都道府県での行政的役割は重要であ

るが、被災自治体と支援自治体の連携も含めた長期的避難、長期的復興施策を国の責任で遂行すること

も求められる。特に、被災当事者、被災地域の住民の参加が保障されたソフトな支援を含む長期的復興政

策・事業の新施策の展開を提案する。それらを国の責任で遂行するために、「原子力防災省（機構）」（仮

称）のような対応専門機関の創設を提案する。 
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★ 提言案の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B.避難者・被害者の生命・健康、 

コミュニティの尊重 

（避難と移住） 

提言 3（汚染予測と緊急避難） 

提言４（避難計画と核シェルター） 

提言５(長期避難) 

提言６（ふるさとと二地域居住） 

 

 

Ｄ．復興事業の見直しと原発事故に特化した再構築 

提言９（復興事業の再編と二次災害の回避） 

提言 10（森林再生と木材規制） 

提言 11（バイオマス発電事業の見直しと地域再生） 

Ｅ．原発事故災害対応法制度と体制の見直し 

提言 12（特措法の改正） 

提言 14（原子力災害公害法）の制定 

提言 15（原発災害対応の国家機関創設） 

Ｃ．放射能汚染に対応した建築・都市・農村に関する法制度の見直し 

             提言７(建物内の被ばく低減) 

             提言８（建築都市農村の法制度）  

   

A.検証と放射能と向き合う建築学の深化 

提言１（検証） 

    提言２（建築学の深化） 

破局 

回復・復興 
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補足  ＷＧ４の記録 

 

2020/6/9  地球環境委員会 WG  目的、進め方、委員紹介等 

2020/6/30 第一回 WG 委員のアンケート結果報告、問題・検証・提言の討議 

WG の提言イメージ 

・提言の対象については、福島県民という具体的な被害者（だった）という意 

見から、対象者を決めずに（あえていえば広く遠く未来へ）投げよう、という意見まで。 

2020/7/28 第二回 WG 継続討論、報告書目次案の提示と討議 

      ・とにかく一般の人が分かること、どのくらいの放射能影響か、今どこまでか。 

       放射能汚染の影響について社会的分野での検討。 

・今までの産業的社会の枠組みからの発展、建築学が相手にしていなかった、 

建築学が放射能を対象にすることも出てくる。 

2020/9/3  第三回 WG 中間報告書内容の検討 

問題・検証・提言についての継続討論 

⓪生活と空間の学である建築学の視座から、 

        ①放射能汚染された生活と空間の問題を明らかにし、 

        ②長期汚染及び復興事業による生活と空間への影響について科学技術的、 

具体から普遍の視点で検証し、 

③長期放射能汚染と対峙した将来にわたる生活・空間像、 

さらに、他の地域での再発時における生活・空間の計画・防御策について提案する。 

★シンポ冊子の報告書の目次構成案 

タイトル   原発事故・放射能汚染・復興の建築学的検証と提案 

１．原発事故・放射能汚染に建築学はどう向き合い続けるか 

２．除染の効果と限界 

３．森林汚染と木材・エネルギー 

４．復興公共事業  

５．生活とコミュニティ再建 

６．放射能汚染と生活・空間計画デザインの未来 

2020/9/24 ミニシンポ  中間報告・今後の方針 

2020/10/5 第四回 WG 共通課題の検討、報告書内容の検討と分担 

2020/11/2 第五回 WG 共通課題の検討、報告書内容の検討 

（1）教訓について 

       ・帰還復興優先の巨大な公共事業は必要か  ・復興核災害的事業の問題 

・原発誘致の時と同様の原発関連公共投資の問題 

 ・災害復興で膨大な予算が地方自治体に行くという問題は津波も一緒 

 ・建築家の復興事業建設への深い関与の問題 

 ・原発事故前より３～５倍の自治体復興予算。施設を維持できるのか。 

 ・４０年後福島は人口半減し高齢者、原発災害が続く地域で公共施設を維持できない 
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 ・復興計画の中で、目標人口を設定している。帰還者と移住者の目標人口は出されている。

→その人口を目安とした公共施設整備という事業計画 

 ・都市計画に個人の自由をベースにしていない。場所の復興がベース。 

      ・建築学会での共通認識がない。弱い。復興核災害の意識がない。 

 ・帰還か 2 地域居住の選択は自由である。それに建築計画、都市計画が必要。 

 ・建築学会としてこの復興事業に対する方法、論理がないことが問題。 

      ・建築学は個人を大切にするという論理で検証することが必要。 

      ・原発事故に際しては、村の伝統的なコミュニティは古いタイプが残っていた。災害時での

意思決定は古老たちの権限も強い。共有地が行政区の財産、仮仮置き場の費用も収益とし

てあがる。 

 ・直接民主主義的意識を被害者は感じているが、復興事業は間接民主主義で決定している。 

・浪江の町外コミュニティづくりが行きそうであったが町長が英断できず実現していない。 

・津波被災地でも二重コミュニティも問題となっている。 

(２)二次提言（2013 年）評価 

      ・放射能汚染、防御等に関してはほとんどない。省エネ等に特化している 

      ・放射能汚染と被ばく予測は一部検討してきている 

      ・提言は既存住宅の再利用に限定されている 

（３）まちづくり、提言について 

 ・飯舘村での巨大な復興経費問題の検討必要、南相馬、浪江も同様 

      ・少数の帰還者のための巨大な公共事業は必要か。建築家が乗っているのが多い。 

      ・建築家が関与している。警鐘を鳴らす必要がある。 

      ・ICRP の長期汚染地域での放射能防御文化の育成について。規制庁は長期汚染地域かど 

うかはわからない。避難解除でおしまい。法律の大欠陥。 

・チェルノブイリとの対比しても、おかしい状況、国際的にも、 

      ・自治体では対応無理。補完的原理。 

 ・国からの補助政策の問題。永続はしない。どこかで終わりにする。広島の黒い雨、補償 

の継続。終わりのシナリオは？ 

・水俣の「もやいなおし」の精神をどう生かすか？ 

・人間不信の復興、コミュニティの復興はどうするか、住民同士で考えることの必要性。 

      ・自治体単位での災害復興対応の限界 

2020/12/4 第六回 WG 共通宿題の再検討、公開研究会、３／６のＷＳの進め方 

2021/1/14 学術会議防災連携体での報告    

2021/1/18 第七回 WG 第 1 回公開研究会（ＷＧ４委員、糸長・中村・井本の報告と討議） 

2021/2/12 第八回 WG 第 2 回公開研究会（ＷＧ４委員、川崎・吉野・窪田の報告と討議） 

2021/2/20 第九回 WG 第３回公開研究会 

（被災者と支援者（菅野・國分・原田・森山）の講演と討論 

2021/3/6  公開ＷＳ（ＷＧの成果報告・提言案の検討）  
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日本建築学会地球環境本委員会 放射能汚染被害地域長期対策検討 WG 公開研究会 

 

 2011 年 3 月に発災した東京電力福島第一原発事故に伴う長期的放射能汚染地域での汚染実態の解明、

除染・復興事業の課題及び長期的対策についての検証と提言を行う目的として、地球環境委員会は表記

の WG を 2020 年度に設置しました。この WG は、2021 年３月 6 日に予定している「日本建築学会東日

本大震災 10 周年シンポジウム」実行委員会内での WG4「原発事故による長期的な放射能汚染被害地域

での建築・まち・むらづくりをどのように進めるか」（地球環境委員会、建築計画委員会、農村計画委員

会）との合同 WG として 2020 年度は活動してきています。2020 年 12 月までに７回の WG 会議を開催

し、検証、提言案の中間まとめの段階にあり、2021 年 3 月のシンポで報告する予定です。 

 現在までの WG の検討結果を含めた公開研究会を、3 月のシンポの前段として 3 回企画しました。未

曽有の原発事故災害は今だ経験のない災害であり、それへの対処・復興施策は今までの施策を超えた新

たな理念と対策手法・制度の展開が必至であることを含めて報告したいと思います。是非、ご参加頂き、

これらの点について幅広い討議をしたいと思っています。 

 参加者   建築学会会員、その他一般市民 

 参加方法  ZOOM（下記に表記）、ミーティンク形式   参加費   無料 

 

1 回目 2021 年１月 18 日（月）１７時~１８時半 

  参加者  51 名 

 １．ＷＧの主旨、原発災害の長期的汚染実態及び復興事業の検証と提言に向けて 

                             糸長浩司（地球環境委員長、日本大学） 

２．福島原発事故被災地及び被災住民の復興の課題       中村勉（中村勉総合計画事務所） 

 ３．福島避難自治体での「学校」の再編成について           井本佐保里（日本大学） 

2 回目 2021 年２月 12 日(金)１７時~１８時半 

  参加者  36 名 

 ４．原子力被災自治体の再生戦略の課題と展望              川崎興太（福島大学） 

 ５．住宅汚染と防御のためのシュミレーション開発             吉野博（東北大学） 

 ６．災害後をどう理解できるか？                    窪田亜矢（東京大学） 

３回目  2021 年 2 月 20 日（土）15 時～18 時 

  参加者  39 名 

★ 原発事故被災者及び支援者に聞く（震災後の活動、思い） 

 ふるさとの思いをどうつなぐのか、どう再生するのか？ 

 多様な視点と立場からの思いを込めて 

登壇者 

菅野哲氏（飯舘村民、農家、そうま広域シルバー人材センター理事長、村民への継続的支援活動） 

國分富夫氏（南相馬市民（小高）、原発事故被害者相双の会 会長） 

原田雄一氏（浪江町民、元浪江商工会長、まちづくり NPO 新町なみえ理事） 

森山貴士（南相馬市民、2014 年南相馬市へ移住。JR 小高駅前に、カフェ・コワーキングスペース運営） 

４名の講演後、討論   コーディネーター  糸長浩司 
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公開研究会（ＺＯＯＭ）の記録 

 第一回公開研究会 
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第二回公開研究会 
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第三回公開研究会 
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 日本建築学会 シンポジウム 

「東日本大震災 10 周年を機に頻発する複合災害を考える」 

WG４ 

原発事故による長期的な放射能汚染被害地域での 

建築・まち・むらづくりをどのように進めるか 

委員会 
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